
 

 

   

  

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  

は じ め に     

  

四日市市教育委員会では、平成１５年（初版：平成１４年度版）から、本市

の学校教育の実情を広く情報発信し、市民の方々にご理解をいただくため、「四

日市市学校教育白書」を発行しています。 

平成１７年度版（第４号）からは、本市の目指す学校教育の基盤として策定

した「四日市市学校教育ビジョン」の進捗状況の評価を、この白書のもう一つの

役割として位置付け、ビジョンの重点目標に対する達成状況等について記載して

います。 

平成２８年度からスタートした「第３次四日市市学校教育ビジョン」では、

本市の学校教育が目指す子どもの姿を明らかにし、その方向性を示すとともに、

「子どもにつけたい力」と「子どもを支える学校づくり」の２つの観点から具体

的な施策を定めました。 

また、令和２年度からは、新しい四日市市の総合計画がスタートしており、

その中には「四日市市新教育プログラム」による夢と志を持った子どもの育成が

掲げられています。 

本書では、４年目となる学校教育ビジョンの実現に向け、子どもの姿や各学

校・園での取り組みの現状を紹介し、各施策の実施状況や達成状況等の現状及び

課題について明らかにするとともに、「四日市市新教育プログラム」との関連を

含めた次期学校教育ビジョンの基盤づくりにつなげていきます。 

今後も、子どもたちが主体的・協働的に学ぶ意欲や態度を身に付け、学校で

の学びを人生の充実・幸せや将来の社会貢献につなげていくことのできる「輝く 

よっかいちの子ども」の育成を目指していきます。 

 

 

令和２年９月   

四日市市教育委員会 
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１ 四日市市が進める教育の基本的な考え方 

２ 基本目標の達成状況 
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１ 四日市市が進める教育の基本的な考え方 

   

 

子どもたちが将来生きていく社会は、多様で変化が激しく一層複雑化し、解決の道

筋が明らかでない問題が多く存在すると予想されます。そのため、子ども自身が身に

付けた知識・技能を実生活で応用するとともに、他者と協働しながら問題を解決して

いく主体的・能動的な能力としての「社会人になっても通用する問題解決能力」の養

成が必要です。  

また、教育活動全体を通して、子ども一人一人の実態や課題を踏まえ、豊かな人間

性と感性を培うこと、さらに仲間づくりを進めるなかで、集団の中での協調性や他者

を思いやる心を育むこと、個々の自主性･自立性を育てること、人権尊重の意識を醸成

することが大切です。 

本市では、「四日市市教育大綱」を定めるとともに、本市の教育振興のための施策に

関する基本的な計画として「第３次四日市市学校教育ビジョン」を策定し、「社会人に

なっても通用する問題解決能力」を身に付け、学校での学びを自分自身の人生の充

実・幸せや将来の社会貢献につなげていく「輝く よっかいちの子ども」の育成を目指

しています。 

 

○四日市市教育大綱 ～５つの理念～  

 

 

 

 

 

 

 

○第３次四日市市学校教育ビジョン ～６つの基本目標～   

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

「子どもにつけたい力」  

基本目標１．確かな学力の定着 

基本目標２．豊かな人間性とコミュニケーション能力の育成 

基本目標３．健康・体力の向上 

「子どもを支える学校づくり」 

基本目標４．学校教育力の向上 

基本目標５．地域とともにある学校づくり  

基本目標６．四日市ならではの地域資源を生かした教育の推進 

１ 社会人になっても通用する問題解決能力の養成 

２ 豊かな人間性と健やかな体の育成 

３ 夢や志の実現に向け、自ら学び続ける意欲・態度の涵養 

４ 家庭、地域、学校・行政が連携・協働した教育の実現 

５ 都市の特長を生かした四日市ならではの教育の推進 
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３ ビジョンの進捗管理と評価 

 

 

 
 

 

子どもたちが、夢や志 を持ち、学

ぶことと社会とのつながりを意識し

ながら、自立した人間としてたくま

しく生き抜くための力 

 

 
 

 

多 様 性 を 尊 重 す る 心 や 豊 か な 人 間

関 係 を 育 む た め の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ

ン 能 力 な ど を 身 に 付 け 、 他 者 と 協 働

し、共に未来を切り開いていく力 

 

 

 

 
 

自身が身に付けた知識・技能を実生活で応用するとともに 

他者と協働しながら問題を解決していく主体的・能動的な能力 

 

   

基礎的・基本的な知識及び

技能 

知識・技能を活用して課題

を解決するために必要な思

考力・判断力・表現力 

学ぶことと社会とのつなが

りを意識しながら主体的に

学習に取り組む意欲と態度 

自律的に活動する力、規範意識 

豊かな感性、優しさ、思いやり 

多様性を尊重し、他者と協働し

ながら創造的に生きる態度 

ものごとを最後までやり遂げる

粘り強さ 

豊かな人間関係を育むためのコ

ミュニケーション能力 

 

生涯を通じて心身ともに

健康でたくましく生きる

ための体力 

運動やスポーツに親しむ

気持ち、発達段階に応じ

た運動習慣 

心と体を健やかに育む基

本的な生活習慣の確立 
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本市では、目指す子どもの姿の実現のため、特に「子どもにつけたい力」基本目標

１～３について、成果指標に基づく評価を実施しています。 

また、基本目標の各教育施策については、具体的な取り組み指標に基づき、取り組

みの進捗管理及び評価をしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本白書は、子どもたちの今の姿や学校の取り組みの現状、今後のあるべき姿を表す

とともに、教育委員会の点検・評価報告書の役割も担っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

第３次四日市市学校教育ビジョン 

 

学校教育白書 

教育委員会の点検・評価報告書 

Ｐ 

Ｄ 

Ｃ 

Ａ 

各施策の実施 → 学校の取組 

 

成果指標 

「子どもにつけたい力」 

各施策の見直し

↓ 

学校の取組改善 

 

議会報告 

ＨＰ公表 

教育施策評価委員の知見活用 各施策の進捗管理（教育委員会） 
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２ 基本目標の達成状況 
第３次学校教育ビジョンの「子どもにつけたい力」基本目標１～３について、成果指

標に基づいた評価を実施します。  

 

⑴ 「基本目標１．確かな学力の定着」の達成状況   

① 基礎的・基本的な知識及び技能の定着 

※  現状値は、平成 27 年度全国学力・学習状況調査結果（小学校６年生・中学校３年生対象） 

基礎的・基本的な知識及び技能の定着については、全国学力・学習状況調査結果に

おける全国平均値を１００としたときの全科目の市平均値を成果指標とし、小学校 

１０２、中学校１０５を目標値としています。 

令和元年度、小学校は国語で全国平均を下回り、算数は、全国と同等の結果でした。

中学校においては、国語は全国と同等の結果で、数学と英語については、全国平均を

上回る結果でした。特に、初めて実施された英語は、全国平均を２ポイント上回って

おり、本市の強みとなっています。本市では、小中学校の指導体制の一体化による授

業改善を推進しており、義務教育修了時において、全国と同等あるいはそれ以上の学

力を各教科とも身に付けているということが分かります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小学校では、国語がやや低下しましたが、平成２８年度以降は、多くの教科が１００を

超えるか、同等であり、平成２７年度から改善傾向にあります。中学校では、５年間すべ

ての教科において、全国と同等以上ですが、平成２７年度から２９年度にかけて１０５に

近かった数学においてやや低下してきています。 

 
 

成果指標  現状値※ H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ２ 目標 

① 

全国学力・学習状況調査結果 
（小 6…国Ａ、国Ｂ、算Ａ、算Ｂ、理） 

（中 3…国Ａ、国Ｂ、数Ａ、数Ｂ、理） 

全国平均値を100としたときの全科

目の市平均値 

小 97.4 100.5 100.0 100.4 9８.９  102 

中 101.3 102.0 102.1  100.8 102.5  105 

中学校 

全国値を 100 としたときの本市結果の経年変化（平成２７年度～令和元年度） 

小学校  

95

100

105

H27 H28 H29 H30 Ｒ１

国語Ａ 国語Ｂ 算数Ａ

算数Ｂ 理科

95

100

105

H27 H28 H29 H30 Ｒ１

国語Ａ 国語Ｂ 数学Ａ

数学Ｂ 理科 英語
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② 知識･技能を活用して課題を解決するために必要な思考力・判断力・表現力 
 

成果指標  現状値※ H28 H29 H30 Ｒ１ Ｒ２ 目標 

② 

「学級の友達との間で話し合
う活動を通じて、自分の考え

を深めたり、広げたりするこ
とができていると思います
か」において、肯定的な回答

をした児童生徒の割合（％） 

小 
63.2 

(全国 66.9) 
67.9 

(68.3) 

67.3 

(68.2) 

77.6 

(77.7) 

73.1 

(74.1) 
 80 

中 
65.6 

(全国 62.9) 

67.0 

(64.8) 

66.3 

(64.8) 

79.3 

(76.3) 

78.2 

(72.8) 
 80 

※  現状値は、平成 27 年度全国学力・学習状況調査結果（小学校６年生・中学校３年生対象） 
 

知識･技能を活用して課題を解決するた

めに必要な思考力・判断力・表現力の育成

では、全国学力・学習状況調査の質問項目

「学級の友達との間で話し合う活動を通じ

て、自分の考えを深めたり、広げたりする

ことができていると思いますか」において、

肯定的な回答をした児童生徒の割合を指標

とし、小学校、中学校とも８０％を目標値

に設定しています。 

令和元年度は、本市、全国とも平均値が低下していますが、中学校では目標値に近い値

です。読解力向上について重点的に指導するとともに、学校教育活動全体で言語活動の充

実を図ることで、思考力・判断力・表現力を高めていきます。 

③ 学ぶことと社会とのつながりを意識しながら主体的に学習に取り組む意欲と態度 

成果指標  現状値※ H28 H29 H30 Ｒ１ Ｒ２ 
目

標 

③ 

「授業で学習したことは、

将来、社会に出たときに役
に立つと思いますか」にお
いて、肯定的な回答をした

児童生徒の割合（％） 

小 
89.5 

(全国 89.5) 
91.4 

(89.6) 

90.0 

(88.5) 

92.0 

(90.3)  

92.9 

(91.9) 
 95 

中 
79.3 

(全国 78.4) 
81.3 
(78.1) 

83.0 
(77.9) 

78.8 
(72.9) 

86.3 
(82.1) 

 85 

※  現状値は、平成 27 年度全国学力・学習状況調査結果（小学校６年生・中学校３年生対象） 
 

全国学力・学習状況調査の質問項目「授

業で学習したことは、将来、社会に出たと

きに役に立つと思いますか」において肯定

的な回答をした児童生徒の割合を指標と

し、小学校９５％、中学校８５％を目標値

に設定しています。令和元年度は、小学

校、中学校とも前年よりも伸びています。

中学校は目標値を上回りました。「なぜ学

ぶのか」といった学ぶことの目的意識や

「学んだことが将来へどのようにつながる

のか」といった将来への展望を持たせると

ともに、夢や志の実現のために「学び続ける態度」の育成を図ります。 
 

(％ )  

(％ )  
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⑵「基本目標２ 豊かな人間性とコミュニケーション能力の育成」の達成状況 

① 自律的に活動する力、規範意識 

成果指標  現状値※ H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ２ 目標 

① 

「学校のきまり(規則)を守

っていますか」におい

て、肯定的な回答をした

児童生徒の割合（％） 

小 
91.1 

(全国 91.1) 

91.1 

(91.5) 

92.9 

(92.6) 

89.0 

(89.5) 

92.1 

(92.3) 
 95 

中 
95.3 

(全国 94.4) 

96.5 

(94.7) 

97.1 

(95.2) 

96.9 

(95.1) 

97.8 

(96.2) 
 97 

※ 現状値は、平成 27 年度全国学力・学習状況調査結果（小学校６年生・中学校３年生対象） 
 
全国学力・学習状況調査の質問項目

「学校のきまり(規則)を守っていますか」

において、肯定的な回答をした児童生徒

の割合を指標とし、小学校９５％、中学

校９７％を目標値に設定しています。 

令和元年度は、小学校、中学校ともに

前年度よりも伸びています。中学校では

目標値に達しています。引き続き、道徳

科をはじめ、日々の学校生活において 

ルールを守ることの大切さを伝えていく 

指導を行い、規範意識を育みます。 

② 豊かな感性、優しさ、思いやり、多様性を尊重し他者と協働しながら創造

的に生きる態度 

成果指標  現状値※ H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ２ 目標 

② 

「いじめは、どんな理由

があってもいけないこと

だと思いますか」におい

て肯定的な回答をした児

童生徒の割合（％） 

小 
96.5 

(全国 96.2) 

97.9 

(96.6) 

96.6 

(96.1) 

97.9 

(96.8) 

97.4 

(97.1) 
 100 

中 
93.3 

(全国 93.7) 

93.0 

(93.6) 

92.5 

(92.8) 

96.3 

(95.5) 

95.7 

(95.1) 
 100 

※ 現状値は、平成 27 年度全国学力・学習状況調査結果（小学校６年生・中学校３年生対象） 
 
全国学力・学習状況調査の質問項目「い

じめは、どんな理由があってもいけないこ

とだと思いますか」において、肯定的な回

答をした児童生徒の割合を指標とし、小学

校、中学校とも１００％を目標値に設定し

ています。 

令和元年度は、小・中学校ともに前年より 

やや低下しましたが、引き続き９５％を上回っ 

ています。いじめについては、絶対に許され 

ないということを理解し、全教育活動を通じて、 

学校生活の中で実践できるよう、粘り強く指導していきます。 

(％ )  

(％ )  
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③ ものごとを最後までやり遂げる粘り強さ 

成果指標  現状値※ H29 H30 Ｒ1 Ｒ２ 目標 

③ 

「授業では、課題の解決
に向けて、自分で考え、
自分から取り組んでいた
と思う」において、肯定
的な回答をした児童生徒
の割合（％） 

小 
79.5 

(全国 77.8) 

78.7 

(77.9) 

77.8 

(76.7) 

77.9 

(77.7) 
 80 

中 
77.2 

(全国 73.8) 

79.0 

(74.9) 

76.3 

(73.8) 

80.5 

(74..8) 
 85 

※ 現状値は、平成 28 年度全国学力・学習状況調査結果（小学校６年生・中学校３年生対象） 
 

全国学力・学習状況調査の質問項目の「授業では、課題の解決に向けて、自分で考え、自分から

取り組んでいたと思う」において肯定的な回答を 

した児童生徒の割合を指標とし、小学校８０％ 

中学校８５％を目標値に設定しました。  

令和元年度は、小学校・中学校とも前年度

より伸びました。中学校では、平成２８年度

以降、全国平均値を大きく上回っています。

今後も、児童生徒が主体的に考え取り組むよ

う、授業において問題意識を持たせるととも

に、達成感の伴った振り返りができるよう、

さらに授業改善を進めていきます。 
 

④ 豊かな人間関係を育むためのコミュニケーション能力 
 

成果指標  現状値※ H29 H30 Ｒ1 Ｒ２ 目標 

④ 

「授業で、自分の考えを発表する
機会では、自分の考えがうまく伝
わるよう、資料や文章、話の組立
てなどを工夫して発表していたと
思う」において肯定的な回答をし
た児童生徒の割合（％） 

小 
 64.4 

(全国 64.2) 

65.8 

(64.9) 

60.8 

(61.0) 

61.1 

(62.5) 
 70 

中 
59.7 

(全国 57.7) 

59.9 

(57.9) 

54.9 

(53.8) 

59.4 

(55.8) 
 62 

※ 現状値は、平成 28 年度全国学力・学習状況調査結果（小学校６年生・中学校３年生対象） 
 

全国学力・学習状況調査の質問項目の「授業で、自分の考えを発表する機会では、自

分の考えがうまく伝わるよう、資料や文章、 

話の組立てなどを工夫して発表していたと思 

う」において、肯定的な回答をした児童生徒 

の割合を指標とし、小学校７０％、中学校 

６２％を目標値に設定しました。令和元年度 

は、小学校、中学校とも伸びました。中学校 

は全国平均値を３ポイント以上、上回ってい 

ます。今後も児童生徒の考えや意見を発表す 

る場を設け、適切に表現する力の育成を推進 

します。 

(％ )  

(％ )  
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⑶「基本目標３ 健康・体力の向上」の達成状況 

① 生涯を通じて心身ともに健康でたくましく生きるための体力 

※ 現状値は、平成 27 年度全国学力・学習状況調査結果（小学校６年生・中学校３年生対象） 

 

全国体力・運動能力、運動習慣等調査児童生徒の総合評価（Ａ～Ｅの５段階）で３段

階以上（Ａ～Ｃ）の児童生徒の割合を指標とし、小学校及び中学校男子において７５％を、

中学校女子において９０％を目標値に設定しています。 

○小学校の状況 

男子では総合評価Ａ～Ｃの生徒の割合は６９．８％（全国比プラス１．０ポイント）、

女子では７６．４％（全国比プラス０．２ポイント）となり、過去５年間で初めて全国平

均値を上回る結果となりました。これは、子どもたちが、授業の中で多様な体の使い方を

身に付けたり、自分の持っている力を出し切ったりするなど、男女ともに少しずつ体力が

向上してきている結果であると捉えることができます。 

 

 

 

 

 

 

種目別に見ると、とくに長座体前屈や反復横跳びについては、全国平均値を大きく上

回っており、柔軟性、俊敏性の高さが本市の特徴であるといえます。しかし、依然として

走・投の力や上体起こしに必要な筋力については、全国平均値を下回っていることから、

本市の小学生にとって課題となっている種目であるといえます。 

本市の特徴である柔軟性や俊敏性の高さは、体育の授業においては、体つくり運動領

域やボール運動領域、陸上領域などで、活動をとおして子どもたちが体の使い方や動き方

を身に付けることができていると捉えることができます。課題となっている走・投の力や

成果指標  現状値※ H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 目標 

① 

全国体力・運動能力、

運動習慣等調査 

児童生徒の総合評価

（Ａ～Ｅの５段階）で

３段階以上（Ａ～Ｃ）

の 児 童 生 徒 の 割 合

（％） 

小 

男子 66.9 

(全国 70.1) 

67.4 

(70.3) 

71.0 

(71.2) 

71.1 

(71.2) 

69.8 

(68.8) 
 75 

女子 70.2 

(全国 75.1) 

74.0 

(76.3) 

75.3 

(77.0) 

76.9 

(77.5) 

76.4 

(76.2) 
 75 

中 

男子 74.2 

(全国 71.1) 

72.7 

(71.8) 

73.0 

(71.7) 

74.4 

(72.3) 

67.6 

(69.8) 
 75 

女子 85.5 

(全国 86.6) 

89.8 

(87.5) 

90.2 

(88.1) 

91.0 

(89.2) 

88.8 

(88.4) 
 90 
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上体起こしに必要な筋力については、日常の生活の中で、思い切り走ったり投げたりする

環境が少なくなってきていることや、陸上運動領域や体つくり運動領域など体育の授業に

おいて、思い切り走ったり投げたりするような場づくりを充実させきれていないことが課

題と考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○中学校の状況 

男子では総合評価Ａ～Ｃの生徒の割合は６７．６％（全国比マイナス２．２ポイント）、

女子では８８．８％（全国比プラス０．４ポイント）となり、男子が過去５年間で初めて

全国平均値を下回りました。男子においては、Ａ・Ｂ判定が全国を下回り、Ｃ・Ｄ・Ｅ判

定が全国を上回っていることから体力の低下傾向が顕著となっています。女子においては、

Ａ・Ｂ判定とＥ判定が全国より高いことから二極化の傾向がみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小 学 校  実 技 調 査 種 目 別 の 全 国 ・ 三 重 県 と の 比 較   

※ Ｔ 得 点 ： 全 国 平 均 値 を 50 と し て 差 を 明 確 に 表 示 し た も の  
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種目別に見ると、中学校男女ともに反復横跳び、ハンドボール投げについては全国平

均値と同等あるいは全国平均値を超えています。反復横跳びについては、小学校男女とも

全国平均値を超えていることから、四日市市の子どもたちは比較的、俊敏性が高いといえ

ます。一方、男女ともに、握力、上体起こし、５０ｍ走については、ほぼ毎年全国平均値

を上回ることができていません。とくに走ることにおいては、小学校でも全国平均値を下

回っていることから、本市の小・中学生にとって課題となっている種目といえます。 

中学校では、過去の数値を見ても、継続して俊敏性や投てき力が高いことから、体育

の授業や運動部活動をとおして、これらの力を効果的につけるような取組が成果として表

れてきています。課題となっている握力や上体起こしについては、日常生活の中で、これ

らの力を高めるような場面が少なくなってきていることが原因と考えられます。 

 本市では、平成２９年３月に体育・保健体育科授業で大切にするポイントを示した「四

日市版 体育授業ガイドブック」を作成し、各校に配付しました。 

 小・中学校ともに、教員の得手不得手に影響されることなく、子どもたちにつけたい運

動能力や体力が向上するように、体育科・保健体育科の授業改善を重点的に取り組む必要

があります。 

 

 

 

中 学 校  実 技 調 査 種 目 別 の 全 国 ・ 三 重 県 と の 比 較  

※ Ｔ 得 点 ： 全 国 平 均 値 を 50 と し て 差 を 明 確 に 表 示 し た も の  

11



 

  

② 運動やスポーツに親しむ気持ち、発達段階に応じた運動習慣 

※ 現状値は、平成27 年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果（小学校５年生・中学校２年生対象） 

 

全国体力・運動能力、運動習慣等調査の質問項目「運動（体を動かす遊びをふくむ）

やスポーツをすることは好きですか。」の問いに対して「好き」と答えた児童・生徒は、

小学校、中学校ともに男子は全国平均値を上回りましたが、女子については、全国平均値

を下回りました。昨年度、全国平均値との差が最も大きかった小５女子は、差が約３．５

ポイントと１ポイント縮まりました。 

ただ、平成２７年度をピークに年々、「運動が好き」と答える児童・生徒が下方傾向に

あり、運動することなど日常的に体を動かすことについては、依然として課題となってい

ます。子どもたちが体育科・保健体育科の授業の中で、「楽しい」「できた」「わかった」

「やってみたい」などという感覚を味わうことや達成感をもつことができるような工夫が

必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果指標  現状値※ H28 H29 H30 Ｒ１ Ｒ2 目標 

② 

「運動（体を動かす遊び

をふくむ）やスポーツを

することは好きですか」

において、「好き」と回答

をした児童生徒の割合

（％） 

小 

男子 75.0 

(全国 74.0) 

71.3 

(73.0) 

74.6 

(73.2) 

71.5 

(72.9) 

71.3 

(71.2) 
 80 

女子 56.3 

(全国 56.4) 

54.2 

(56.7) 

53.2 

(56.4) 

51.0 

(55.5) 

52.0 

(55.5) 
 60 

中 

男子 66.3 

(全国 65.0) 

65.3 

(63.6) 

63.5 

(63.4) 

61.0 

(63.5) 

63.5 

(62.9) 
 70 

女子 49.3 

(全国 48.0) 

50.0 

(46.9) 

46.0 

(47.1) 

45.3 

(47.5) 

44.3 

(46.9) 
 53 
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③ 心と体を健やかに育む基本的な生活習慣の確立 

※ 現状値は、平成 27 年度全国学力・学習状況調査結果（小学校６年生・中学校３年生対象） 

 

全国学力・学習状況調査の質問項目「朝

食を毎日食べていますか」「毎日、同じくら

いの時刻に起きていますか」「毎日、同じく

らいの時刻に寝ていますか」において、肯

定的な回答をした児童生徒の割合の平均値

を指標とし、小学校において９３％、中学

校において９０％を目標値に設定していま

す。 

全国と同様、本市においても、小学校、

中学校とも昨年より伸びました。小学校

では、すべての項目において、肯定的な

回答をした割合は全国平均値を上回りま

した。 

中学校では、「朝食を毎日食べている割

合」は全国平均を上回り、「毎日、同じく

らいの時刻に起きる割合」は全国平均値

と同等、また「毎日、同じ時間に寝る割

合」は、全国平均値より低い値です。 

本市では、学校、家庭、地域が連携し

て、子どもの生活リズムの向上を推進す

る取り組みを行っています。規則正しい

生活ができている児童生徒は学力が高い

傾向にあることも学力・学習状況調査の

結果から示されています。多くの児童生

徒は規則正しい生活ができていますが、

今後も、家庭、地域との連携を深め、全

ての子どもの生活リズム向上に向けた取

り組みを進めていきます。 

成果指標  現状値※ H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 目標 

③ 

「朝食を毎日食べています

か」「毎日、同じくらいの時

刻に起きていますか」「毎

日、同じくらいの時刻に寝

ていますか」において、肯

定的な回答をした児童生徒

の割合の平均値（％） 

小 

89.2 

(全国

88.7) 

89.8 

(88.8) 

89.6 

(88.8) 

86.3 

(86.8) 

89.9 

(89.4) 
 93 

中 

86.0 

(全国

86.9) 

86.8 

(86.9) 

87.8 

(87.1) 

85.7 

(85.5) 

87.9 

(88.0) 
 90 

(％ )  

(％ )  

(％ )  
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基本目標１ 確かな学力の定着 

主体的に学習に取り組む姿勢と、基礎的・基本的な知識や技能

及び思考力・判断力・表現力を養うことにより、確かな学力の定

着を図ります。 

 

１ 問題解決能力向上のための授業づくり 

２ 少人数教育の効果的な活用  

３ ＩＣＴを活用した教育の充実・発展 

４ 外国語活動・英語教育の充実 

５ 遊びを通しての「学び」の充実 

15



 

 
 

１ 

１ 問題解決能力向上のための授業づくり 

◆ ねらい  

基礎的・基本的な知識・技能の確実な定着を図るとともに、身に付けた知識・技能を基に

情報を収集したり、他者と協働的に課題解決したりする授業を推進することで、子どもの問

題解決能力の向上を図ります。 

授業改善にあたっては、子どもの学力の実態把握と分析に基づく授業づくりを推進すると

ともに、「問題解決能力向上のための５つのプロセス（四日市モデル）」※ １により、多様な

学び合いや言語活動（説明、討論、記録、要約など）を充実させます。 

また、家庭と連携した家庭学習の定着によって学校での学習を補完し、確かな学力の定着

を目指します。 

※１ 四日市モデル…本市が作成した「問題解決能力向上のための授業づくりガイドブック」などに

掲げている問題解決能力向上のための５つのプロセスをいう。 

◆ 取り組み指標とその評価  

※２ 活用推進協力校…「５つのプロセス（四日市モデル）」に基づいた授業研究を行い、その成果と

課題を明らかにする学校である。年度末に指導案例などを含むレポート報告を行ったり、研修会

で発表を行ったりする。 

 ○ 取り組み指標① 

活用推進協力校から活用事例の収集及び公開授業研修会等を実施することで、問題解

決能力を育む授業づくりの啓発を図りました。今後も、四日市モデルを授業づくりの根

幹にした授業改善を進めていきます。 

 ○ 取り組み指標② 

「問題解決能力向上のための授業づくりガイドブック２」（以下「ガイドブック２」）

で、四日市モデルの活用について具体例を挙げて啓発したことで、目標値に達しました。

今後も、要請訪問の際には５つのプロセスと照らし合わせた指導・助言を行っていきま

す。 
 

※「問題解決能力」とは 

 本市では、「問題解決能力とは、解決の道筋がすぐには
明らかでない問題に対し、身に付けた知識・技能や収集
した情報、体験等を活用し、問題を解決していく力」と

定義しています。日々の授業で、問題解決的な学習に取
り組むとともに、「確かな学力（知）」「豊かな人間性とコ
ミュニケーション能力（徳）」「健康・体力（体）」を教

科・領域等横断的にバランスよく育むことにより、子ど
もたちは自分で学習する力を身につけ、社会人になって
も通用する問題解決能力の養成を図ります。 

取り組み指標 
現状値 

H27 
H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 目標値 

① 「 問 題 解 決 能 力 向 上
の た め の 授 業 づ く り ガ
イ ド ブ ッ ク 」 活 用 推 進
協 力 校 ※ ２ の 数 （ 校 ）  

５  ５ 

５ 
延べ 

10 

５  
延べ 

１５ 

５ 
延べ 

２０ 
 

５ 年 間 で 
延 べ 

25 校 

② 「 四 日 市 モ デ ル 」
を 指 導 案 に 位 置 付
け 、 授 業 研 究 を 行 っ
た学校数（校） 

－ ２３ ３７ ４４ ５９  
全 小 ･ 
中 学 校 

（ 59 校 ） 

  四日市モデル 

※それぞれのプロセスに 

 行 きつ戻 りつすることもあります 

H30 までは全 60 校、R1 からは全 59 校 
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１ 

基礎的・基本的な知識・技能の定着 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

本市では、全国学力・学習状況調査問題の趣旨を踏まえ、平成２５年度１月から、以下

の４つの取り組みを進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）平成３１年度（令和元年度）全国学力・学習状況調査より 

（調査対象：小学校６年生、中学校３年生） 

小中学校５教科のうち４教科において、全国平均以上または同等の結果でした。各教

科の調査問題や結果等について分析し、課題を以下のように捉えています。 

※「全国平均以上または同等」とは、平均正答数において小数第１位までの値を全国と比較し、 

判断しています。 

※結果や分析の詳細は、本市のホームページに掲載しています。 

https://www.city.yokkaichi.lg.jp/www/contents/1598234544188/index.html 

 

本市の課題改善に向けて、学力向上研修会等を開催し、具体的な授業改善の方向性や

指導方法等を提示しました。 

また、本市の課題解決に向けた指導事例等を紹介した「全国学力・学習状況調査結果

の分析冊子」や、市内の授業実践事例をとりまとめた「授業づくりヒント＆ポイント」

を作成し、全教員へ配付しました。 

 

 

国

語 

・「漢字」「接続語」「ことわざ」の理解と活用。（小） 

・話し合いの話題や方向を捉える力の育成。（中） 

・書いた文章を読み返し、論の展開を考えて、語句や文の使い方を検討する力の 

育成。（中） 

算

数 

・ 

数

学 

・示された考えを解釈し、条件を変更して数量の関係を考察し表現する力の育成。

（小）  
・統合的・発展的に思考する態度の育成。（小・中）  
・事柄が成り立つ理由について、筋道を立てて考え、説明する力の育成（中）  

英

語 

・まとまりのある文章を聞いたり、読んだりして、概要や要点を捉える力の育成。 

・自分の考えを表現する言語活動を設定し、内容面と言語面の指導の充実。 

【取り組み１】本調査問題の活用 

・全教員で問題を分析して授業改善の視点を明確にしたり、問題を再活用して課題

の解消につなげたりする。 

【取り組み２】本調査趣旨等を踏まえた授業改善 

・｢言語能力｣や｢知識・技能を活用する力｣の育成を目指した授業を推進する。 

（例 考えを筋道立てて説明する、目的等に合わせて文章をまとめる、複数の情

報を比較して考える等） 

 ・調査結果の分析から自校の強み・弱みを把握し、授業改善につなげる。 

【取り組み３】学習習慣の確立と学力補充の充実  

・宿題の工夫、家庭学習の定着、学校での補充学習の充実を図る。 

【取り組み４】継続的な学び 

四日市市 全国学力 
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１ 

 

（２）平成３１年度（令和元年度）全国学力・学習状況調査 児童生徒質問紙より 

（単位：％） 

 

 

       

＜家で、自分で計画を立てて勉強をしていますか＞   

小学校                    中学校 

 

 

 

上記のとおり、小・中学校とも「家で、自分で計画を立てて勉強をしていますか」と

いう質問に対して、肯定的回答（当てはまる、どちらかといえば、当てはまる）が全国

を上回っています。小学校では「家庭学習の手引き」、中学校では「シラバス（年間指

導計画）」を配付するなど、家庭と連携した取り組みが定着していることが分かります。 

また、全ての小・中学校において、春季休業中の宿題を準備して、学びの空白期間を

なくし、継続的な学びができるよう取り組んでいます。 

さらに、各学校で行われている保護者懇談会等にあわせて、保護者・地域向けのリー

フレットを配付し、本市の現状をお知らせするとともに、家庭学習の充実に向けて、保

護者への啓発を行いました。 

 

（３）標準学力検査（ＮＲＴ）結果より（偏差値） 

 

 小学校５年生 中学校１年生 中学校２年生 

国語 算数 国語 数学 国語 数学 

平成３０年度 ５ ０ .９  ４ ９ .８  ５ ０ .９  ５ １ .２  ５ ０ .４  ５ １ .１  

令和元年度 ４ ９ .６  ４ ９ .１  ５ １ .１  ５ ０ .３  ５ １ .０  ５ １ .６  

＜各教科に見られる課題＞   

小学校国語：ことわざについて理解することや修飾と被修飾の関係、接続語 

小学校算数：資料の分類整理、公式などのいろいろな式 

中学校国語：語句や表現方法についての理解 

中学校数学：１年生は資料の活用、２年生は全国平均より低い項目なし 

 

◆ 今後の方向性 

全市的な課題については、学力向上研修会等において全校に対し、指導・助言を行う

とともに、各教科の研究協議会と連携し、課題の改善に取り組みます。 

各学校の課題に対しては、学校ごとの指導体制を見直し、指導の改善・充実を働き

かけたり、各学校に訪問指導したりします。さらに、全国学力・学習状況調査結果や具

体的な取り組みを各学校の学校だよりやホームページ等で発信し、学校・家庭・地域が

共通した認識をもって、学力向上の取り組みを進めるよう働きかけます。 

各中学校区において、キャリア教育とともに、小中の系統性を意識した授業改善や指

導方法を、学びの一体化の柱とすることで、確かな学力の育成を図っていきます。 

全 国  

 

本 市  

全 国  

 

本 市  

18



 

 
 

１ 

言語活動の充実 

◆具体的な施策の現状と課題 

（１）小・中学校における取り組み状況 

国語科を中核にして確かな言語能力を育成するためには、ねらいに応じた言語活動を

設定し、子どもたちの実態に合わせて系統的に指導していくことが大切です。 

学校訪問の際には、授業の中で設定されていた言語活動が子どもたちの資質・能力の

向上や主体的・対話的で深い学びにつながっていたかを検証し、指導・助言しました。 

各校では、各教科の授業だけでなく、学年集会・学校集会等でも発表する機会を設定

しています。総合的な学習の時間や各教科の学習内容、児童会・生徒会活動での発表な

ど、各校の工夫した取り組みとして、すべての学校教育活動の中で行われています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）平成３１年度全国学力・学習状況調査 児童・生徒質問紙より（単位％） 

下記の項目について、全国と比較して、小学校では肯定的回答の割合が若干低かった

ものの中学校では全国を上回っています。 

＜学級の友達との間で話し合う活動を通じて、自分の考えを深めたり、広げたりするこ

とができていると思いますか＞ 

小学校                    中学校  

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）教育実践研究推進校区の取り組み 

  令和元年１０月９日に羽津北小学校、１２月５日に羽津中学校で、公開授業研究会を

実施しました。助言者の早稲田大学小林教授からは、問題解決的な授業につながる学習

課題や子どもたちの主体的な姿を引き出すポイントなどの指導を受けました。 

 

 

 

言語活動の充実「中学生スピーチコンテスト ‟ＴＨＥ ＢＥＮＲＯＮ”」 
 

本市では、毎年８月に「中学生スピーチコンテスト 

‟ＴＨＥ ＢＥＮＲＯＮ”」を開催しています。市内の中

学生が、今日的な社会状況等に目を向け、自分の考えを

筋道立てて表現します。各中学校においては、このコン

テストに向けて、「話す」力を育てる単元を組んだり、

コンテストで学んだことを還流する場を設定したりして

います。  
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１ 

◆ 今後の方向性 

「言語活動の充実」においては、言語活動の設定を目的とするのではなく、その活動

を通して各教科の目標を実現すること、さらに子どもの言語能力を育成することが重要

です。そのため、言語活動の中でどのような言語能力を身に付けさせるのかを明確にし

て、単元や授業を進めていきます。 

また、日々の教育活動の中で「書くこと」を習慣化したり、表現する場を設定したり

するなど、言語を使いこなす機会を大切にすることで、子どもたちのコミュニケーショ

ン能力や論理的思考力を高めていきます。 

 

「四日市モデル」を活用した授業づくり 

 ◆ 具体的な施策の現状と課題 

 子どもたちの問題解決能力向上を図るために、実践事例を掲載した「ガイドブック２」

の活用による授業改善を各校で推進するように働きかけてきました。 

その結果、「四日市モデル」を指導案に明確に位置付けて授業研究を行った学校は、全

小中学校となりました。 

 

（１） 問題解決能力向上のための授業づくりガイドブック活用推進協力校事業 

活用推進協力校５校を指定し、協力校ごとに研修主題を設定するとともに、「四日市

モデル」を指導案に位置付け、子どもたちの問題解決能力の向上に視点を置いた授業づ

くりを進めました。 

 

活用推進協力校名 研修主題 

三重小学校  仲間とともに主体的に学び合う子どもの育成  
～言語活動の充実を通して～  

浜田小学校 共に学び、自ら高め合う子の育成 

内部小学校 
子どもの気づきをつなぐ授業づくり  
 (研修の力点）子どもの思いや考えが深まる課題を探る  

橋北中学校 
「問題解決プロセス」と「４つの力」を意識したキャリア教育の

充実 

港中学校 
キャリア教育の視点を大切にした教育活動を通して、生きる力や学

びに向かう生徒を育成する 

 

（２）公開授業研究会や教職員研修講座での「四日市モデル」の推進 

活用推進協力校や教育実践研究推進校区※ ３では、「四日市モ

デル」を指導案に位置付けた授業や研究会を公開しました。ま

た、研究の成果を教職員研修講座等で紹介し、問題解決能力向

上のための授業づくりについて、教員の理解が深まるよう働き

かけました。 

※３ 教育実践研究校区…P80「幼保小中の連携を生かした教育 

『学びの一体化』の充実」参照 

 
 

学力向上・授業づくり研修会 
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１ 

 
〇   教職員研修講座では、「四日市モデル」を元にした授業改善の取り組みについて  

紹介を行い、教員の理解が深まるように働きかけました。助言者の早稲田大学小  
林教授からは、「四日市モデルは、新学習指導要領の理念に即したものである」と  
の助言を受けました。  

〇 研修担当者会や各校での研修会等において、参加者が授       
業づくりのイメージを持てるように、指導主事等が「四日  
市モデル」について具体例の紹介や、授業の流れについて  
解説を行いました。  

〇 若手教員授業づくり研修では、「四日市モデル」を指導  
案に位置付けるだけではなく、事後研修会では「四日市モ  
デル」のプロセスにそって、KJ 法で授業を振り返りなが  
ら授業改善について協議しました。  

 

◆ 今後の方向性 

問題解決能力向上に向けて、「四日市モデル」の活用は、新学習指導要領においても、

その理念・考え方は有効であることを研修会で働きかけていきます。また、各小・中学

校における校内研修会では、指導主事が授業での具体的な子どもの変容を通して「四日

市モデル」を位置づけた授業研究、授業改善についての指導・助言を行います。 

今後は、国家戦略として一人一台のコンピュータ端末が導入されることから、新教育

プログラムの趣旨を踏まえた「問題解決能力向上のための授業づくり」とＩＣＴの効果

的な活用についての研究（ＩＣＴ活用実践推進校事業）を進めていきます。 

授 業 改 善 で 活 用 さ れ て い る

「ガイドブック２」 
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１ 

２ 少人数教育の効果的な活用 

◆ ねらい 

子どもたちの問題解決能力や学力の向上をめざし、ティーム・ティーチングや習熟度

別学習等の指導方法を取り入れるなど、少人数教育の効果的な活用に努めます。 

また、学級規模を小さくすることにより、児童生徒の学級や学校生活への適応を図り、

「小１プロブレム」「中１ギャップ」の解消を目指すとともに、基礎学力の定着、学習規

律の確立を目指します。 

 

◆ 取り組み指標とその評価 

取り組み指標 
現状値 

H27 
H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 目標値 

学 級 集 団 編 制 を 工 夫 し

少人数指導を実施した学校

数（校） 
－ ６０ ６０ ６０ ５９  

全小中学校 

（５９校） 

全校において、教室を分けた少人数指導やティーム・ティーチング、過密学級を解消す

るための学級編制等、子どもの実態に応じた少人数教育を実施しています。今後も、単元、

授業のねらいや学校、子どもの実態等に合わせた効果的な少人数教育を進めます。 

 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

（１）小学校１年生及び中学校１年生における３０人以下学級編制の実施 

小学校低学年と中学校１年生では、よりきめ細かな指導を行う目的から、１学級あ

たりの人数を少なくした三重県の「みえ少人数学級」「少人数加配学級」などの措置を

行っています。さらに、本市独自に、小学校１年生と中学校１年生においては、「３０

人学級(下限なし)」を実施しています。 

これらの施策によって、平成２５年度から小学校１年生で、平成２３年度から中学

校１年生で、学級の児童生徒数が小規模となり、子どもの成長や発達段階に応じたきめ

細かな指導を行うことが可能となっています。 

 

（２）少人数編制による指導体制の充実 

国から配置された加配教員と、市単独で配置した非常勤講師等を活用した少人数教

育を、小学校３７校、中学校２２校のすべての学校で実施しました。 

また、子どもの状況等必要に応じて、加配教員を活用し、１学年の学級を増やし、

学級集団の規模を小さくしている学校もあります（加配学級）。 

多くの小学校では、算数科において少人数指導が取り入れられています。単元、授業

のねらいや学校、子どもの実態等に応じて、ティーム・ティーチング、学級（学年）を

複数集団に分けた少人数指導、習熟度別少人数指導などを取り入れています。また外国

語活動では、令和２年度からの小学校高学年での英語教科化に向け、英語専科教員と担

任等とのティーム・ティーチングによる指導を行っています。 

H30 までは全 60 校、R1 からは全 59 校 
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１ 

中学校では、２・３年生の数学科や英語科を中心に、少人数指導が取り入れられて

います。 

 

  

 

 

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各学校においては、三重県教育委員会が作成した「効果的な少人数指導推進ガイド

ブック」（平成３０年３月、「効果的な少人数指導推進ガイドブック vol.2」（平成３１

年３月）等を参考にしながら、各校の実態に合わせて工夫した少人数教育が進められて

います。 

その結果、平成３１年度（令和元年度）全国学力・学習状況調査において、本市の

算数・数学は、全国平均と同等以上の結果でした。また、児童生徒質問紙においても、

「算数・数学の授業内容はよく分かりますか」といった項目において、肯定的な回答を

した割合が全国平均を上回っています。 

また、本市が進める問題解決能力向上のための授業づくりでは、指導者が子どもの

つまずき等を的確にとらえ、既習事項を想起させたり、友だちの考えとつなげたりして、

子どもたちが主体的・対話的に学ぶことを大切にしています。そのためには、指導者が

子どもたち一人ひとりの学ぶ姿を的確に見取ることが必要です。指導者一人当たりが見

る人数の少ない、少人数教育は、本市の進める授業において、今後も維持していくべき

指導体制であると考えています。 

 

◆ 今後の方向性  

今後は、これまで算数・数学を中心にして積み上げてきた少人数教育の効果的な活用

方法を土台としながら、習熟度別指導を中心にして更なる研究を進めていきます。 

＜令和元年度少人数指導実施状況 小学校 3７校中 教科別実施校数＞ 

  国語 社会 算数 理科 生活 音楽 図工 家庭 体育 道徳 
外 国 語 活 動  

外 国 語  
総合  

小１ ７   １２   ３  ０ 2   ２  ０     

小２ ６   １６   ３  ０ ２   ２  ０     

小３ ８ ２ ３２ ２   １  ０   ３  ０ ６ ２ 

小４ ３ 0 ３４ ２   1 0   １  ０ ６  １  

小５ ２ 0 ３２ ８   ０  ０ ０ ２ ０ ３７ ２ 

小６ １ 0 ２９ ６   ０  １ ０ １ ０ ３７ １ 

 
＜令和元年度少人数指導実施状況 中学校 22 校中 教科別実施校数＞ 

  国語 社会 数学 理科 英語 音楽 美術 
技術

家庭 

保健 

体育 
道徳 総合 

中１ １ １ １０ １ ３ ２ ０ １ １ ２ ５ 

中２ １ ０ １６ ２ １２ ９ ０ １ ５ １ ５ 

中３ ３ １ １７ ４ １５ ５ ２ １ ４ １ ５ 
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１ 

164

147
159

184 185

100時間

120時間

140時間

160時間

180時間

200時間

H27 H28 H29 H30 R1

月当たりの学校使用時間（平均）

３ ＩＣＴを活用した教育の充実・発展 

◆ ねらい   

子どもたちがＩＣＴを活用して、自らの考えを表現し、互いに学び合う主体的で対話

的な学習を推進することで、問題を解決する力を育成するとともに、子どもたちの実践的

な情報活用能力（情報モラルを含む）の向上とプログラミング的思考の育成を図ります。 

 

◆ 取り組み指標とその評価  

※ Ｒ１年度の内訳：初級ＩＣＴ活用研修（中１回）、導入機器活用研修（小３回）、プログラミング 

 教育実践研修（３回） 

現在導入されているＩＣＴ機器を効果的に活用するため、初級ＩＣＴ活用研修を１回、

導入機器活用研修を３回実施しました。また、小学校におけるプログラミング教育の実

施に向け研修会を３回実施し、目標値を達成しました。今後も、実践的な研修会を実施

し、子どもたちの情報活用能力を育成します。 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

本市では、令和元年度に小学校の普通教室等

において、児童がＩＣＴを活用した学習を日常

的に行える手立てとして、学習者用タブレット

端末を各校４０台配備するとともに、全小学校

（３７校）へのＩＣＴ活用出前研修を行い、効

果的な活用を促す取り組みを進めています。 

また、平成２１年度以降順次配備した大型

提示装置（電子黒板やプロジェクタセット）に

ついては、デジタル教科書や各種資料などを拡

大提示するなど、授業における活用が進み、各

学校におけるひと月当たりの使用時間（平均）

は１８５時間となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

取り組み指標 
現状値 

H27 
H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 目標値 

Ｉ ＣＴ の 効 果 的 な活 用 事 例
の 紹介 を 行 う 、 市教 委 主 催
研修会の実施回数（回） 

３ ３ ４ ５ ７  ５ 回  

令和元年度ＩＣＴ活用調査の結果 

ICT を活用した授業（小学校） プログラミング示範授業（小学校） 
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１ 

 今後は国の方針に基づき、一人一台学習者用コンピュータを中心としたＩＣＴ環境を段

階的に整備していく必要があります。また、指導者が、児童・生徒につけなければならな

い力を明確にしたうえで、「一斉学習」「個別学習」「協働学習」を柔軟に選択し、新学習

指導要領が示す「問題解決能力」や「情報活用能力」等を育成するための「主体的な学び」

「対話的な学び」を実現できるよう研修を進めていく必要があります。 

◆ 今後の方向性  

○ ＩＣＴ環境の整備 

授業等で日常的にＩＣＴ機器を使用できるように、国の方針に基づき大型提示装置

や一人一台の学習者用コンピュータの拡充、デジタル教科書等のデジタル教材の整備

を進めます。 

全校に導入した校務支援システムについては、働き方改革の視点から学校の業務

改善と教育の質の向上につながる活用を推進していきます。 

○ 授業等におけるＩＣＴ活用の推進 

互いに学び合う協働的な学習による問題解決能力の育成や、基盤的な学力の確実な

定着、さらには児童生徒一人一人の能力や適性に応じた学びを実現するために、より

効果的なＩＣＴの活用方法、活用事例を紹介していきます。 

また、プログラミング教育や学習者用コンピュータを活用した授業について、先進

事例等を参考に研修・研究を進めていきます。 

 ○ 教職員のＩＣＴ活用指導力の向上 

ＩＣＴコーディネータ研修会、夏季教職員研修会だけではなく、指導主事が学校に

出向いて行う出前研修を全ての小中学校で実施します。また、授業での活用例や操作

方法を紹介するＩＣＴ活用メールを全教職員に定期的に送信します。 
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１ 

４ 外国語活動・英語教育の充実 

◆ ねらい  

グローバル化する社会において、自らの思いや考えなどを積極的に発信する異文化コ

ミュニケーションを促進するため、ネイティブの英語指導員と接しながら、教室で英語を

使うための環境づくりと指導体制を確立し、小学校外国語活動及び英語教育の充実を図り

ます。 

◆ 取り組み指標とその評価 

取り組み指標 
現状値 

H27 
H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 目標値 

① 小 学 校 ５ ・ ６ 年 生 に お い
て 英 語 専 科 教 員 に よ る 授 業
を導入した学校数（校） 

－ ２ １２ ３８ ３７  
全小学校 

（３７校）  

② 「 CAN— DO リ ス ト ※ 」
を 設 定 し 、 シ ラ バ ス を 配 付
す る な ど し て 公 表 し た 中 学
校数（校） 

２ １ ４ ９ １１  
全中学校 

（２２校）  

※「CAN—DO リスト」…文部科学省が推奨している英語科における学習到達目標 

○取り組み指標① 

平成３０年度に引き続き、全小学校に英語専科教員を配置し、英語専科教員を中心

とした英語指導体制づくりの構築ができました。 

○取り組み指標② 

全中学校が、４技能５領域での「CAN―DO リスト」を作成し、半数の学校が公表でき

ました。有識者を招聘した研修会を行い、公表の意義などを確認しました。 

 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

（１）英語教育の取り組みについて 

○ 小学校における取り組み 

令和２年度の新学習指導要領全面実施に向け、３・４年生は３５時間、５・６年生

は７０時間の授業を先行実施しました。教科化を踏まえ、引き続き、英語専科教員と

学級担任によるティーム・ティーチングによる授業を実施しました。担任と英語指導

員（以下「HEF※ １」という。）によるティーム・ティーチングを、年間１・２年生で３

時間程度、３～６年生で６時間程度実施し、授業内外で児童が言語や文化を体験的に

学べるようにしました。 

県主催の外国語公開授業研修会で、本市の小学校が授業公開を行い、有識者から直

接、Small Talk の指導手順や単元最終の言語活動の設定についてなどを学び、新学習

指導要領の全面実施に向けての準備を進めました。 

また、教員が自信をもって英語の授業ができることを目指し、四日市市英語指導員

（以下「YEF※ 2」という。）による小学校教員向け英会話教室「YEF English Lab」（希望

制）を定期的に開講しました。 

 

 

 

 

H30 までは小学校全 38 校、R1 からは小学校全 37 校 
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○ 中学校における取り組み 

令和元年度から YEF１４名体制（昨年度比１名増）となり、５校（南中、常磐中、朝

明中、山手中、大池中）で常駐しています。また、中学校区英語推進校の西笹川中学

校と笹川小学校には、同じ YEF を配置し、小中連携を図りました。 

令和元年度も、即興で話す力の育成を目指し、３学期には１・２年生を対象に全中

学校で、共通のパフォーマンステストを実施しました。 

令和元年度に初めて行なわれた英語の全国学力学習状況実施調査では、本市は全国

平均を上回る結果でした。しかし、自分の考えや思いを英語で伝えることには課題が

見られました。生徒が自分の考えや思いを英語で伝えられるよう、授業の中で、英語

を話す必然性のある場面を設定していく必要があります。 

中学校２・３年生で英検 IBA を実施し、「聞くこと」「読むこと」の英語力の測定、

学習の成果の確認や目標設定など、生徒の英語学習を支援しました。両学年とも、昨

年度より、平均スコアが上昇しています。２年生：６０７．６点（H30 ６０５．６点） 

３年生：７５１．１点（H30 ７４７．３点）６月時点で、２年生は５級レベル以上が

９割を超え、３年生は４級レベル以上が８割を超えており、全体的には、前学年まで

の学習内容は概ね身に付いていると言えます。本結果を活用し、英語の授業改善に役

立てます。 

◆ 今後の方向性 

○教室で英語を効果的に学ぶ環境の整備 

引き続き、高学年で英語専科教員と学級担任によるティーム・ティーチングを実施

します。HEF を３名から６名に増員し、児童が生の英語に触れる機会を増やします。 

中学校２・３年生に加え１年生でも、英検 IBA を実施し、グローバル化に対応でき

る英語力の測定、学習の成果の確認や目標設定など、英語学習に対して支援を行い

ます。 

生徒のコミュニケーション能力を育成するため、英語担当教員と YEF によるティー

ム・ティーチングの時間増及び授業内外での英語環境の創出のため、YEF を２名増員

し１６名体制へと拡充します。 

○異文化理解を図り、国際的な視野を広げる機会の提供 

小学校では、英語キャンプを継続して実施し、学校や年齢を

超えた交流を行う中で、英語を使った体験活動を通して、英

語でのコミュニケーション能力の育成を図ります。 

○英語担当教員の英語指導力向上 

小学校英語実践推進校の実践を基に、市内全小学校で英語専

科教員を中心とした英語指導体制を構築し、会議等で実践推進校の研究成果等を他の

２５校にも普及します。 

中学校では、国の調査官を招聘した研修会を実施し、新学習指導要領の全面実施に

向けて準備を進めます。 

 ○新教育プログラムにおける発達段階に応じたコミュニケーション能力の育成 

   英語であいさつをしたり、地域の紹介をしたりする活動など、「聞くこと」「話すこ

と」「読むこと」「書くこと」を通したコミュニケーション能力の育成を図ります。 

※１ ＨＥＦ（「Haken English Fellow」の略） 

本市で直接雇用していない教育委員会在籍外の英語指導員。本市では、派遣業者による英

語指導員を小学校に派遣している。 

  ※２ ＹＥＦ（「Yokkaichi English Fellow」の略） 

本市で直接雇用している教育委員会在籍の英語指導員。本市では、姉妹都市提携をしてい

るアメリカのロングビーチ市出身の英語指導員と国の「語学指導等を行う外国青年招致事

業（JET プログラム）」により採用している英語指導員を中学校に派遣している。 

英 語 キ ャ ン プ の 様 子  
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５ 遊びを通しての「学び」の充実 

◆ ねらい  

幼児が主体的に自己を発揮し、好きなことや楽しいことに集中し、夢中になり、遊ぶ

ことを通して総合的に学んでいくための環境構成を進めます。 

また、園での遊びについて、「学びの芽生え」から「自覚的な学び」へと意識できるよ

うな活動を計画し、小学校との円滑な接続を図ります。 

◆ 取り組み指標とその評価  

取り組み指標 
現状値 

H27 
H28 H29 H30 Ｒ１ Ｒ２ 目標値 

遊 び を 豊 か に す る た
め の 実 践 研 究 ※ を 行 っ た
園数（園） 

－ ６ ６ ６ ６  
全 公 立 幼 稚

園 ・ こ ど も 園  
（ 2２ 園 ）  

本年度新たに６園が実践研究を行いました。遊びを通しての「学び」そして「幼児期

の終わりまでに育ってほしい姿（１０の姿）」を意識することで、保育内容や環境構成

の充実に向けて取り組み、公開保育及び研究協議をし、職員の資質向上につなげていき

ます。今後も、毎年４～６園ずつ実践研究園を指定し、推進します。  

※実践研究…公開保育を実施し「遊びを通しての学びの充実」に関して指導と評価の推進を図る 

 

◆ 具体的な施策の現状と課題  

（１）幼児期にふさわしい経験・体験の充実 

保護者・教職員対象に実施した『学校教育ビジョンアンケート』の結果から「戸外で

遊ぶことが好きになりましたか」「体力がついたと思いますか」「遊びの種類や生活体験

が増えましたか」の項目において、「そう思う」「おおむねそう思う」と答えた教職員・

保護者は共に９８％以上となっています。一方では、「歩くことで脚力がついたと思い

ますか」の項目では「そう思う」「おおむねそう思う」と答えた保護者の増加に対して、

教職員は昨年度より減少しています。 

 

    平成 30 年度・令和１年度＜保護者・教職員アンケート＞の結果(２2 園)   

      そ う 思 う     お お む ね そ う 思 う     あ ま り そ う 思 わ な い ・ 全 く そ う 思 わ な い  

 

・  

・  

・  

・  

・  

・  

・  

・  

・  

83.2

83.9

79.7

81.6

15.7

15.4

20.3

17.6 

1.1

0.7

0.8

３０年度保護者

1年度保護者

３０年度教職員

1年度教職員

戸外で遊ぶことが好きになりましたか（％）

72.4

74.7

60.9

60.0

25.8

23.7

37.5

40.0

1.8

1.6

1.6

３０年度 保護者

1年度 保護者

３０年度 教職員

1年度 教職員

体力がついたと思いますか（％）
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１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○遊び込める体づくりの推進 

・ 近年の情報機器の発展は、幼児の生活や遊びに大きな影響を与えており、幼児が

戸外で体を動かして遊ぶ機会が少なくなっています。 

体を動かす心地よさを感じ、進んで体を動かそうとする意欲等を育てられるよう

に、各園で戸外遊びの工夫を行っています。多様な動きが経験できるような遊びを

取り入れ、楽しく体を動かす時間を確保し、何度も繰り返すおもしろさを感じるこ

とができるような環境を整えています。戸外遊びが好きになり、体力向上に結びつ

くよう、今後も主体的に活動できる環境を整え、年間を通して体づくりに向けての

活動を計画に位置づけ、保育内容の充実を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

○多様な経験ができる環境の充実 

・ 幼児にとって遊びは重要な学習の場です。

また、遊びを通して諸能力が総合的に発達す

ることから、様々な体験ができるよう、環境

を整えることが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

戸外遊びを楽しめる環境の工夫 

81.8

81.7

73.4

70.4

17.3

16.3

25.8

29.6

0.9

2.0

0.8

３０年度 保護者

1年度 保護者

３０年度 教職員

1年度 教職員

遊びの種類や生活体験が増えましたか

（％）

61.5

62.2

37.2

33.6

32.9

33.5

56.7

56.8

5.6

4.3

6.1

9.6

３０年度保護者

1年度保護者

３０年度教職員

1年度教職員

歩くことで脚力がついたと思いますか（％）

・  園 外 保 育 等 楽 し く 歩 く 経 験 を 計 画 的 に 位 置 づ け                 

るとともに、登降園時の徒歩通園を奨励して取り組ん

でいます。各園で、計画を見直し幼児の姿や園の実情

に合わせながら工夫しています。  

・ 幼児が主体的に環境に関わり、その中か

ら生まれた遊びを大切にしています。教師

が一人一人に応じて丁寧に関わることで、

幼児はいろいろな遊びや直接体験をしてい

きます。遊びや活動の中で 

「知識及び技能の基礎」 

「思考力、判断力、表現力等の基礎」 

「学びに向かう力、人間性等」 

を育てるように取り組んでいます。 

これら３つの「資質・能力」は幼児にと

って、重要な学習の場である遊びを通して

総合的に育てるものと考えます。 
友だちとかかわって遊ぶ中で 

ルールを学ぶ子どもたち 

園外保育の様子 
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・ 遊びや活動する中で、思考をめぐらし、心を

動かす豊かな体験が少なくなっています。達成

感や満足感を得られるまでの過程を大切にする

保育の充実に努めています。 

・ 幼児が主体的に自己を発揮し、遊ぶことを通

して学んでいくための研修を進めていく必要が

あります。 

（２）遊びを通した学びの研修・研究の推進について 

○非認知能力につながる力の育成   

・ 幼児期においては、子どもの発達や学びの連続性を踏まえ、探究心や思考力、表

現力等に加えて、感情や行動のコントロール、粘り強さ等の非認知能力を育むこと

が重要です。幼児が夢中になって遊ぶ中で直接的で具体的な体験ができ、いろいろ

な事象と出会い、主体的に学んでいけるようにしていくことが大切です。さらにそ

の体験を体や言葉で表現し、多くの人と共有していくことが互いの学びにつながり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 非認知能力につながる力として「感動したことを体や言葉で表現するようになり

ましたか」「自分で考え、行動するようになりましたか」「遊びを試したり工夫した

りして遊びますか」については、「そう思う」「おおむねそう思う」と答えた教職

員・保護者ともにほぼ９５％以上となっています。一方、「自分から日常のあいさ

つができるようになりましたか」については、昨年度より教職員・保護者共に減少

しています。 

・ 人とのコミュニケーションが少なくなっている今だからこそ、園では教師と幼児、

幼児同士の温かいつながりを通して、あいさつをする機会を大切にしています。

様々な体験をする中で、あいさつをすることの心地よさを味わえるよう、そばにい

る人が言葉を交わし伝える姿を示すことで、幼児も人といるうれしさや人とつなが

る喜びを感じていきます。 

 

 

    

 

 

 

 

 友だちとかかわって遊ぶ子どもたち 

68.8

69.8

57.3

63.2

28.7

28.4

40.1

35.2

2.5

1.8

2.6

1.6

３０年度 保護者

1年度 保護者

３０年度 教職員

1年度 教職員

感動したことを体や言葉で

表現するようになりましたか(%)

60.9

59.2

36.2

32.0

36.9

38.3

58.9

65.6

2.2

2.5

4.9

2.4

３０年度 保護者

1年度 保護者

３０年度 教職員

1年度 教職員

自分で考え、自分で行動するように

なりましたか(%)

49.0

46.3

48.4

41.6

41.8

42.5

48.5

53.6

9.2

11.2

3.1

4.8

３０年度 保護者

1年度 保護者

３０年度 教職員

1年度 教職員

自分から日常のあいさつが

できるようになりましたか(%)

73.9

77.1

56.3

61.6

25.2

21.4

40.6

37.6

0.9
1.5

3.1

0.8

３０年度 保護者

1年度 保護者

３０年度 教職員

1年度 教職員

遊びを試したり

工夫したりして遊びますか(%)
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１ 

○ＳＰＤＣＡサイクルに基づく教育活動の充実  

・ 遊びを通した学びの充実に向けて、幼児の発達に応じた教育課程の編成、実施、評

価、改善等の研修・研究を行い、指導の工夫を行っています。年間を通して計画的に

「園内の日(園内研修)」を設けテーマに沿って研修を行っています。 

・ 『幼児期の終わりまでに育ってほしい姿』を意識して教育内容の可視化に取り組む

中で、幼児理解や保育の振り返りを行い、研修を深めることができた園が多くみられ

ました。また他機関との連携研修や他園職員との共同研修など研修体制の工夫をしま

した。 

・ 一人一人の幼児の特性に応じた指導や、幼児にふさわしい環境構成の工夫により、

園での活動が幼児の発達にとって、より一層意味のあるものにしていくことが必要で

す。教職員が将来につながる幼児期に育ってほしい具体的な姿を共通認識し、課題を

もってＳＰＤＣＡサイクルにそって教育実践の充実を図り、資質向上に努めています。 

・ 園の課題解決に向けて、年間を通して研修を計画的に行い、実践・評価し改善する

ことや教育内容の充実に向けて取り組みを継続していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 今後の方向性  

○ 幼児の実態を把握し、健康で安全な生活習慣の育成を目指し心身ともにたくましく育

つ取り組みを継続していきます。また幼児が主体的に遊び、総合的に学んでいけるよう

に、様々な体験ができるような環境を整えて遊びの充実を図っていきます。 

○ 遊びを豊かにするための実践研究を行う推進園を指定し、公開保育及び事後研修を行

い、取り組みを広げていきます。 

○ 園内研修だけでなく、先進園視察、講演会、実践検討会等の研修を実施し、広い視野

での見方・考え方及び教職員の専門性を一層高めることが大切です。一方で現在の職員

構成の中では従来の園内研修のあり方に工夫を凝らす必要があります。写真等を使用し

た研修や他園との共同研修など、研修時間の確保・方法においても工夫に努めます。 

○ 写真等を使用した研修の中で可視化された園の取り組みや幼児の学びについて、地域

や家庭にも発信し理解が深まるようにします。地域・家庭・園という循環の中で幼児の

望ましい発達を図っていきます。 

○ 適切な幼児理解や評価により指導の改善を図り、「学びの芽生え」から「自覚的な学

び」へと意識できるような実践事例集を作成していきます。 

「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を明確にしながら、幼児期の教育と小学校教

育の関係を「連続性」「一貫性」で捉え、幼児の発達や学びのつながりを踏まえて、小

学校との円滑な接続を図っていきます。 

 

37%

36%

27%

園内研修の回数 (年間)

８～10回

11～15回

16～20回

園内研修の様子 
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基本目標２ 豊かな人間性と 

コミュニケーション能力の育成 

様々な学習活動や生活体験を通して、自己有用感や他者と協調

し思いやる心など、豊かな人間性を育みます。 

また、他者との豊かな人間関係を形成するためのコミュニケー

ション能力の育成を図ります。 

 

１ 道徳教育の推進 

２ 生徒指導の充実 

３ 人権教育の充実 

４ 読書活動の充実 

５ キャリア教育の推進 
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２ 

１ 道徳教育の推進 
◆ ねらい  

他者との関わりを通して、自分自身の考えを深めていく道徳「考え、議論する道徳」の授

業により、道徳的価値にかかわる考えを深めていきます。 

また、社会的な課題や地域に根差した教材を道徳的価値と関連させ、実生活や実社会との

かかわりを深めた様々な体験活動を取り入れた道徳教育を通じて、よりよく生きていくため

の資質・能力としての「道徳性」を育みます。 

 

◆ 取り組み指標とその評価  

取り組み指標 
現状値 

H27 
H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 目標値 

「 考 え 、 議 論 す る 道 徳 」 を 推

進 す る た め に 校 内 研 修 や 公 開

授業を実施した学校数（校） 

－ 18 20 32 59  
全小中学校 
（５９校） 

全小中学校で、「考え、議論する道徳」を推進するために校内研修や公開授業が実施され

ました。道徳が教科化されたことで、指導方法や評価についての研修が進められたことが

要因に挙げられます。今後、全校で、質的な改善を促し、主たる教材である教科書を用い

た「道徳性」の育成をめざした授業づくりを充実させるために、研修内容の改善を働きか

けます。 

 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

○「考え、議論する道徳」の推進 

道徳の教科化の完全実施にともない、道徳教育推進教師を対象とした研修会を実施し

ました。道徳の授業の在り方について、読み物資料に登場する人物の心情理解にとどま

らず、問題解決的な学習を展開させる授業改善や、評価の考え方・方法、年間指導計画

の作成、道徳教育推進教師を中心とした指導体制の構築等、推進しています。 

四日市市が教育大綱の理念や教育ビジョンの基本目標に掲げる「社会人になっても通用

する問題解決能力の養成」を達成するため、本市が独自に作成した「問題解決能力向上の

ための授業づくりガイドブック」を道徳の授業づくりにおいても活用し、実生活にも生か

される道徳性の育成に取り組んでいます。 

 

○ 命を大切にする心を育てる取り組み  

「生命の尊さ」「自然愛護」などについ

ては、現代的な課題と関連の深い内容であ

り発達の段階に応じて、これらの課題を積

極的に取り上げています。特に、「交通安

全」「防災」「いじめ防止」「食」に関する

学習は、全小中学校で実施されています。

また、助産師などの講師を招くなど、命の

尊さについての考えを深め、命を大切にす

る心を育んでいきます。 

【実 施 校 の割 合 （％）】 小学校 中学校 

交 通 安 全 に関 する学 習  100 100 

防 災 に関 する学 習  100 100 

植 物 の栽 培 や動 物 の飼 育  100 73 

いじめ防 止 に関 する学 習  100 100 

乳 幼 児 とのふれあい体 験  35 91 

食 に関 する学 習  100 100 

薬 物 乱 用 防 止 教 室  84 100 

令和元年度四日市市学校教育ビジョン調査より 

命を大切にする心を育む取り組み例 

H30 までは全 60 校、R1 からは全 59 校 
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２ 

○ 三重県教育委員会委託「道徳教育の抜本的改善・充実 

 に係る支援事業」 

四日市市では、平成２３年度から令和元年度まで９年 

  にわたり、三重県教育委員会の委託事業を受け道徳教育 

  の推進を図ってきました。今年度は、富田中学校、八郷 

  西小学校を実践推進校に指定し、「考え、議論する道徳 

  」の授業づくりの在り方を中心に研修を進め、成果を市 

内へ広めています。具体的には、年間を通して有識者を 

招聘し、校内授業研修会などで授業を基に助言を仰いだ 

り、夏季研修会では、教材からねらいとする道徳的価値 

を読み取り、指導案づくりを行ったりと、「考え、議論 

する道徳」の授業づくりにつながる研修会の充実を図り 

ました。令和元年１０月・１１月には推進校で公開授業 

研修会を行い、市内小中学校に研究成果を広めまし

た。 

○ 家庭・地域と一体となった取り組みの推進 

家庭や地域の題材を資料として生か 

した学習、家庭や地域での話し合いや 

取材を生かした学習、地域の人や保護 

者の参加を得た学習など、家庭や地域 

社会との連携強化を図っています。 

 令和元年度には、小学校に加え、中 

学校のおいても道徳が教科化されまし 

た。教科書を活用した学習に伴い、内 

容の精選が図られ、数値の増減が見ら 

れました。その中でも、通信等による 

発信は、小学校で１５ポイント上昇し 

ていることから、道徳教育に関する取 

組の発信について、各校の意識が高まってきていると捉えています。 

◆ 今後の方向性 

○ 実生活や実社会でも生きる道徳性を育むため、主たる教材である教科用図書を活用した

指導の充実に取り組み、答えが１つでない道徳的価値への考えを深める「考え、議論する

道徳」への転換をさらに図ります。 

○ 今日的課題であるいじめ問題や情報モラル、科学の発展による生命倫理に関する問題や

社会の持続可能な発展などの現代的な課題等を積極的に学習内容に取り入れます。 

○ 道徳の授業公開を積極的に行うとともに、地域の人々の参加や協力を得るなど、家庭や

地域社会との連携をし、郷土を大切にして愛する心や、国を愛する心を育てる指導の充実

を図ります。 

○ 道徳教育全体計画と年間指導計画を実行性のあるものとし、年間を通じて計画的・発展

的な授業の配列を行い、指導の効果を一層高めます。 

○ 新教育プログラムでは、発達段階に応じて、子どもがよりよく生きるための道徳性の育

成を図るとともに、道徳科の評価が子どもの道徳性の育成とともに、教師の指導改善につ

ながるよう取り組んでいきます。 

    【実 施 校 の割 合 （％）】 小 学 校  中 学 校  

道 徳 教 育 に関 連 した様 々な教 育 活 動

や体 験 活 動 等 に保 護 者 や地 域 の人 々

の参 加 ・協 力 を求 めた 

５４ 

(７６) 

５０ 

(６４) 

学 校 関 係 者 評 価 の項 目 の中 に、道 徳

教 育 の推 進 を位 置 付 け、道 徳 教 育 の

方 針 や諸 計 画 の改 善 に生 かしている 

３８ 

（４２） 

４１ 

（６４） 

学 級 ・学 年 ・学 校 通 信 等 で道 徳 教 育 に

ついて取 り上 げた 

８９ 

（７４） 

９６ 

（９５） 

令和元年度四日市市学校教育ビジョン調査より 

  ※（ ）内は昨年度数値 

富田中学校公開授業 

八郷西小学校公開授業研究会全体会 

家庭や地域との連携について 
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２ 

２ 生徒指導の充実 

◆ ねらい 

問題行動等の未然防止、早期発見、早期対応を目指して、生徒指導や教育相談の充実

を図ることにより、子どもたちが安心して過ごせる環境を整えます。 

また、基本的な生活習慣や規範意識を身に付け、主体的・自律的に活動する力〔自己

指導能力〕や自治能力を育むことにより、円滑な集団生活や社会生活を築くことができる

子どもを育成します。  

◆ 取り組み指標とその評価 

取り組み指標 
現状値 

H27 
H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 目標値 

①週 1 日スクールカウンセ
ラーを配置した小学校数
（校） 

２８ ３０ ３０ ３０ ２９  ３２校 

②Ｑ－Ｕ調査の活用につい
て指導主事が指導・助言を
行った学校数（校） 

１３ １８ ２３ ２８ ３３  
全小中学校 
（５９校）  

○取り組み指標①……２９校に毎週配置、残り８校は隔週配置となりました。カウンセ

リングの必要性が高まっていることから、スクールカウンセラーの配置増、配置時間

増に努め、教育相談の充実を図ります。 

○取り組み指標②……要請のあった学校に加え、課題のある学校への対応を増やしまし

た。校内委員会にて「学級集団アセスメントＱ－Ｕ調査※ １」（以下「Ｑ－Ｕ調査」と

表記）を活用するよう助言するとともに、今後も、学校にＱ－Ｕ調査結果の報告をさ

せ、結果分析に基づく適切な指導・助言に努めます。 

※ １  学 級 集 団ア セ ス メント Ｑ － Ｕ 調 査 …子 ど も たちの 学 校 生 活 に おけ る 満 足度と 意 欲 、 さ ら に学 級

集 団 の状 態を 調 べる こと がで き る質 問紙  

教育相談体制の充実 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

＜スクールカウンセラー ※ ２（ＳＣ）活用＞ 

○  スクールカウンセラーの配置状況 

  ・  平成２５年度から国・県費・市費で市内の全小中学校に配置しており、令和

元年度においても、同様の配置を継続しています。  

※ ２  ス クー ル カウ ンセ ラー … 教育 機関 に おい て、 心理 相 談業 務に 従 事す る臨 床心 理 学や カウ ン セリ

ン グ 理論 を身 に 付け た専 門家  

 

 

 

 

週１日配置している学校数 隔週配置している学校 

市費：小学校２４校、中学校１校 

国・県費・市費：小学校 ２校 

国・県費：小学校３校、中学校２１校   

国・県費：小学校８校 

H30 までは全 60 校（小学校 38 校）、R1からは全 59校(小学校 37校) 
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２ 

○ スクールカウンセラーの活用状況 

・ 相談総件数・実質総相談者数 

スクールカウンセラーへの総相談件数は、令和元年度は１０，６６４件でした。

（平成３０年度は９，４５３件、平成２９年度は９，８１９件）また、年間の実

質相談者数は１，６４０人でした。１人の相談者が、年平均６．５回の相談をし

たことになります。（平成３０年度相談者数は２，０４２人、平成２９年度相談者

数は２，３４３人） 

・ １校あたりの平均相談件数 

令和元年度の小学校における１校あたりの平均相談件数は１８１.５件でした。ま

た、中学校における１校あたりの平均相談件数は１３１.６件でした。 

○  スクールカウンセラーへの相談件数・相談内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 児童生徒が相談する内容 

「自己の問題」に関する相談が最も多く、全体の約２１.６％を占めています。

次いで約１９.８％を占める「発達の問題」に関する相談の順となっています。 

・ 保護者が相談する内容 

「発達の問題」に関する相談が最も多く、全体の約４３.２％を占めています。

次いで、「家庭問題」に関する相談の順になっています。 

・ 教職員が相談する内容 

「発達の問題」に関する相談が全体の約４０.５％と最も多く、発達に課題のあ

る児童生徒の指導・対応に苦慮している教職員の現状があります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 不登校に関係する相談 

総相談件数１０，６６４件のうち、１，７４８件でした。これは、全体の約１

６．４％を占めています。学校では、不登校傾向の見られる児童生徒やその保護

者に対して、早い段階で教育相談を行ったり、カウンセリングの必要性を伝えた

りするなど、迅速に対応しています。 

(件 )  

(件 )  
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○ スクールカウンセラーの連携・研修 

 ・ スクールカウンセラーの連携業務 

複雑な要因が絡み合った事案に対しては、スクールカウンセラーがスクールソ

ーシャルワーカーや関係機関と連携することで、ケースに応じた、より適切な支

援につなげることができています。令和元年度の連携の実施は、心療内科等の医

療機関や適応指導教室等の市の機関を合わせて、合計６７件（平成 30 年は 55 件）

でした。 

 ・ スクールカウンセラーの研修会 

スクールカウンセラーを対象に、本市主催の研修会を年１回実施し、カウンセ

リング機能の充実及び関係機関等との連携強化を図っています。 

・ 四日市市学校臨床心理士会（ＹＳＣＰ※ ３）との連携 

発達障害傾向の子どもへの対応や学校における事故等への緊急支援が早期にで

きるよう、四日市市学校臨床心理士会（ＹＳＣＰ）と連携を密に図りました。 

※３ 四日市市学校臨床心理士会（ＹＳＣＰ）…四日市市内のスクールカウンセラーとして配置された

臨床心理士等の任意団体。自主的な研修会を行っている。 

 

＜スクールソーシャルワーカー※４（ＳＳＷ）派遣事業＞ 

○ 派遣回数 

令和元年度は、社会福祉士有資格

者を６人登録し、小学校１５校（の

べ６４回）、中学校１０校（のべ１０

０回）、計２５校（のべ１６４回）に

派遣しました。 

○ 対応内容 

令 和 元 年 度 の 対 応 内 容 は 、「 不 登

校」「家庭環境の問題」「保護者対応」

が多く報告されました。スクールソー

シャルワーカーが直接保護者と面談を

行ったり、関係機関等との連携につい

てアドバイスをしたりすることで、い

くつかの事案において改善が見られる

など、効果的な対応が行われました。 

○ モデル校での活用研究 

令和元年度より、拠点巡回型のモデ

ル校区として、三滝中学校区にスクー

ル ソ ー シ ャ ル ワ ー カ ー （ 6 時 間 ×30

週）を配置しました。「家庭の問題」

など、小中学校で、同一の問題を抱

えている事案などについて効果的な

対応が行われました。 
※ ４  ス クー ル ソ ーシ ャ ルワ ー カ ー …社 会 福 祉の 専 門的 知 識 、 技術 を 活 用し 、 問題 を 抱 え る子 ど もを

取 り 巻く 環 境に 働き か け、家 庭 、学 校 、地 域の 関 係機関 を つな ぎ 、子 ども の 抱えて い る問 題 の解

決 に 向け て支 援 する 専門 家  

 

＜ハートサポート※ ５（ＨＳ）派遣事業＞ 

○ ハートサポーターの派遣及び相談状況 

臨床心理士等をハートサポーター（４７名）として登録し、急を要する相談に対

年度  校種  派遣校数  派遣回数  時間数  

Ｈ30 
小  １９   ７６  

４１８ 
中  １４   ７０  

Ｒ1 
小  １５   ６４  

４７３ 
中  １０  １００  

     対応内容  H30 R１  

①不登校  62 121 

②いじめ  15  3 

③暴力行為  10  0 

④児童虐待   4 11 

⑤友人関係の問題（②除く）  20  7 

⑥非行・不良行為（③除く）   1  0 

⑦家庭環境の問題 68 109 

⑧教職員等との関係の問題  15 13 

⑨心身の健康・保健に関する問題   7 18 

⑩発達障害等に関する問題  59 54 

⑪保護者対応 86 106 

⑫その他、研修会等 16 22 

      計  363 470 

派遣実績 

※ 複 数 の 要 因 が あ る た め 、 対 応 内 容 の 件 数 （ 上 記 表 ）

と は 合 致 し ま せ ん 。  

(件 )  
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して学校や家庭に派遣しています。また、大きな学校事故等で、児童生徒の心のケア

として緊急支援を必要とする場合も、ハートサポーターを派遣しています。令和元年

度の派遣回数は、１４９件で、平成３０年度と比較すると１５件増加しました。緊急

的な対応が必要な児童・生徒、保護者、教職員への相談において、相談者のカウンセ

リング、フィードバック、教職員へのコンサルテーションとつながったことが理由と

考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

○ ハートサポーターへの相談内容 

令和元年度の相談内容は、「発達障害」「精神不安定」についての相談が最も多く、

続いて「子育て不安」「不登校関係」「子どもの行動に対する不安」等でした。近年、

子育てに関して不安を抱いている保護者の相談が増加しています。保護者が情緒不安

定になり、うまく子育てができないケースが増加していることから、保護者に対する

心のケアもハートサポーターの大きな役割となっています。 
※ ５   ハ ート サポ ータ ー… 臨 床心 理士 、 セラ ピス トな ど 、カ ウン セ リン グ等 に関 し て専 門的 な 知識 と

経 験 を 有 す る 者で 、 教 育 委員 会 が 委 嘱 し た教 育 相 談 員の こ と 。 学 習 及び 生 活 等 の相 談 に 対 応 し、

学 校 の緊 急時 、 すぐ に対 応が で きる 専門 家 。  

＜いじめ・体罰等電話相談、来室相談、いじめ相談メール＞ 

○ 相談件数 

教育相談担当（２名）が電話や面接等によ

る相談を行っており、令和元年度の相談件数

は２０７件で、保護者からの相談が、全体の

約４３％を占めています。 

○ 相談内容 

相談内容は多岐にわたり、その中で「学校

での子どもへの指導内容に対する相談」が４３件と最も多く、「いじめに関する相談」

は１９件で、「体罰に関する相談」は５件でした。 

○ いじめ相談メール 

平成２６年度から、相談をいつでも受け付けることができるよう、市ホームペー

ジに「いじめ相談メール」を開設しています。令和元年度は２件の相談があり、内容

によっては、学校と連携を図りながら、解決に向かうよう対応しました。 

 

◆ 今後の方向性 

○ 令和２年度は令和元年度同様、市費のスクールカウンセラー配置校に週１回６

時間、年間３５週（２１０時間）配置し、教育相談の充実を図ります。 

○  令和２年度は、スクールソ－シャルワーカーをこれまでの派遣型と拠点巡回型に移

行し、子どもが抱える福祉的な課題について、学校や行政、地域や家庭との連

携・仲介・調整を行いながら、問題行動等の未然防止・改善・解決を図ります。 

○ 不登校やいじめの未然防止、早期発見、早期対応を図るために、今後もスクール 

カウンセラーやスクールソーシャルワーカーと連携し、子どもや保護者への支援 

方法の助言等、素早い対応ができるよう、相談体制の充実に努めます。また、引き 

続き教職員の教育相談力の向上に努めます。 

 H29 H30 R1 

総相談件数 262 354 207 

学校の指導 

内容の相談 
60 78 43 

いじめ 42 19 19 

体罰 11 8 5 

(件 )  
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安心して過ごせる学級づくりの推進 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

〇 Ｑ－Ｕ調査を活用した学級集団づくり 

・ Ｑ－Ｕ調査での実態把握と対応 

市内全小学校４年生以上の約８,０００人、市内全中学校の約７，９００人に対

し、Ｑ－Ｕ調査を年間２回実施し、調査結果をもとに、いじめや不登校などの未

然防止及び早期発見・早期対応に努めました。 

・ Ｑ－Ｕ調査にかかる校内研修会 

年間２回以上の校内研修会を開催し、教員のカウンセリング能力や学校の相談

機能を高め、個々の子どもの心のケアをするとともに、子ども同士の関わりを深

める学級集団づくりを進めました。 

・  指導主事による指導・助言 

月別問題行動報告から課題のある学校及び学級に対して、Ｑ－Ｕ調査結果を

分析した上で指導主事が訪問し、改善のための指導助言を行いました。 

○ 居場所・絆づくり 

・ 情報共有と組織的対応 

「日々の観察や教育相談」、「生活ノート」「Ｑ－Ｕ調査」「いじめ調査」等から、

子どもの心のサインに気づき、教職員で情報を共有し、組織的に対応しました。 

・ 人間関係づくり 

  日々の授業や様々な活動を通して、子どもと教師、子どもと子どもとが共感し

合える人間関係づくりを進めました。 

・ 自己肯定感・自己有用感 

発達段階に応じて集団の規律やルールを守り、互いに協力し合えるような活動

を仕組むことで、他人の役に立っている、他人から認められているといった子ど

も一人一人の自己有用感や自己肯定感を形成していく取り組みを進めました。 

 

◆ 今後の方向性 

〇 Ｑ－Ｕ調査にかかる校内研修会等において、指導主事が積極的に指導・助言を

行うことで、教員のカウンセリング能力や学校の相談機能を高め、個々の子ども

の心のケアをするとともに、子ども同士の関わりを深める学級集団づくりを進め

ます。 

〇  「学校生活のきまり」「学習規律」「指導上の申し合わせ事項」について中学校

区で情報交換を行い、学校生活の基本となるルールを統一するなど、より共通理

解を図りながら、規範意識をもってルールを守ることができる集団づくりを進め

ます。 

〇  「Ｑ－Ｕ調査」や「市独自のいじめ調査」等を活用して、いじめ、不登校、問

題行動等の前兆を早期に発見するよう努めます。また、教職員による教育相談や

スクールカウンセラー等によるカウンセリングを通して、早期解決につながるよ

う、各校への指導・助言を行います。 
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問題行動等の未然防止・早期発見・早期対応 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

○ 生徒指導における学校、教育委員会及び関係機関との連携 

・  各校への指導主事の訪問・助言 

１学期中にすべての小・中学校を指導主事が計画的に訪問して、指導方法や

指導体制等について情報交換を行うとともに、各学校が抱えている問題（暴力

行為、不登校、いじめ等）を把握し、その解決に向けて助言を行いました。 

・  ケース会議の充実 

各小中学校のケース会議に指導主事が延べ２２回出席しました。この会議で

は、北勢児童相談所、家庭児童相談室、各警察署などの関係機関や医師、スク

ールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、民生委員、主任児童委員な

どそれぞれの専門分野からの知見を活用し、問題解決の方策を検討しました。 

・  警察署との連携 

各警察署とは、学校警察連絡制度に関する協定を結んでおり、年度当初に教

育委員会及び学校との連絡会をはじめ、月１回の情報交換会などを持ちました。 

・  生徒指導定例会 

隔月ごとに市教育委員会指導課・教育支援課・青少年育成室・少年サポート

センター・県生徒指導特別指導員で構成される生徒指導定例会を開催し、様々

な問題行動等の情報交換や各学校への助言内容等を検討しました。 

・  虐待対応 

  虐待を受けたと思われる児童生徒を発見した場合は、速やかに家庭児童相談

室や児童相談所へ通告（連絡・相談）するよう学校に対して助言しました。 

四日市市子どもの虐待及び配偶者からの暴力防止ネットワーク会議等で、児

童虐待の状況報告および対応について各関係機関の情報交換を行い、ネットワ

ーク機能を活かした的確な対応に努めました。 

・  生徒指導担当者研修会 

令和元年度は４月、７月、２月に小・中学校生徒指導担当者研修会を開催し、

小中学校における生徒指導の連携等を図りました。 

・ 弁護士の活用 

円滑な生徒指導の推進のため、学校で起こるさまざまな問題に対して、教育委

員会顧問弁護士などから教育委員会や学校が指導、助言を受け、法的根拠に基づ

く対応力向上に努めました。 

 

〇 いじめの実情 

・ 基本姿勢 

いじめは、どの子どもにも、どの学校にも 

起こり得るとの認識のもと、その早期発見に 

努め、いじめを認知した際には、早期解決に 

努めています。「いじめは絶対に許されない」 

との意識を学校全体で共有し、子どもを「加 

害者にも、被害者にも、傍観者にもしない」 

教育の実現に努めています。 

 ・ アンケートの実施 

いじめの早期発見、早期解決につながるよ  

H29 H30 R1
小学校 115 366 409
中学校 90 77 163

115
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0
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いじめ認知件数(件 )  
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う、各校では、児童生徒に対して「いじめアンケート」を各学期に１回以上実施し

ました。 

・ いじめ認知件数                              

令和元年度におけるいじめ認知件数は、小学校で４０９件、中学校で１６３件、

合計５７２件となり、平成３０年度に比べ、１２９件増加しました。このように、

認知件数が増加した背景として、「初期段階のいじめを含めて積極的に認知し、そ

の解消に向けた取り組みのスタートラインに立っている」という文部科学省のいじ

め認知の見方を各学校に周知し、いじめ認知の具体的な例を紹介するなど、積極的

な認知に努めた結果であると捉えています。いじめを見逃すことなく、積極的に認

知し、早期発見、早期解決に向けた取り組みを進めています。 

・ いじめの態様で多かったもの  

  小・中学校ともに相手から「嫌なことを言われる」ことが半数以上を占めまし

た。また、小・中学校とも「身体接触」が多くなっています。 

・ ソーシャルネットワークサービス（ＳＮＳ）上のいじめの課題 

上記の態様以外でも、相手を特定できないいじめやネット上でのいじめなど、問

題解決までに時間のかかるものが多数ありました。 

特にネット上でのいじめのうち、ＳＮＳでのいじめについては、学校も家庭も把

握しにくいところもあり、早期発見や対応の困難な内容について、今後の課題とな

っています。 

 

○ いじめ問題への対策 

・ いじめ問題対策調査委員会等の開催 

教育委員会では、大学教授、弁護士、心療内科医、臨床心理士で構成された

「いじめ問題対策調査委員会」を年２回、法務局（人権擁護委員協議会）、四日市

市三警察署、児童相談所、学校関係者による「いじめ問題対策連絡協議会」を年

１回開催し、ともにいじめ防止対策推進法に基づく学校での取組状況の把握と検

証を的確に行うとともに、関係者間の連携強化を図っています。 

・ 学校いじめ防止対策委員会等の開催 

三重県いじめ防止基本方針の改定を参考にしながら、「四日市市いじめ防止基本

方針」、各校の「学校いじめ防止基本方針」の見直しを図り、早期発見・解決に向

けて、学校いじめ防止対策委員会を中心に、取り組みを進めました。 

・ いじめ防止啓発 

「いじめ防止啓発ポスター」を市内小中学校に配付、掲示するとともに、各自治

会に依頼し、市内全地域の自治会の掲示板等に掲示しました。 

 

〇 暴力行為 

・ 暴力行為の現状 

令和元年度の暴力件数は小学校で２６３件、中学校で１３６件、全体で３９９件

となりました。平成３０年度と比べ、小学校の暴力行為が大幅に減少しました。何

度も暴力行為を起こす児童や、発達に課題のある児童について、学校だけでなく関

  小 中 

１ 冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる 50.6％ 63.0％ 

２ 軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする 17.4％ 9.8％ 

３ 仲間はずれ、集団による無視をされる 8.5％ 11.6％ 

４ 嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする。  12.0％ 4.0％ 
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係機関と積極的に連携を図って対応することが、大幅に減少した理由であると捉え

ています。 

・ 発達に課題のある児童生徒への対応 

発達に課題のある児童生徒が、繰り返し暴力をふるう事案が多く、スクールカウ

ンセラーやスクールソーシャルワーカーだけでなく、発達に携わる関係機関や心療

内科等の医療機関との連携が不可欠となっています。各学校では、初期対応や該当

児童生徒の特性を踏まえた対応等を全職員で共通理解を進め、学校全体で組織的に

対応することを大切にしています。 

◆ 今後の方向性 

○ 「四日市市いじめ問題対策調査委員会」や「四日市市いじめ問題対策連絡協

議会」でいじめ対策等についての協議を継続し、今後もいじめを未然に防止す

るために、委員からの助言を参考にしながら、対策を進めていきます。 

○ 児童生徒及び保護者に「暴力は絶対に許されない」等の明確なメッセージを発信

し、学校だけでなく、児童相談所や警察をはじめとする関係機関との連携を強化

するなど、毅然とした対応をとっていきます。 

○  低年齢化する問題行動やその他の生徒指導に係る課題等への早期対応を図る

ために、学校・家庭・地域や関係機関（警察、福祉、医療等）と情報を共有し

ながら、今後も協働・連携を密にしていきます。 

 

不登校児童生徒への支援体制の充実 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

○ 本市における不登校児童生徒の実態 

・ 令和元年度における不登校児童生徒数

は、小学校１１５人、中学校２９０人、

全体で４０５人となりました。平成３０

年度の４３０人に比べ、２５人減少しま

した。 

 ・ 不登校発生率（不登校児童生徒数／在籍

児童生徒数×１００）は、小学校で０．７

４％、中学校で３．６８％でした。 

 ・「登校できるようになった。」「登校には至

らないものの、好ましい変化が見られるよ

うになった。」という児童生徒は、小学校

(人 )  

H29 H30 R1
小学校 97 124 115
中学校 279 306 290

97 124 115

279 306 290

0
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不登校児童生徒数
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で１１５人中３８人（３３．０％）、中学校で２９０人中９９人（３４．１％）と

なっています。 

 ・ 不登校の要因として、小・中学校ともに「無気力」「不安」の傾向の割合が高く、

次に小学校では、「親子の関わり方」、中学校では、「いじめを除く友人関係をめぐ

る問題」が高くなっています。 

 ・ 具体的な支援・指導方法の紹介のために作成した「不登校対応Ｑ＆Ａ」について、

不登校対応に係る学校訪問でＱ＆Ａを活用した助言を行うなど、学校への周知に

つなげることができました。 

○ 「欠席３日目シート」※ ６の活用 

  ・ 欠席が連続３日を超えた児童生徒についてシートを作成し、学校内で不登校のリ

スク判断を行うとともに、情報や支援方法の共有を行うことで、不登校の未然防

止・初期対応に努めました。 

  ・ 指導主事が学校を訪問し、シートの内容をもとに登校継続や学校復帰等のための

具体的な支援方法や校内体制づくりについて助言しました。 

  ・ 不登校（教育相談）担当者研修会や学校訪問による研修等において、シートの具

体的な活用方法を示し、検討方法や情報共有の仕方など、各校における具体的な

支援方法を考える上で必要な助言を行いました。 

※ ６  欠 席３ 日 目シ ート …欠 席 が３ 日間 続 いた 子ど もの 情 報を 、短 期 間で 共有 する た めの 資料  

○ 「小中学校不登校連携シート」※ ７の活用 

・ 小学校で「欠席３日目シート」を作

成していたり、不登校であったりする

など、中学校入学後不登校のリスクが

高いと考えられる児童について、小学

校が小中学校不登校連携シートを作成

し、中学校への引継ぎを行いました。 

（令和元年度末の作成数：１８６人分） 

・ 指導主事が全中学校を訪問し、シー 

   トの活用状況に係る聞き取りと助言を 

   行いました。 

・ 小中学校不登校連携シートで引き継 

がれた生徒の８割近くが、中学校入学 

後に登校を継続できていますが、年々、登校継続者が減っています。 

※ ７  小 中 学校 不登 校連 携シ ー ト… 不登 校 傾向 のあ る子 ど もの 情報 を 、中 学校 へ引 き 継ぐ 為の 資 料  

○ 登校サポートセンターにおける支援 

・ きめ細やかな支援をめざし、適応指 

導教室を「登校サポートセンター」に 

改称し、相談室の増設や相談員・指導 

員、セラピストの増員を行いました。 

・ 不登校対策にかかる校内体制の充実 

に向けて、調査・研究を行いました。 

・ 一人一人の通級生の状態に合わせて、 

セラピストやスーパーバイザーの助言 

を得て、個別の指導計画を立て、学校 

復帰・社会的自立のための支援を行い 

ました。 

登校サポーセンター通級生数とその学校復帰率 

12 12 14
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・ 通級生とその保護者だけでなく、在籍学校の教職員との相談も行いました。（令

和元年度の相談：のべ１７６５件） 

・ 登校サポートセンターの通級生が年々増加しています。例年、通級生の約８０％

が学校に復帰しています。（令和元年度の学校復帰：９５人） 

・ 登校サポートセンターへの通級につながらない児童生徒に対して、家庭訪問によ

る支援（アウトリーチ）を実施しました。 

○ 不登校児童生徒支援ボランティア（ふれあいフレンド）事業 

 ・ 通級生と年齢の近い学生ボランティア（ふれあいフレンド）が、登校サポートセ

ンターにおける集団活動の指導補助を行いました。 

 ・ 登校サポートセンターへの通級が難しい児童生徒については、ふれあいフレンド

が家庭を訪問し、話し相手や遊び相手となっています。（令和元年度の訪問：３件

２２回）  

○ 不登校対策委員会の実施 

  ・ 不登校対策委員会及び事務局会を合わせて８回実施し、学校における不登校対策

の現状を踏まえ、学校現場と教育委員会がそれぞれの立場で取り組むべきことを

整理しました。 
 

◆ 今後の方向性 

○ 「小中学校不登校連携シート」「欠席３日目シート」を活用した支援 

・ 「小中学校不登校連携シート」を作成した生徒については、小学校における中学

校生活の準備への支援や中学校における適切な支援を充実することで、不登校の

未然防止・初期対応に注力していきます。 

・ 「欠席３日目シート」を作成した児童生徒への支援を充実するため、引き続き学

校訪問を行い、支援方法や校内体制を具体的に紹介し、各学校での活用を促しま

す。 

 〇 登校サポートセンターにおける支援の充実 

・ 個別の指導計画に基づく個に応じた支援に努めることにより支援を充実し、通

級生の自己肯定感を高め、学校復帰や卒業後の社会的な自立を促します。 

・ 登校サポートセンターへの通級が難しい児童生徒に対して、家庭訪問による相

談（アウトリーチ）を行い、学校と連携しながら、通級や登校、ふれあいフレン

ドの活用等につなげていきます。 

・ 学生ボランティア数が減少してきているため、近隣大学への依頼やＨＰ、広報よ

っかいちなどにより学生の登録を募っていきます。また、研修による登録学生の

資質向上に努めます。 

・ 中学校３校に校内ふれあい教室を設置し、不登校対応教員※ 8 による生徒支援を

行います。 

・ オンライン学習教材「学んで E-net！」を登校サポートセンターに導入し、学習

支援に活用します。 

〇 不登校対策委員会の実施 

・ 引き続き不登校対策委員会を実施し、早期支援の在り方や、新たな不登校児童生

徒を生まないための具体的方策の検討を進めます。 

○ 民間の支援団体との連携 

・ 民間の施設等に通う児童生徒の情報交換を行うなど、教育委員会と民間の支援団

体とが連携することで、多様な教育機会の確保に努めます。 

   ※８ 不登校対応教員…校内ふれあい教室の運営を行うとともに、学校不適応の生徒への指

導・支援について、校内でのチーム支援の中心的役割を担う 
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３ 人権教育の充実 

◆ ねらい 

人権問題を自らの問題と捉え、身近なことから取り組むとともに、主体的に自己

選択・自己決定し、問題を解決する行動力の育成を図ることにより、子どもたちの現

在及び将来における自己実現をめざします。  
また、教職員の人権意識を高め、人権教育における指導力向上を図るとともに、

学校・家庭・地域が一体となった人権教育の推進を図ります。 

◆ 取り組み指標とその評価 

＊子ども人権フォーラムの４つのねらい「人権教育カリキュラムへの位置づけ」「つけたい力を 

系統的に記載」「他学年児童生徒への発信・交流」「他学年での実践に活用」 

４つのねらいのうち、３つ以上を実施した学校数は５３校であり、参加学年だけ

の学びに止まらず、他学年の児童生徒へ、学んだことの共有が進められました。 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

（１）子どもが主体となる人権学習の充実 

① 子ども人権フォーラム 

子ども人権フォーラムは、市内２２の各中学校区におい

て、小中学生が集い、身近な人権問題について話し合う活

動です。各中学校区では、児童生徒が主体的に参画できる

ような企画・運営の工夫が図られています。人権問題の解

決に向けて、互いに意見を出し合い、差別解消に向けた行

動について考える機会となっています。  

人権教育カリキュラム（人権教育年間指導計画）への子

ども人権フォーラムの位置づけや、つけたい力の系統的な

記載は、すべての学校で行われました。  
また、全体会やグループ討議の司会を児童生徒が担う

など、児童生徒の主体的な参画が進められています。  
事後の取り組みとしても、多くの学校で当日の学びを

全校集会や校内掲示によって、他学年児童生徒へ発信・

交流する取り組みが進められました。  
今後は、子ども人権フォーラムが他学年での実践に一

層活用されるよう、研修会等を通じて、市内の先進的な

取り組み例を伝えていきます。  
 

  

取り組み指標 
現状値 

H27 
H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 目標値 

子 ど も 人 権 フ ォ ー ラ ム の ４ つ
の ね ら い ＊ の う ち 、 ３ つ 以 上
を実施した学校数（校） 

６ ３９ ３０ ３８ ５３  
全小中学校 
（５９校） 

子 ども人 権 フォーラムで 

取 り上 げられたテーマ 

部 落 問 題  ８ 

障 害 者 の人 権  １２ 

外 国 人 の人 権  ７ 

子 どもの人 権  １５ 

女 性 の人 権  ７ 

いじめ問 題  １４ 

性 的 少 数 者 の人 権  ５ 

高 齢 者 の人 権  ２ 

うわさ・迷 信  ６ 

その他 の人 権  ６ 

 

H30 までは全 60 校、R1 からは全 59 校 

児 童 生 徒 に よ る グ ル ー プ 討 議  
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② さまざまな人権問題への対応 

各校における人権学習の動向として、平

成２７年４月に「性同一性障害に係る児童

生徒に対するきめ細かな対応の実施等につ

いて」の通知が出され、本市においても担

当者研修会等で周知を図ってきたことで、

多くの学校が性的少数者の人権にかかわる

学習に取り組むようになっています。 

③ 学習資料教材（人権カレンダー・人権作文集）の作成・配付 

人権ポスターの入選作品は、人権週間にあわせて、人権フェスタにて表彰を行い、

人権のひろば展で掲示しました。また、啓発資料として活用できるように人権カレン

ダー・人権作文集を作成し、学校・園・関係機関に配付しました。 

 

 人権ポスター 人権作文 

応募数 246 点 111 点 

応募 

校数 

55 校園 

（幼 10 園・保 2 園・ 

 小 35 校・中 8 校） 

46 校 

（小 27 校・中 19 校） 

入選 
50 点（12 点を人権 

カレンダーに掲載） 
11 点（人権作文集に掲載） 

 

（２）教職員人権教育研修の充実 

① 中学校ブロックにおける人権教育研修 

中学校区を単位として、人権研修会や保育・授業公開を行いました。 

 【実施のべ回数】 

人権研修会２６回、保育・授業公開１０９回、地域・保護者と連携した研修会１

０５回 

② 人権教育推進校指定事業の実施 

令和元年度は小学校８校、中学校２校を指定しました。指定校では、先進的な実践

から学んだことを参考に、部落問題学習や差別をなくすためのなかまづくりについて

研究を進め、実践につなげる取り組みがなされました。 

 小学校指定校：川島、神前、大矢知興譲、八郷、保々、常磐西、三重北、楠 

中学校指定校：笹川、三滝 

③ 教職員研修会の推進 

初任者・転入者等を対象にした研修会や、小中学校実践研修会のほか、学校人権教

育リーダー育成研修会を実施しました（参加のべ人数：３７７名）。また、各地で開

催される研究大会や研修会に教職員を派遣しました。令和元年度は、津市で開催され

た全国人権・同和教育研究大会に多くの教職員が参加しました（参加のべ人数：３７

６名）。 

人権教育リーダー育成研修会の受講者は、学校人権教育推進人材バンクに登録され、

地域の人権懇談会でのファシリテーターや子ども人権フォーラムの企画・運営など、 

各校での人権教育を推進する役割を担っています（Ｈ３１.４.１現在登録者数：２７

７名）。 

「性的少数者の人権」に 

関する学習実施校数（校） 

 H27 H28 H29 H30 Ｒ１ 

小学校 23 35 34 38 34 

中学校 ７ 11 14 18 20 

合計 30 46 48 56 54 

人 権 カ レ ン ダ ー  
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また、受講者は、次年度に新たな視点で人権問題を考える 

学校人権教育リーダーフォローアップ研修を受講します。 

令和元年度は「貧困と人権」の研修会を実施しました。 

④ 各校における教職員研修（ＯＪＴ）の推進 

学校人権教育推進人材バンク登録者や人権教育推進委員を 

中心に、教職員同士が多様な視点からのアプローチや経験に 

基づいた指導方法等についての情報交換を行うＯＪＴが実施 

されました。研修の内容は、部落問題学習や多文化共生教育、 

性的少数者や女性の人権にかかわる問題の解決に向けた教育 

など多岐にわたります。 

 

（３）地域とともに取り組む人権教育の推進 

① 地域子ども教室 

（対象校区）西笹川中・三重平中・中部中・大池中・楠中 

それぞれの地域で運営されている「地域子ども教室」に

おいて、教員ＯＢ、地域住民、学生等の学習支援員・ボラ

ンティアが放課後や休日、長期休業中における学習支援等

を行いました。参加した子どもたちにとっては、長期休業

中の学習習慣づくりや生活リズムづくりになるとともに、

個別の支援によって集中して学習したり、苦手な教科の学

習に取り組めたりすることができ、達成感を味わうととも

に、学習への意欲向上につながりました。 

② 子ども人権文化創造事業・自己実現支援事業 

地域にねざした子どもの活動として、市内４か所の人権プラザ・児童集会所を拠

点に、部落差別をはじめ、さまざまな差別を解消するため、次表のような子どもたち

への取り組みを支援しました。 

 

子 ども人 権 文 化 創 造 事 業  自 己 実 現 支 援 事 業  

地 域 人 権 教 育

推 進 活 動  

子 どもの居 場 所  

づくり活 動  

キッズスクール 

活 動  

自 主 学 習  

支 援 活 動  

進 路 ・就 労 につながる

出 会 い・体 験 活 動  

な か ま づ く り や 人

権 学 習 活 動  

子 ど も た ち が 安 心 し

て 学 習 し た り 、 遊 ん

だ り で き る 安 全 な 居

場 所 づくり活 動  

地 域 住 民 等 を講 師  

と し て 行 う ス ポ ー ツ 、

文 化 、体 験 活 動  

学 習 習 慣 の 定 着

を 図 り 、 基 礎 学 力

の 向 上 に 向 け た

活 動  

進 路 や 就 労 な ど 将 来

に つ い て 考 え る こ と を

ね ら い と し た 社 会 見

学 、職 業 体 験 等  

 

 

 

 

 

 

 

 

「 地 域 子 ど も 教 室 」  
で の 学 習 支 援  
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２ 

③ 保護者に対する人権啓発 

保護者に対する人権啓発として、ＰＴＡ人権研修会等を実施しました。内容は、

いじめ問題や命の大切さ、部落問題、性の多様性など多岐にわたります。 

 

 

 

 

 

 

◆ 今後の方向性 

 ○ 子どもが主体となる人権学習の充実 

三重県人権教育基本方針の個別的な５つの人権問題＊はもとより、いじめ問題や性

的少数者の人権、インターネットによる人権侵害等、身近な差別や偏見を見抜き、そ

の解決に向けた行動力を培う学習に取り組みます。また、子ども人権フォーラムにお

いては、小中の連携を密にすることで、子どもたちに系統的につけていく力を明らか

にし、学んだことを他学年へ発信・交流することを、すべての学校において進めると

ともに、発信された学びを他学年の実践にどう生かすかという点についても、研修会

等を通じて、市内の先進的な取り組み例を伝えていきます。 

＊個別的な５つの人権問題…部落問題・障害者・外国人・子ども・女性の人権 

 ○ 教職員人権教育研修の充実 

部落問題に関する歴史認識や、メディア・リテラシーの養成を通じた人権教育の

推進に向けた教職員人権教育研修の機会を設定するとともに、より日常的に人権につ

いて少人数で考え合ったり、学校人権教育推進人材バンクを活用したりする機会を大

切にしたＯＪＴ研修をすすめ、教職員全体の資質向上と、各学校での人権教育の推進

を図ります。  
 ○ 地域とともに取り組む人権教育の推進 

子どもたちが、自己の生き方を見つめ、反差別の心情を育んだり、自ら学ぶ意欲

を高め、進路を切り拓いたりしていくためには、子どもの教育に熱意や理解のある地

域住民の参加と児童生徒及び保護者への啓発が必要です。今後も、地域と学校の協働

を推進しながら、地域や保護者対象の人権研修を進めたり、児童生徒、保護者向け

リーフレットを配付したりすることで、啓発を進めていきます。 

校 種  
実 施 校 数  

（校 ） 

研 修 のべ回 数  

（回 ） 

研 修 会 の形 態 （回 ） 

講 演 会  参 加 型 等  

小 学 校  １２ ２０ ８ １２ 

中 学 校  １３ ２０ １７ ３ 

 

児 童 生 徒 と 保 護 者 が  
と も に 学 ぶ 人 権 講 演 会  
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２ 

４ 読書活動の充実 

◆ ねらい  

読書活動を通して想像力・思考力・表現力等を育成し、子どもの豊かな心を育みます。 

また、「四日市市子どもの読書活動推進計画」を踏まえ、子どもを取り巻く読書環境を

充実させるとともに、家庭との連携により、望ましい読書習慣の形成を図ります。 

◆ 取り組み指標とその評価  

取り組み指標 
現状値 

H27 
H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 目標値 

① 読 書 活 動 推 進 校 ※ の 指 定
校数（校） 

６ ６ ６ ６ ６  
５年間で 

延べ 
３０校 

② 「 学 校 図 書 館 図 書 標 準 」
に 示 さ れ て い る 蔵 書 数 を 達
成した学校数（校） 

３９ ４２ ４７ ５１ ５２  
全小中学校 
（５９校）  

※ 読書活動推進校…特色ある取り組みを全市に普及する学校。毎年 6 校指定 

・取り組み指標① 

推進校の実践を学校図書館担当者研修会で全小・中学校に普及しました。次年度も、

中学校の取り組みをより広く普及することで、読書量の増加及び読書活動の質の向上を

図っていきます。 

・取り組み指標② 

「学校図書館図書標準」を目安として、蔵書数を確保するとともに、新しい本の配架を

進め、蔵書の充実を図っていきます。 
 

◆ 具体的な施策の現状と課題   

 (１) 学校図書館活動の充実 

新学習指導要領においては、児童生徒の自主的、自発的な学習活動や読書活動を充

実させるため、学校図書館を計画的に利用し、その機能の活用を図ることが記されて

います。 

令和元年度においても、「学校図書館いきいき推進事業」の推進により、市内の小中

学校５９校に週１日以上、専門的な知識を持つ学校図書館司書を配置しました。各校

の司書教諭や学校図書館担当者、図書ボランティアの活動を支援するとともに、司書

と連携した授業を小学校で５，０４０回、中学校で３９６回行いました。 

また、読書活動推進校 ※を指定し、ビブリオバトル（書評合戦）などの思考力・表

現力を高めたり学校図書館を活用したりする授業や、子どもが自ら選書する機会を設

定することによる蔵書の充実、家庭読書推進を図る取り組みを進めました。 

こうした読書活動推進校の取り組みを市内の小中学校にも紹介し、一人あたりの貸出

冊数は、小学校で３７．６冊、中学校で９．５冊となっています。 

 

※令和元年度 読書活動推進校・・中部中、山手中、富洲原中、南中、三滝中、三重平中 

 

H30 までは全 60 校、R1 からは全 59 校 
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２ 

 【学校図書館蔵書の状況】 

学校図書館蔵書の状況（令和元年度） 

学校図書館の現状に関する調査 小学校(37 校) 中学校(22 校) 

四日市市の蔵書数 405,926 冊 259,116 冊 

四日市市の学校図書館標準冊数 340,600 冊 238,240 冊 

四日市市の学校図書館の蔵書整備率 119.2％ 108.8％ 

四日市市の学校図書館の図書標準達成校 34 校 18 校 

学校図書館図書 

標準達成学校数の割合 

四日市市 91.9％ 81.8％ 

全国 66.4％ 55.3％ 

（四日市市の 数値は令 和元年度 調査、全国の 数値は平 成２８年 度「学校図書 館の現状 に関する 調査」結果に よる）  

 学校図書館図書標準を達成する学校の割合は、小学校、中学校ともに全国を上回って

います。子どもの読書意欲を高めるためには、定期的に学校図書館にある古い本を廃棄し

て、新しい本を配架していく必要があります。新刊を購入する際は、学校図書館司書の知

見も活かしながら、子どもたちが選書する取り組みを進めている学校も増えてきました。 

(２) 市立図書館との連携の充実 

学校図書館いきいき推進検討委員会、市立図書館と連携し、読み聞かせ用図書の選

定や、平成１６年度から市立図書館の本で構成された学校貸出専用図書「なのはな文

庫」の貸出を行っています。なのはな文庫には、読み物図書の他に、授業での調べ学

習に役立つ図書もあります。 

  市立図書館では、平成２０年度から

学校図書館いきいき推進検討委員会

と連携し自動車文庫を小学校へ派遣

しています。子どもたちは自動車文

庫についての説明を受け、実際に車

内を見学したり、本を手に取ったり

しています。また、市立図書館の司

書による読み聞かせやクイズを通して、読書の楽しさを体験したり、学習を深めたりし

ています。 

市立図書館の点字・録音資料室では、視覚障害のある児童生 

徒の就学支援として、点字による学習資料を作成しています。 

視覚障害や点字、録音図書等への正しい理解を深めるため、市 

内の小学校に在学する児童を対象に「夏休み子ども点字教室」 

を開催しました。その他、総合的な学習時間の一環として、小 

学校から講師派遣の依頼があれば、点字図書を実際に用いた学 

習を実施しています。 

◆ 今後の方向性  

引き続き、学校図書館司書の授業支援、家庭読書支援の積極的な活用を図り、より多

くの児童生徒が主体的に本にかかわる態度を育成していきます。 

また、令和２年度も、中学校６校を読書活動推進校に継続指定し、学校図書館を活用

した読書活動の好事例について、学校図書館担当者研修会等で情報発信していきます。 

市立図書館との連携においては、なのはな文庫の学校巡回や市立図書館からの貸出を

積極的に活用し、子どもの「手の届くところに本がある」環境づくりに努めます。 

  年度  
小学校(回) 中学校(回) 貸出冊数(冊) 

H29 年 度  75 36 12,042 

H30 年 度  77 41 13,538 

R１ 年 度  98 48 17,623 

なのはな文庫の利用状況 

 市立図書館の自動車文庫  
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２ 

５ キャリア教育の推進 

◆ ねらい 

将来、子どもたちが社会的・職業的に自立することを目指して、発達段階に応じた学

習活動や体験活動を展開することにより、一人一人が「生きる力」を身に付けながら、将

来直面する問題に柔軟かつたくましく対応する力を育みます。また、子どもたちが夢や志

を実現するため、「よっかいち・輝く自分づくりプラン」のもと、学ぶことと社会とのつ

ながりを意識した学習や体験活動を通し、主体的・協働的に学ぶ意欲と態度を涵養します。 

 

◆ 取り組み指標とその評価  

取り組み指標 
現状値 

H27 
H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 目標値 

キ ャ リ ア 教 育 全 体 計
画 ・ 年 間 計 画 に 基 づ き 、
キ ャ リ ア 教 育 の 視 点 ※ １ を
意 識 し た 園 児 ・ 児 童 ・ 生
徒 の 交 流 を 行 っ た 学 校 数
（校） 

— 55 56 59  59  
全小中学校 
（５９校） 

キャリア教育の視点を意識した交流については、学びの一体化の取り組みの一つとして

行われています。今後は、中学校区で「つけたい力」の共通理解を図ることにより、全校

実施を目指します。 

※ １  キ ャ リ ア 教 育 の 視 点 … 将 来 の 社 会 的 ・ 職 業 的 自 立 を 念 頭 に 置 き な が ら 、 子 ど も た ち の 成 長 や

発達を促進する見方 

 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

（１）発達段階に応じたキャリア教育の取り組み 

 各学校園において、キャリア教育の中学校区の全体計画・各校園の年間計画を「４

つの基礎的・汎用的能力」 ※ ２ を育む視点から見直し、目指す子どもの姿を具体化し

ました。 

＜つながる力、みつめる力＞ 

  園児児童生徒の交流や教職員の交流などは、学びの一体化の取り組みとして、各

中学校区で工夫して行われています。また、近隣の高等学校との交流を行っている

学校もあります。これらの活動は、子どもたちにとって、上級学年への憧れや自己

肯定感等を高める機会となっています。 

＜うごく・いかす力、めざす力＞ 

広報活動から準備に至るまでを生徒が中心となり、地域の方を招いて、イベント

を行っている学校もあります。今後は、各中学校区の取り組みを通して、どのよう

な力をつけたいのかをより明確にして教育活動を行っていく必要があります。 

 

※２ 「４つの基礎的・汎用的能力」…①人間関係形成・社会形成能力（つながる力）、②自己理

解 ・ 自 己 管 理 能 力 （ み つ め る 力 ）、 ③ 課 題 対 応 能 力 （ う ご く ・ い か す 力 ）、 ④ キ ャ リ ア プ ラ ン

ニング能力（めざす力）  

H30 までは全 60 校、R1 からは全 59 校 
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２ 

（２）体験活動の充実 

平成１７年度から市内全中学校２年生で職場体験学習が実施されています。令和元年

度は、８５４事業所に協力いただき、医療・教育・販売等、様々な分野の体験活動が行

われています。 

職場体験アンケートでは、「進路

や 将 来 に つ い て 考 え る 機 会 と な っ

た」と回答する生徒の割合が９１％

となっています。このことから、職

場体験で、直接働く人と接して知識

や技術等に触れることは、生徒が学

ぶことや働くことの意義を理解し、

主体的に進路を選択決定する態度や

意欲などを培うことのできる教育活

動であることが分かります。 
 

小学校では多くの学校でキャリア教育に係る見学や体験学習等を行っています。子

どもたちが職業を体感することを通して、働くことの目的や意義を理解し、将来の夢

や目標に向かって、キャリアを形成していく能力を育成できるように継続的に実施し

ています。 

 

 

 

 

    

（３）キャリア教育研修の充実 

筑波大学の藤田晃之教授を招聘し、「キャリア教育の更な

る推進のために～『キャリア・パスポート』に焦点を当て

て」をテーマに研修会を開催しました。子どもたちに必要

な資質・能力を育んでいくためには、特別活動を要としつ

つ各教科等の特質に応じて、キャリア教育の充実を図るこ

と、令和２年４月から実施される「キャリア・パスポー

ト」の効果的な活用が重要であることを学びました。 
 

◆ 今後の方向性 

社会的・職業的自立のために必要な「４つの基礎的・汎用的能力」を育むため、

すべての教育活動をキャリア教育の視点から捉え、活動の目標を明確にします。 

また、各校の活動と併せて「四日市版キャリア・パスポート」を活用し、子ども

たちが自らの学習状況やキャリア形成を見通したり、振り返ったり、自己評価するこ

とで、主体的に学びに向かう力を育み、子ども自身の夢や志の実現につながるように、

体系的・系統的な教育活動の展開を促進します。 

今後も、全体計画・年間計画に基づき、校区の教職員が、子どもたちそれぞれ

の発達段階に応じた「つけたい力」を共通理解し、「学ぶこと」と社会のつながり

を意識した教育活動を進めていきます。 

取り組み内容 職場見学 
農林水産

業体験 

社会人講師や卒業生を 

活用した取り組み 

学校数（37 校） 37 11 19 

小学校でキャリア教育に係る見学や体験学習等を行っている学校 

令和元度職場体験学習アンケート結果 

（調査人数２，３９８人） 

キャリア教育担当者研修会  
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基本目標３ 健康・体力の向上 

運動やスポーツに親しみ、運動習慣を身に付けることによって、

たくましく生きるための体力の向上を図ります。 

また、健康で豊かな生活を送るための基礎を育みます。 

 

１ 体力・運動能力の向上 

２ 心と体の健康教育の推進 

３ 食育の推進 

４ 安全教育の推進 
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３ 

１ 体力・運動能力の向上 

◆ ねらい   

子どもの発達段階や体力・運動能力の状況を踏まえた体育科・保健体育科の授業を改善

することによって、子どもの十分な運動量を確保し、体力・運動能力の向上を図ります。 

また、子どもが運動に親しむ機会を拡充することにより、生涯にわたって運動に親しむ

資質や能力の基礎を身に付けさせます。 

 

◆ 取り組み指標とその評価 

取り組み指標 
現状値 

H27 
H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 目標値 

① 体 力 ・ 運 動 能 力 向 上 推 進
指定校 ※ 1 に指定した学 校数
（校） 

— １ ３ ３ ３  
５年間で 
小学校 

延べ１２校  

② 全 学 年 を 対 象 と し て 「 ５
分 間 運 動 ※ 2」 を 実 施 し た 学
校数（校） 

－ 60 60 60 59  
全小中学校 
（５９校）  

※１ 体力・運動能力推進指定校…体育科の授業や授業外での体力向上につながる取り組みを行い、

実践事例などの報告を行う学校。年に３校を指定。（令和元年度指定校は四郷小学校、常磐小学

校、内部小学校） 

※２ 5 分間運動…主運動につながる授業はじめの 5 分間に行う心と体をほぐす運動。 

○取り組み指標① 

３校を指定校とし、体育の授業の充実や、休み時間等の運動遊びを充実させるための

環境整備等を行い、体力向上につなげる取り組みをすすめてきました。令和２年度以降

も、毎年３校を指定し、市全体の体力向上を図ります。 

○取り組み指標② 

全校において「５分間運動」を実践することができました。四日市市運動能力・体力

向上推進委員会を活用し、今後も全市的な取り組みを継続するとともに、５分間運動の

活用を広げるための取り組みを進めます。 

 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

本市における課題克服のため、各教員の得手不得手に影響されることなく、どの子も運

動やスポーツの特性に触れることのできる授業づくり、達成感や成就感が感じられる授業

づくり、日常的に運動に触れたくなる環境づくりを進める必要があります。令和元年度の

主な取り組み内容としては次の３点です。 

（１）授業始めの「５分間運動」の取り組みの充実 

  本市においては、子どもたちの運動意欲の向上や課題となる体力要素の向上、主運動に

つながる運動という視点で、授業はじめの５分間運動を行うことにより、子どもが「体を

動かすことが楽しい」と感じられるような取り組みを継続して

います。 

  平成２３年度以降、四日市市運動能力・体力向上推進委員 

会が中心となり、５分間運動に係る資料を作成、配付したり、

研究協議会と連携しながら研修会等行ってきたりしたことによ

り、５分間運動は全市的な取り組みとして広まりました。一方

で、どのように５分間運動を活用すればよいのかわからないと

H30 までは全 60 校、R1 からは全 59 校 

教職員対象研修会にて 
(長縄を使った運動の様子) 
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いった指導上の課題も見えてきました。    

そこで、令和元年度に実施した教職員対象の研修会では、ゴール型ゲーム（ハンドボー

ル）の中で子どもたちの困り感に合わせた運動を取り上げたり、長縄を使った体の基本的

な動きを高める運動を取り上げたりし、授業における５分間運動の活用について研修を行

いました。 

 

（２）主体的に運動に取り組む授業の創造 

  子どもたちが主体的に運動に取り組むことができる授業を創造

していくためには、何よりも教師の意識改革が必要であると考え

ています。 

  そこで、令和元年度も引き続き三重大学から外部講師を招聘

し、「運動を楽しみながら動きを高めていくことができる状況づ

くり」「一つ一つの運動の意味」「形式的ではなく、つけたい力や

ねらいに応じた体育授業の在り方」「体育の授業ができる環境整

備、システムの構築」等について研修を行いました。 

 

（３）体力調査の取り組みの充実 

  本市においては、平成２３年度から四日市市運動能力・体力向上推進委員会を設置し、

新体力テストの結果分析を行うことで、子どもたちの体力、運動能力等の現状を把握して

います。また、体力の向上に関わる有効な実践及び環境づくり等の取り組みについて研究

を行い、体育担当者研修会での実技研修を通して、情報発信を行っています。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 今後の方向性 

〇 令和２年度から新教育プログラムの４つ目の柱として「運動大好き！走・跳・投 UP プ

ログラム」が位置づけられました。今後も、引き続き新体力テストの経年実施により、

本市における体力・運動能力の実態把握に努めます。 

〇 体力向上推進校や四日市市運動能力・体力向上推進委員会では、子どもたちが楽しみ

ながら運動能力向上に取り組むことができる体育科・保健体育科の授業改善を進めてい

きます。とくに、授業はじめの「５分間運動」の取り組みの充実を図るとともに、運動

の日常化を図るための環境整備の充実に努めます。 

〇 教員の意識改革や指導力向上を目的とした研修会を年３回行ったり、体力向上推進校

における取り組みを好事例として紹介したりしながら、市内全学校へ拡げていきます。 

令和元年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果 

三重大学から招聘した外部
講師による研修会の様子 
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２ 心と体の健康教育の推進 

◆ ねらい   

子どもたちが健康で安全な生活を自ら管理し、改善していくための資質や能力を育成しま

す。また、学校保健委員会の取り組みを充実させるとともに、関係機関と連携した健康教育

を推進します。 

◆ 取り組み指標とその評価 

取り組み指標 
現状値

H27 
H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 目標値 

学 校 三 師 の 知 見 を 活
用 し た 学 校 保 健 委 員
会 や 研 修 会 等 を 開 催
した学校数（校） 

－ 

小学校  

３３ 

中学校 

１７ 

（50） 

小学校 

３５ 

中学校 

２２ 

（57）  

小学校 

３８ 

中学校 

２２ 

（６０）  

小学校 

３７ 

中学校 

２２ 

（59） 

 
全 小 中 学 校  
（ ５ ９ 校 ）  

すべての小中学校で、学校三師（学校医・学校歯科医・学校薬剤師）の知見を活用した学

校保健委員会や研修会を開催し、学校三師が、専門的な立場から、児童生徒や保護者、教職

員に対して指導や助言を行いました。 

 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

（１） 授業を中心とした健康教育の推進 

 健康教育については、保健の授業（小学校は保健領域、中学

校では保健分野）はもとより、関連する教科（社会・理科・家

庭・生活等）や総合的な学習の時間、特別活動等でも行ってい

ます。 

保健の授業は、小学校３年生から学習が始まり、主に体の成

長や病気、けがの予防、心の健康など、自他の健康について学

習をしています。がん教育については、「病気の予防」の単元で

学習を進めています。令和元年度は、中学校 1 校（保々中）にお

いて、医師やがん経験者を講師に招き、モデル授業を実施しま

した。性教育については、保健体育科の授業において市内全ての学校で実施しました。中

でも、市の保健予防課と連携した「性感染症予防出前講座」を実施しており、令和元年度

は中学校２校（常磐中、三重平中）で開催しました。このような取り組みを通して、保健

領域（小）、保健分野（中）で学習した知識をさらに深めることができました。 

 

（２）関係機関と連携した健康教育の推進 

学校保健委員会は、自校の児童生徒の健康課題について、

学校・保護者・関係機関が協議するための組織であり、効果

的に機能させることで、健康教育の推進につながります。 

すべての小中学校において学校保健委員会を設置し、年

１回以上、会議、講演会、研修会等、学校の課題に応じて開

催しています。 

 

産婦人科医による講演会 

性感染症出前講座の様子 

H30 までは全 60 校（小学校 38 校）、R1 からは全 59 校（小学校 37 校） 
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各学校には学校三師を置いています。学校三師が学校保健委員会や研修会等に参加し、

専門的な立場から指導・助言を行うことで、参加者が健康課題への意識を高めるととも

に、その具体的な改善方法や工夫を知り、実践への意欲を高めることにつなげています。 

＜学校三師と連携した健康教育の実践例＞ 

・学校医による「歯と口からつながる全身の健康」についての講話 

・学校歯科医・歯科衛生士等による「歯のみがき方教室」  

・学校薬剤師による「医薬品の正しい使い方教室」（薬物乱用防止教室を含む） 

＜その他の機関と連携した健康教育＞ 

・保健所職員による性感染症予防に関する出前講座 

・消防本部所有の消防関係資材（心肺蘇生練習用品等）を利用した授業実践 

・警察・ライオンズクラブによる「薬物乱用防止教室」 

 

（３）個別及び集団の健康課題に応じた取り組みの充実  

〇 養護教諭・担任等による個別及び集団指導 

  定期健康診断の結果等から、子どもたちの健康状態を把握し、健康課題に応じた指

導を実施しています。（例：生活リズムの確立、むし歯予防、視力低下の予防等） 

  〇 アレルギー疾患に対する適切な対応 

    「学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライン」「学校におけるアレルギ

ー疾患の手引」を活用し、学校職員・保護者・医療機関・学校三師・消防本部が連携

し、共通理解をもってアレルギー疾患を持つ児童生徒への対応にあたっています。 

  〇 「心の健康」の指導の充実 

    ＹＥＳnet（四日市早期支援ネットワーク）の出前授業を活用し、「心の健康」の充

実を図っています。 

 

 ◆ 今後の方向性 
○ 学校保健年間計画に基づいて、教科や特別活動等との関連を図りながら、健康教育

を実施します。また、必要に応じて専門機関や関係機関とも連携し、指導の充実を図

っていきます。 

〇 保健統計資料を活用し、児童生徒の健康状態を把握します。また、学校三師と連携

し、学校保健に係る情報交換を定期的に行うことで、自校の健康課題を明確にします。 

○ 学校三師の知見を活用した学校保健委員会や研修会等を開催し、自校の健康課題の

解決に向け、保護者とも連携しながら、適切に対応するよう努めます。 

○ 児童生徒が自らの健康を管理していく実践力を培う健康教育を重視し、感染症予防

や基本的な生活習慣の形成など健康課題の解決、健康の保持増進に努めます。 

○ 「学校における熱中症予防対策マニュアル」を活用し、熱中症事故防止に向け、適

切な対策を行っていきます。 

＜学校保健委員会 実践例＞ 
テーマ｢スマホの時間あなたは何をうしなうか｣ 
①  テーマをもとに、生徒会保健委員会が発表（アン

ケート結果発表等）を行う。 
②  外部講師から「ネット依存」についての出前講座 
③  学校三師から、テーマに合わせて、専門的な立場

で助言をいただく。 
④  学校三師、学校運営協議会委員、保護者、教職員

が、会議形式で子どもの健康について協議する。 学校三師が参加する 
学校保健委員会 
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３ 食育の推進 

◆ ねらい   

子どもたちが生涯にわたって健全な心と身体を培い、豊かな人間性を育んでいく基礎

となる食育の推進を図ります。そのため、食に関する指導に学校給食を生きた教材として

活用し、子どもが自らの「食」を判断し、選択する実践力の向上を図ります。 

また、健全な食生活を実践することができるよう、栄養教諭等や関係機関※と連携した

食に関する指導の充実を図ります。 

◆ 取組指標とその評価  

取組指標 
現状値 

H27 
H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 目標値 

①教育委員会から
発行している給食
だよりで、生産者
の情報を盛り込ん
だ記事を掲載した
回数（回） 

— 未実施 ３ ３ ３  年 ３ 回 以 上  

②栄養教諭等や関
係 機 関 ※ と 連 携 し
た授業等を実施し
た学校数（校） 

－ 
小 38 
中 19 

（57） 

小 38 
中 21 

（59） 

小 38 
中 21 

（59） 

小 37 
中 22 

（59） 
 

全小中学校 
（５９校）  

※ 関係機関…市農水振興課・健康づくり課、市教育委員会学校教育課など 

・取り組み指標①・・市内で作られている里芋（県地区）、白菜（県地区）、みかん

（河原田地区）の栽培の様子などを紹介しました。今後も、給食に使用する食材を

とり上げていきます。 

・取り組み指標②・・栄養教諭等が配置されていない学校では、配置校から出向く栄

養教諭等との連携だけでなく、関係機関との連携を図ることで、専門性を活かした

食育の取組を進めています。 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

（１）学校給食の充実 

 ○ 栄養バランスのとれた給食の提供 

学校給食では、成長期にある児童 

生徒に栄養バランスのとれた豊かな 

食事を提供することにより、心身の健全な発達を図っています。 

 

                      

    

 

 

○ 地産地消の推進 

小学校給食では、「みえ地物一番給食の日」や「四日市ふるさと給食の日」を中心

に、地場産物を優先的に使用するほか、日本の伝統料理や郷土料理をとり入れていま

区分 小学校 中学校 

実施校数 3７校 22 校 

対象人数 １５,８６５人 ７,８７１人 

実施回数 18９回 180 回 

給食費 月額(高)4,６00 円(低)4,４00 円 １食３００円 

小学校給食 中学校給食 

学校給食の概要 

（令和元年５月１日） 

H30 までは全 60 校（小学校 38 校）、R1 からは全 59 校（小学校 37 校） 
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す。また、生産農家を招待した交流給食や給食だよりへの生産者情報の掲載などを通

して、子どもたちの地元への愛着心を育んでいます。 

○ 中学校デリバリー給食の充実 

中学校では、家庭弁当との選択制で、デリバ

リー方式の給食を実施しています。給食を教材

とした食育を進めることや、給食を利用したこ

とのない生徒が利用するきっかけとなるよう、

全員喫食や試食会の取組を進めています。 

また、給食の献立についても、生徒考案のメ

ニューやアンケートでの人気メニューを取入れ

るなど、より一層の内容の充実を図っています。 

（２）食に関する指導の充実 

○ 学校給食を活用した取組 

各学校の「食に関する指導計画」に基づき、多くの学校で学校給食を活用した食

の指導が行われています。小学校では、給食室を見学したり、給食に使用される地元

野菜について学習したりしています。また、中学校においても、デリバリー給食を活

用して、教育委員会が作成したその日のメニューに関する「給食指導資料」を、昼食

時間に放送委員が紹介するなど、小中学校ともに、生きた教材である学校給食を活用

した食の指導の充実に努めています。 

○ 栄養教諭等や関係機関との連携 

小学校に配置されている１８名の栄養教諭等は、小学校だけでなく中学校にも出向

いて食育を推進しています。また、種苗に携わる専門家から、土づくり、種まき、収

穫、調理といった一連の野菜づくりを体験する活動や、料理人やパティシエから「塩

味」「酸味」「苦味」「甘味」「うま味」といった「味の基礎」を学ぶ出前授業など、関

係機関と連携した取組も増えてきています。 

 

◆ 今後の方向性 

（１）学校給食の充実 

○ 学校給食が食育を推進する上での「生きた教材」となるよう、生産者等と連携した

地産地消の取組を進め、食事内容のさらなる充実をめざします。また、「食物アレル

ギー対応マニュアル」に基づき食物アレルギーを有する児童生徒への対応を行うこと

で、安全安心な学校給食の提供に努めていきます。 

○ 中学校では、成長期にある中学生によりふさわしい給食を提供するとともに、給食

を通じて食育や地産地消を推進するため、全員喫食を前提とした食缶方式による中学

校給食の令和５年からの導入に向けて、具体的な事業推進を図っていきます。 

（２）食に関する指導の充実 

○ 栄養教諭等や関係機関、地域の食育推進団体等との連携を深め、専門性の高い食の

指導の充実に努めます。 

○ 学校給食や関連教科等で地場産物を生きた教材として活用したり、栽培活動や調理

体験、生産者との交流など、体験的な活動を充実させたりすることで、実践的な取組

の強化につなげます。 

〇 学校や地域において、自発的に食べ残しのない食生活が実践できるよう、環境教育

と関連させた取組を進めます。 

生産者との交流の様子 
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防災ノート（第７版） 

４ 安全教育の推進 
◆ ねらい  

自他の生命の尊重を基盤として、自ら安全に行動し、他の人や社会の安全に貢献でき

る資質や能力を高めるとともに、安全な環境づくりについて、積極的に取り組むことので

きる子どもを育てます。 

また、危険予測能力の向上を目指し、関係機関と連携した様々な体験活動を生かした

安全教育の充実を図ります。 
 

取り組み指標 
現状値 

H27 
H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 目標値 

交 通 安 全 教 室 、 防 犯 教 室

（ 訓 練 ）、 防 災 ・ 避 難 訓 練

の い ず れ か を 家 庭 ・ 地 域 ・

関 係 機 関 と 協 働 し て 実 施 し

た学校数（校） 

－ ６０ ６０ ６０ ５９  
全 小 中 学 校  

（ ５ ９ 校 ）  

全校において、家庭・地域・関係機関と協働した安全教育を実施できました。今後も、

継続して体験的な活動を取り入れた安全教育を推進します。 

災害安全 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

（１）家庭・地域・関係機関との連携を図った安全教育 

○ 「防災ノート」「家族防災手帳」を活用した防災教育の推進 

近い将来に発生することが危惧されている南海トラフ地震などに対して、家庭

での防災意識を高めたり、災害に対して十分な対策（備え）をしたりすることが

大切です。そのため、防災担当者研修会等を通して、防災ノートや家族防災手帳

を活用した指導について理解を深め、それらを授業で活用することで、児童生徒

が学んだことを家庭でも共有し、地域の防災力の向上につなげていけるよう働き

かけています。 

 

 

 

 

 

 

○ 防火教室（全小学校）・防災教室（全中学校）の実施 

 防災訓練 

（地震・火災） 

地域と連携 

防災の学習 防災訓練 防災に関する話し合い 

小学校（37 校） ３７校 ２８校 ２１校 ７校 

中学校（22 校） ２２校 １０校 １２校 ４校 

防火教室では火事、煙のおそろしさや対応の仕方などを、また、防災教室では災害時

の自分の命を守る行動や災害の際の手当の仕方や傷ついた方の搬送の仕方などを、体験

活動や実技を通して、実践的な取り組みを進めています。 

 

H30 までは全 60 校、R1 からは全 59校 

家族防災手帳 
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３ 

○ 災害に応じた避難訓練の実施 

避難後に津波警報が発表されたことによる第二次避難訓練や地域によっては土

砂災害、洪水浸水被害を想定した訓練などを行っています。また、J アラート等の

弾道ミサイル情報が発信された際の行動について学習を進めています。 

このように、各校が立地条件等を考慮しながらの訓練を実施し、災害時に主体

的に行動することができる子どもの育成を図っています。 

○ 地域と連携した防災学習 

地域の防災担当者と大雨の際に土砂くずれや水路 

の増水等が起こる危険性のある箇所を確かめる防災 

タウンウォッチングや、地区防災協議会と保護者が 

連携して実施する「地区防災フェスタ」において、 

簡易トイレの作成や発電機の捜査の仕方、毛布を使っ 

た担架の作り方講習を行うなど、各地域で工夫した 

取り組みが行われています。 

ま た 、 地 域 の 中 学 生 が 、 避 難 所 の 本 部 で 指 示 を

出 し た り 炊 き 出 し を行 っ た り と 、 積 極 的に 参 加 す

ることが多くなってきています。 

○  防災コーディネーター等との連携 

主に小学校において、防災を体験的に学習すること、 

災害のイメージや減災への創造力を培い、自分を守る 

力と生きる力、助け合う力を身につけ、防災の担い手 

を育成することを目的に、防災コーディネーターと 

連携した土鍋による炊き出し訓練が行われています。 

また、多くのボランティア経験を持ち、児童生徒と

も年齢の近い「学生機能別団員」による防災講習を実

施した学校もあります。 

 

◆ 今後の方向性 

○ 引き続き、「防災ノート」や「家族防災手帳」を有効利用し、児童生徒が保護者

と一緒に考えられる取り組みを位置づけます。 

○ 幼こ保小中と家庭、地域が連携を図り、各々の役割を共有することで、様々な状

況を想定した防災訓練や、引き渡し訓練の充実に努めます。 

○ 就学前から中学校まで、系統的な防災教育をより一層推進します。特に、中学校

では、生徒が地域防災の担い手となることができるよう、共助の意識や実践力を

高めていきます。  
 

交通安全  

◆ 具体的な施策の現状と課題 

○ 令和元年度 交通事故発生件数の推移 

令和元度に発生した交通事故は８８件とな

り、昨年度（１０６件）と比較して１８件減少

するという結果になりました。 

市内の小中学生の交通事故発生状況は、最近

５年間で見てみると最も少なくなりました。 

129
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５年間の交通事故発生件数の推移(件 ) 

 

 

地域と連携した防災訓練 

地域と連携した防災訓練 

63



 

 

３ 

月別では、学期初め（４～５月、９月、１月）と年末（１２月）に多くなって

います。また、時間帯別でみると、登下校時や夕刻に多く事故が発生しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 自転車乗車中の事故 

「路上通行不注意」「飛び出し」が事故原因の約４５％を占めていました。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 交通安全教室の取り組み 

各校では、交通安全教育を年間指導計画に位置づけています。実施の際には、

関係機関と連携し、学校の規模や地域の実情に応じて、体験活動を重視しなが

ら交通安全指導を行っています。 

 
実 施  
校 数  

連携した関係機関 主な実施内容 

警察 自 動 車 学 校  そ の 他  
シミュレーターを使った正し
い自転車の乗り方指導や正し
い歩き方の実技体験、腹話術
を使った講話等。  

小学校 
（３７校） 

３ ７  ２ ２  ６  １ ２  

中学校 
（２２校） ２ ２  １ ０  ３  １ １  

 

「令和元年度学校安全に関する行政資料作成に係る調査（令和２年１月実施）より」  

※その他は、交通安全協会、四日市市交通安全協議会（とみまつ隊）等と連携し実施  

 

○ 子どもたちの安全を見守る体制 

学校・家庭・地域などが連携した登下校の安全指導

が多くの地域で行われています。家庭や地域の方々か

らのご協力のおかげで、児童生徒が安全・安心に登下

校できています。 
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交通安全教室の実施状況 

登校時の見守りの様子 
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３ 

◆ 今後の方向性 

○ 交通安全教室について、今後も各学校で関係機関と連携して取り組みを進め、交

通事故防止に向けて、交通ルールを守ろうとする意識の向上を図ります。 

○ 自転車乗車中の事故件数が全体の７３％となっており、今後も「自転車安全利用

五則」の徹底など、交通安全指導に力を入れていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 「路上通行不注意」「飛び出し」が事故原因の大半を占めていました。今後も家

庭や関係機関と連携して、「交差点では人や車が出てくるかもしれない」といった

ように、子どもたちの危険予測能力を育成するとともに、交通マナーとして、「人

とすれ違う時にはスピードを落とす」「自転車を降りて歩く」等、「他者への思い

やりの心」を育む指導を続けていきます。 

 

生活安全 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

○ 防犯教育 

防犯訓練（不審者侵入対応訓練）、防犯教室を警察等と連携を図って実施してい

ます。また、「子ども防犯等情報データベース」を活用して、各学校園及び地区市

民センターなどで不審者情報等を共有し、防犯の指導に生かすとともに、緊急な

情報共有が必要な場合は、四日市市学校・園情報

メール配信システム（すぐメール）により情報を

保護者等の関係者に配信し、子どもの安全啓発に

努めています。 

≪防犯訓練・教室の実施状況（実施校数）≫ 

 

 

 

 

 

○ 学校事故の状況 

平成２８年度から学校事故の件数は、減

少しています。主な要因としては、体育

科・保健体育科の授業(小中)、休憩時間

(小)、部活動(中)における学校事故件数の

減少が挙げられます。授業や業間活動にお

いては、各校で指導者が安全管理に対する

意識が高まってきたことがその要因の一つ

として挙げられます。 

 防 犯 訓 練 ・ 教 室 の 実 施  

小学校 ３１ 

中学校 １４ 
親子防犯教室の様子 

2109 2018 1892 1862

1000

1500

2000

2500

H28 H29 H30 R1

4年間の学校事故件数の推移
（件）  

【自転車安全利用五則】 
① 自転車は、車道が原則、歩道は例外（１３歳未満は歩道通行可） 
② 車道では左側を通行 
③ 歩道では歩行者優先で、車道寄りを徐行 
④ 安全ルールを守る（二人乗り・並進の禁止、夜間はライト点灯、交差点

での信号遵守と一時停止・安全確認） 
⑤ ヘルメット着用  
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３ 

＜場所別・場合別発生件数＞：令和元年度日本スポーツ振興センターに報告した事故  
○ 場所別の事故発生状況    

校舎内（体育館を含む）での事故が４９％を

占め 、校舎外 の運動場・ 校庭での 事故は全体 の

３５％を占めています。 

○  場合別の事故発生状況 

体 育 科・保健体育科を 含 む 各 教 科 中 の 事 故 が

２９ ．７％で 最も多く、 次いで課 外活動中の 事

故が２８．９％という結果となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 安全点検及び安全指導 

子どもたちをはじめ学校で活動する全ての人たちが、安全・安心に活動できる

よう、定期的に教育施設・設備の点検整備を月１回実施したり、また、学校行事

等の際に臨時の安全点検を実施したりしています。また、過去に起こった重大事

故や「ヒヤリ・ハット体験」を分析し、事故の原因や事故後の対応、また、指導

内容や施設設備の改善等、教職員で共通理解を図った安全点検や安全指導を実施

しています。 

 

◆ 今後の方向性 

○ 不審者の校内侵入や声かけ、連れ去り等への対応について、子どもや地域の実情

に応じた様々な場面を想定した訓練等を、関係機関と連携して実施することで、

防犯の意識を高めます。 

○ 危険予測能力の向上を目指し、子どもの実態や地域の状況に応じて、関係機関と

連携しながら体験活動を生かした安全教育の充実を図ります。また、日頃から身

の回りの安全に対する意識を高め、各教科・特別活動・総合的な学習の時間等と

の関連を図りながら、問題解決に向けて取り組む力を育む授業などを行い、安全

意識の高揚を図ります。 
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教職員の危機管理意識の向上 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

○学校安全・防災担当者研修会 

第１回（令和元年４月実施）では、ネットモラルや家族防災手帳の有効活用

など、家庭や地域との連携の重要性について、研修を深めました。また、第２

回（令和元年８月実施）では、四日市大学の鬼頭浩文教授を招き、災害時の学

校避難所運営における教職員の役割について、東日本大震災の事例をもとに、

研修を行いました。 

○「ヒヤリ・ハット体験」の調査・分析 

過去に、学校で起こった事故や校区内で起こった事故を調査・分析することで、

事故の原因や事故後の対応、また、子どもへの指導内容や施設設備の改善等、今

後の取り組みを充実させることにつながりました。 

○「学校・園防災マニュアル」の作成及び見直し 

災害発生時に的確な避難行動ができるように、教職員の役割分担や避難経路図、

地震発生時に「だれが」「どのような行動をとるのか」を明記した緊急対応図等を

示しています。また、災害時に学校が避難所となった際の役割について示してい

ます。 

 

◆ 今後の方向性 

○ 自校の重大事故や「ヒヤリ・ハット体験」を分析し、共通理解を図った安全指導を

継続して実施します。また、不慮の事故が発生した場合、混乱せず、迅速かつ的確な

対応ができるよう、全教職員の共通理解と協力の下、万全の体制の確立に努めます。 

○ 通学路の危険個所点検の観点などの対応を加えた「四日市市学校防災対策ガイドラ

イン」（令和元年８月版）に基づき、市危機管理室と情報の共有を図りながら「学

校・園防災マニュアル」の見直しを進め、教職員が災害発生時に迅速で的確な行動が

とれるよう改善に努めます。 

○ 学校安全・防災担当者研修会を開催するとともに、防災に関する基礎的な知識を取

得する機会や情報の提供を積極的に行っていきます。 
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基本目標４ 学校教育力の向上 

学校経営の充実や教職員の資質・能力の向上、安全・安心な教

育環境の整備を図るとともに、連携を生かした教育や個々のニー

ズに応じた教育を推進し、学校全体の教育力を高めます。 

 

１ 学校経営の充実 

２ 教職員の資質・能力の向上 

３ 幼保小中の連携を生かした教育「学びの一体化」の充実 

４ 安全・安心で、より良い教育環境づくり 

５ 特別支援教育の充実  

６ 多文化共生教育の充実 
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４ 

１ 学校経営の充実 

◆ ねらい 

各学校が教育目標達成のために策定した「学校づくりビジョン」の実現に向け、組織

マネジメントを充実させるとともに、教職員個人の資質・能力の向上を図ります。また、

「チーム学校」の取り組みを推進することにより、子どもの実態や地域の特色を生かした

教育の充実を図ります。 

◆ 取り組み指標とその評価  

取り組み指標 
現状値 

Ｈ27 
H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 目標値 

学 校 自 己 評 価 ・ 学 校 関 係
者 評 価 の 実 施 に よ り 学 校 経
営 の 改 善 を 図 っ た 学 校 数
（校） 

６０ ６０ ６０ ６０ ５９  
全小中学校 
（５９校） 

＊継続 

全校において、学校自己評価・学校関係者評価を活用して学校経営の改善を図ってい

ます。今後も適切に評価・改善を実施していきます。 

◆ 現状と課題 

（１）学校づくりビジョンの点検と検証 

本市の教育大綱の理念をふまえ平成２８年度に示された「第３次四日市市学校

教育ビジョン」に基づき、各学校が「学校づくりビジョン」を策定しています。

内容は、ホームページや学校だより等を通して、保護者･地域にお知らせしてい

ます。各校では、学校づくりビジョンの実現に向けて、地域の特色を生かした教

育活動を継続的に実施するとともに、その結果に対して評価及び改善を行い、地

域から信頼される学校づくりの推進に努めてきました。 

○  「四日市市学校評価システム」による学校評価の充実 

「学校評価ガイド」に示された「四日市市学校評価システム」に基づいて各学

校・園が自己評価及び学校関係者評価を実施しています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜四日市市学校評価システム＞  
  学校づくりビジョンの達成を目指した学校経営を推進するために、各学校・

園が行う自己評価及び学校関係者評価を合わせたものです。評価の構成は、以

下のようになっています。 

 

  
  

学校づくりビジョンの重点目標に基づく評価（自己評価書） 

学校教育活動、学校経営の評価（学校教育指導方針に基づく評価） 

 

学校関係者評価（保護者・地域住民等が行う評価） 

自己評価 

学校関係者評価 

＋ 

H30 までは全 60 校、R1 からは全 59 校 
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４ 

○ 自己評価の実施 

自己評価書では、学校・園づくりビジョンの重点目標に基づく評価について、

学校・園として「力を注ぎたいこと」「当面している具体的な問題」に絞って評価

項目を設定し、４段階評価を行っています。設定した短期目標や取り組み内容の妥

当性について、適当であったかを検証し、次年度の目標設定につなげます。 

※各学校・園の自己評価書は、教育委員会のホームページに掲載しています。 

 

○ 学校・園教育活動の評価の実施 

学校・園教育活動の評価は、本市学校教育指導方針に基づき、学校・園が取り

組むべき活動内容について自己評価するものです。第３次学校教育ビジョンより、

基本目標１～６（下記参照）について評価を行いました。各学校・園では、評価結

果をもとに改善点を次年度の教育活動へ反映させ、学校・園づくりビジョンの達成

に向けて取り組みを進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 学校・園経営の評価 

学校・園経営の評価は、現在の手法 

や手段のどの部分が適切で、改善点は 

どこかなど組織としての「強み」｢弱 

み｣を、学校・園自らが認識するため、 

4 段階で評価を行っています。 

右の表「⑥ＰＤＣＡサイクル・仕事 

の進め方」では、教職員の働き方改革 

の議論を踏まえ今後改善すべき項目で 

あることがわかります。前例踏襲から 

の脱却やスマート会議の実施など、評 

価結果を生かし取り組みの精選を行う 

ことで、より効果的なＰＤＣＡサイク 

ルの確立を進めます。 

 

【基本目標についての評価】（左表） 
 
【基本目標１】 

確かな学力の定着 
【基本目標２】 

豊かな人間性とコミュニケーション 
能力の育成 

【基本目標３】 
健康・体力の向上 

【基本目標４】 
学校教育力の向上 

【基本目標５】 
地域とともにある学校づくり 

【基本目標６】 
四日市ならではの地域資源を生かした 
教育の推進 

＜ ４ 段 階 で 評 価 を 実 施 ＞  

【学校経営の評価】（下表）  

＜ 4 段 階 で 評 価 を 実 施 ＞  
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○ 学校関係者評価の実施  

本市においては、四日市版コミュニティスクールでは、「運営協議会」が、

それ以外の小・中学校、幼稚園、こども園では、「学校・園づくり協力者会議」

が学校関係者評価を行っています。この取り組みを通じて、教職員や保護者、

地域住民等が学校運営について意見交換し、学校の現状や課題意識を共有する

ことにより、相互理解を深め、その達成に向けて、保護者、地域住民等と、連

携・協働を図っています。各校では、学校関係者評価で得られた意見を、次年

度の学校教育活動の改善につなげています。 

各校の学校づくりビジョンは「児童・生徒の状況、地域の状況」を考慮して、

全教職員の共通理解のもと作成されています。 

 
＜学校づくりビジョンおよび家庭や地域との連携の取り組み状況＞ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 学校公開日の取り組み、学校だよりやホームページの活用 

市内全小・中学校では、公開授業、運動会・体育祭等の教育活動が、保護者

や地域に公開されています。さらに、日常的な教育活動についても、学校だよ

りやホームページにより積極的に発信され、保護者や地域の理解を得ています。 

○  ゲストティーチャー等学習支援活動の充実 

直接地域の方からお話を聞かせていただいたり、指導いただいたりすること

は子どもたちにとって貴重な学習の機会となっています。地域の方々による学

習支援活動を通じ、子どもたちや教職員は地域の方々に理解され支えられてい

ることを実感しています。 

 

（２） 組織マネジメントの推進 

○  人事評価制度の効果的な活用 

人事評価制度を活用して、個人面談等の対話を重視し、教職員の能力・意欲

の向上及び組織力の向上につなげています。一人一人のメンバーのやりがいと

主体性を引き出し「チームとしての力が高い組織」をつくり、学校の組織マネ

ジメント力を高めています。 

○  教職員研修の充実 

長期休業日等を利用して、学校経営・組織マネジメントに関する研修を設定

し、主体性を生かした学校経営を支援しています。各校では、様々な役割と経

験年数、専門性を持った教職員が協働し、学校づくりビジョンの目標実現に向

けて、主体的に行動する体制を整えています。 

「学 校 づくりビジョン」に基 づいて、教 育 課 程 を編 成
し、教 育 活 動 を実 施 することができた 

学 校 は、家 庭 や地 域 社 会 の関 ⼼ やニーズを理 解
し、それに応 えながら、協 働 連 携 することができた 
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○ カリキュラム・マネジメントの充実 

新学習指導要領等の実施に向けて重要となるポイントの一つとして、以下のよ

うなカリキュラム・マネジメントの視点が挙げられています。 

① 各教科等の教育内容を相互の関係で捉え、学校教育目標を踏まえた教科等横断

的な視点で、その目標の達成に必要な教育の内容を組織的に配列していくこと 

② 教育内容の質の向上に向けて、子どもたちの姿や地域の現状等に関する調査や

各種データ等に基づき、教育課程を編成し、実施し、評価して改善を図る一連の

ＰＤＣＡサイクルを確立すること 

③ 教育内容と、教育活動に必要な人的・物的資源等を、地域等の外部の資源も

含めて活用しながら効果的に組み合わせること 

以上のような３つの視点から、教育課程に基づき組織的・計画的に教育活動の

質の向上を図っています。 

○  安全・安心な学校づくり 

「 四 日 市 市 学 校 防 災 対 策 ガ イ ド ラ イ ン 」（ 令 和 元 年 ８ 月 版 ） に 基 づ き 、 家

庭・地域と連携した防災教育・防災対策を進めています。ガイドラインでは、

大雪や洪水・土砂災害、Ｊアラート等の緊急情報への新たな対応を加え、担当

者を集めて研修会を行っています。各校では、専門的な知識や技能、豊かな経

験を持つ地域人材を有効に活用し、特色ある教育活動が行われています。こう

した活動を継続的に行っていくためにも、今後も学校と地域とをつなぐ体制づ

くりを整えていきます。 

 

（３）学校事務の効果的な管理 

○  各校の特色ある学校運営にかかる必要経費のヒアリングを実施し、学校づく

りビジョンの実現に向けて学校財務の効果的な運用を図っています。また、

学校間での情報共有を行うことで備品等学校財産を効果的に活用しています。 

 

◆ 今後の方向性 

○ 新学習指導要領では、「社会に開かれた教育課程」が目指すべき理念として

掲げられており、学校教育を学校内に閉じずに社会と共有・連携していくこ

とが求められます。各校は、四日市ならではの地域の特色を生かした教育活

動の推進に向けて、「人的・物的資源の活用・組み合わせ」「教科横断的な視

点からの教育内容の配列」の側面から、カリキュラム・マネジメントの機能

を高めた取り組みを進めます。 

○  各校では、ＰＤＣＡサイクルをもとに、学校評価や学校関係者評価の結果 

を反映させながら、組織的・計画的に教育活動の質の向上を図っていくことが

求められています。地域の実情も踏まえた実効性のある学校評価となるよう働

きかけていきます。 

○  学校関係者評価が、保護者や地域の方々と共によりよい学校をつくるための

取り組みになるよう、学校だよりやホームページを活用した情報提供をより一

層進めていきます。 

○  学校全体の組織力、教育力をより一層高めるためにも、人事評価制度を効 

果的に活用していきます。 

○  統合型校務支援システムの効果的な運用を図ることで、教職員の事務効率 

を高め、子どもと向き合う時間の確保に努めていきます。 
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学校業務の適正化 

◆ 現状と課題 

 現在、学校業務は複雑化・多様化しており、教員が授業等の業務に専念しづらい

状況にあることは全国的な課題となっています。また、教職員の長時間勤務の解消

は喫緊の課題となっており、時間外労働時間を年間３６０時間以内とすることが、

国及び県の規則で定められました。本市においても教職員の長時間勤務が常態化し

ている現状を重く受け止め、平成３０年度から「学校業務サポート事業 ※ １ 」を立ち

上げ、取組を進めています。 
※ １  学 校 業 務 サ ポ ー ト 事 業 …  学 校 業 務 ア シ ス タ ン ト ※ ２ の 配 置 、 部 活 動 協 力 員 ※ ３ 配 置 に つ い て 効 果

を 検 討す るな ど 、学 校の 働き 方 改革 実現 に 向け た様 々な 取 組  

 ※ ２  学校 業 務ア シス タン ト …印 刷業 務 、デ ータ 入力 等 、教 職員 の 業務 を補 助す る 臨時 職員  

 ※ ３  部 活動 協力 員… 部活 動 運営 のサ ポ ート 、顧 問不 在 時の 見守 り 等を 実施 する 臨 時職 員  

 ※ ４  部 活動 指導 員… 部活 動 にお いて 専 門的 な技 術指 導 を行 う臨 時 職員  

＜時間外勤務時間平均値（１か月あたり ４月～３月）※数値の単位は時間  ＞          

 

 

 

 

 

<年間３６０時間を越える時間外勤務を行った教職員の割合＞（Ｈ３０年４月～Ｒ２年３月） 

                      

 

 

 

 

 

 

 

  

授業準備や児童生徒と向き合う時間を確保するため、本年度、学校業務アシスタントの

全校配置や、時間外のオートメッセージ機能付電話の導入等の取組を進めた結果、市全体

として教職員の時間外勤務時間を縮減できました。また、「定時退校日」「部活動休養日」

の設定が定着したことも、長時間勤務者を減らすことができた要因となっています。 

しかし、年間７２０時間を超える時間外勤務を行っている教職員が小学校で約１０％、

中学校で約３０％存在しています。 

◆ 今後の方向性 

○ 各学校における学校行事等の教育活動の精選や、ＩＣＴを活用した授業づくり及び

業務改善を推進して、勤務時間の是正を図っていきます。 

○ 教職員の日常的な教育事務に係る負担を軽減するための校務支援システムの活用、

部活動の負担軽減を目指した部活動指導員配置の研究、令和元年度末に策定した「四

日市市の公立学校における働き方改革取組方針」の教職員への周知等、より実効性を

高める取組を進め、さらなる長時間勤務削減を目指していきます。 

  H30 R1 縮減 率  

小学校 43.7 38.4 12.2% 

中学校 58.6 50.7 13.5% 

86.7%

48.9%

84.3%

33.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

361時間～

721時間～

中学校

R1 H30

73.9%

18.5%

66.6%

10.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

361時間～

721時間～

小学校

R1 H30
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２ 教職員の資質・能力の向上 

◆ ねらい  

教育への情熱、豊かな人間性や確かな教師力を持った教職員を育成するために、校・

園内研修の充実、教職経験年数（ライフステージ）や職務に応じた資質・能力の向上を目

的とした教職員研修の充実、研究協議会活動の充実を図ります。 

また、校・園内研修においては、教職員の実践的指導力の向上を図るため、学校にお

けるＯＪＴの活性化を支援します。 

◆ 取り組み指標とその評価  

取り組み指標 
現状値 

Ｈ27 
H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 目標値 

教 頭 及 び ミ ド ル リ ー ダ ー の
た め の 研 修 会 の 年 間 実 施 回
数（回） 

7 7 ８ １１ 1０  
年間 

１０回 

  教頭対象研修４回、ミドルリーダー等対象研修（キャリア教育、学校マネジメント、

学校・学級経営、学校業務改善等）を６回実施し、目標値を達成しました。今後も、リ

スクマネジメント、法規などをテーマに、研修会の内容を充実していきます。 

校・園内研修の充実 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

 ○校・園内研修の現状 

  すべての学校・園において、学校・園づくりビジョンに基づいた研修テーマを設定

し、授業研究を中心とした校・園内研修の充実が図られています。各教職員が授業公

開を通して、相互研鑽する研修が定着しています。また、外部講師や指導主事等を定

期的に招き、客観的で専門的な指導を授業改善に生かそうとする学校・園が増えてい

ます。そうした研修による学びをより効果のあるものとするためにも、ＯＪＴの活性

化等、互いに指導方法を高め合うより実践的な校・園内研修の推進が望まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 
 
 

〈平成３１年度（令和元年度）全国学力・学習状況調査 学校質問紙より〉  

63.2

81.8

70.1

78.4

35.4

18.2

29.2

21.6

1.4

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国（中）

四日市市（中）

全国（小）

四日市市（小）

よくしている

どちらかというとしている

どちらかというとしていない

校長のリーダーシップのもと、研修リーダー等を校内に設け、校内研修の実施計画を整備する

など、組織的、継続的な研修を行っていますか
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〇三重大学教育学部等との連携による校・園内研修会の実施回数 
（  ） 外 は 総 数 、（  ） 内 は 三 重 大 学 教 育 学 部 以 外      

 

 

学 習 指 導 ・  

授 業 づ く り  

生 徒  

指 導  
道徳 

健 康 ・  

体 力 向 上  
特 別 支 援  その他 合計 

幼 稚 園 ・ こ ど も 園  0 0 0 １  １０(２) ８  １９(２) 

小学校 ３８ 0 0 0 １  ０ ３９  

中学校 １ 0 ２（１） ０ ５ 0 ８(１)  

合計 ３９ 0 ２（１） １ １６(2) ８   ６６(３) 

  三重大学教育学部を中心に、大学教員を各校・園に招いて研修の充実に努めていま

す。同じ大学教員から、年間を通して継続した指導・助言を受けて実践を進めること

によって、研修を深めています。 

〇指導主事の派遣 

 

各校・園から要請を受け、各種研修会等における助言や指導のために指導主事が学

校・園を訪問しています。要請以外にも、随時、学校・園を訪問し、若手教員等への

指導や助言、相談に応じています。また、指導主事は関係機関と学校との調整にも努

めています。 

◆ 今後の方向性  

○ 校・園内研修において、組織的・計画的な研修体制のも

と、研修テーマを共通認識したり、事後検討会における討

議のテーマ設定や検討会のもち方を工夫したりする等、効

果的な研修の取り組みが推進されるように、今後も支援を

継続していきます。 

○ 学校のニーズや、今日的な課題（問題解決能力や学力の

向上のための授業づくり、道徳科授業づくり、ＩＣＴを

活用した授業づくりやプログラミング教育、特別支援教

育等）に応じた内容ついて、各校・園を訪問して助言や支援を行っていきます。 

○ 各種研修会への積極的な参加を促すとともに、校園内で研修内容の共有化が進むよ

う働きかけます。また、優れた実践事例を市内で共有するため、各校の公開授業研究

会を紹介し、積極的な参加を呼びかけます。 

月  4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 合 計  

回 数  9 31 84 32 101 20 83 73 17 39 34 8 531 

課 題 づ く り 研 修 会 の 様 子  

56

81.8

75.2

81.1

40.4

18.2

24.1

18.9

3.5

0

0.5

0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国（中）

四日市市（中）

全国（小）

四日市市（小）

よくしている

どちらかというとしている

どちらかというとしていない

まったくしていない

模擬授業や事例研究など，実践的な研修を行っていますか
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ライフステージに応じた教職員研修の充実 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

○「教師力向上のために」等を活用した研修計画と振り返り 

「教師力向上のために」等を活用し、管理職との期首面談を通じて、個人目標、

その達成に向けての具体的な取り組みを計画します。各自の課題や研修テーマに

応じた研修を実施し、管理職との最終面談では、取り組みを振り返り、自身の課

題についての考察に生かしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○教職員研修の現状（講座数・回数、参加者数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

教職員研修講座の講座数・回数については、教職員の働き方改革の視点で精選に取り

組みました。 

教職員が、それぞれの研修計画に基づいた講座選択

ができるように、教職経験年数（ライフステージ）に

応じた講座の充実を図り、各ライフステージに応じた

講座、自己の課題に見合った講座を受講できるように

しています。（ライフステージは今年度から三重県教育

委員会の設定に合わせて変更） 

・若手教員研修（対象５９人・必修講座４回） 

・ミドルリーダー教員研修 

（対象２３人・必修講座３回、選択講座２回） 

外 部 講 師 に よ る 示 範 授 業 の 様 子  
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また、学校を会場として、放課後１～２時間程度の研修会（教員スキルアップ研

修）や他の教員の授業や外部講師による示範授業を基にした研修会、「ガイドブッ

ク」活用推進協力校による公開授業研究会を開催することで、「問題解決能力向上

の授業づくり」や、授業改善について具体的に学ぶ機会となりました。 

教職員一人一人の指導力を向上することができるように、今後も研修講座の充実

を図っていきます。 

◆ 今後の方向性 

○ 受講対象者に応じて研修のねらいを明確にした研修

講座を実施することで、各ライフステージや職務に応

じた教師力の向上を図ります。研修で学んだことを学

校での教育実践で活用できるよう、参加・体験型の研

修をより多く実施し、教員の理解と実践力につなげ確

かな教師力を育成します。 

○  教職員の世代交代に伴い、教科指導・生徒指導等、

指導方法等の継承が急務となっています。学校の OJT

が有効に機能し、継承が推進するよう支援していきま

す。 

○ 教職員の社会性を高めたり、「社会に開かれた教育課

程」を実現したりするために、企業や大学、その他さ

まざまな職種の講師を招聘した研修講座を開催してい

きます。 

○ 学校運営の中核を担う教頭及びミドルリーダーが、 

教育課題の解決を図る組織づくりのリーダーとしての意識を高め、指導力を向上で

きるよう、研修講座の充実を図ります。  

研究協議会活動の充実 

◆ 具体的な施策の現状と課題  

四日市市・三重郡内の幼稚園・こども園、小・中学校の教職員は、３４ある三泗教

育研究協議会のいずれかに所属し、それぞれに研修テーマを深めるため、勤務地を越

えて主体的な研修活動に取り組んでいます。各研究協議会活動の母体である「三泗教

育研修運営委員会」が、各研修活動の事業及び運営を調整しています。また、研究協

議会おいては、OJT を含めた各校園の研修活動とも連携をとっています。このような主

体的な研修組織は全国的にも大変特色あるものです。 

 

〇 研究協議会の活動 

各研究協議会では、「一人一人の子               

どもを見つめる教育」「地域に根ざし  

た教育」の充実を目指し、意欲的・ 

自主的な教育研究を進めています。 

年間７回（5、6、10、11、12、1、   

2 月）の定例日を設定し、授業研究を  

各領域 協議会数 授業研究数 

小学校教科別 １０ １８ 

中学校教科別 １０ １９ 

専門別 ５ ５ 

課題別・問題別 ９ １２ 

合 計 ３４ ５４ 

演 習 型 の 研 修 の 様 子  

参 加 型 の 研 修 の 様 子  
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中心に、実践発表、実技研修等の研修会を実施しています。特に、６月と１１月は、

「授業研究月」と位置付け、実際に授業を見合うことで、授業づくりについて活発に

協議することができました。 

また、幼稚園・こども園と小学校、小学校と中学校の研究協議会が連携して合同

開催する月もあります。相互参観による授業研究や指導法の共有により、学びの連

続性・系統性を重視しています。 

 

○  教育講演会、教育研究大会（課題別・問題別、教科別・専門別） 

 教育講演会、課題別・問題別教育研究大会では、今日的な課題に対するテーマを設

定し、保護者も参加できる形態の研修会を実施しました。 

教育講演会では、講師から『へいわってどんなこと？～子どもたちと考える命と

平和～』と題し、ご講演いただきました。「戦争は、子どもは起こさない。大人が起

こす。巻き込まれるのは子ども」や、「子どもは命に順番をつけない。人にも虫にも

話しかける」という話を聞くことで、平和に関する教育についての考え方や、子ども

へのかかわり方などを改めて見つめ直すきっかけとなりました。 

 教科別・専門別教育研究大会では、講師を招聘して専門性を深めたり、互いの実践

を交流したりして、２学期以降の授業に活かせる研修を行いました。  

 

○  研究協議会共催研修会 

 教職員の資質・能力の向上を図るため、教育委員

会と研究協議会が協働して、共催研修会を企画しま

した。この研修会では、各分野における専門家を講

師として招聘し、専門性の向上を目指した実践的な講義・演習や、課題解決につなが

る研修、参加体験型の実技研修会などを実施しました。 

 

◆ 今後の方向性 

○ 各研究協議会において、新学習指導要領に示された内容を意識した協議に重点を

置く必要があります。とりわけ、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けて、授

業改善や特色ある教育活動を展開します。 

○ 研究協議会定例会の活性化を図るために、各研究協議会代表者会において、協議

会運営のノウハウや、他の協議会の取り組みの工夫を共有する機会を持ちます。 

○ 持続可能な研究協議会の運営の実現に向けて、働き方改革の観点から、実施方法

等の見直しについて継続的に検討していきます。 
 

講演会・研究大会名 開催日 場所 参加人数 

教育講演会 8 月２１日（水）午前 
川 越 町 あ い

あいホール 
４３２人 

課題別・問題別教育研究大会 8 月２１日（水）午後 １３会場 ８７１人 

教科別・専門別教育研究大会 8 月１９日（月）終日 ２５会場 １，２９０人 

実施講座数 合計参加人数 

１５講座 １，０７９人 
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３ 幼保小中の連携を生かした教育 

「学びの一体化」の充実 

◆ ねらい 

本市独自の「学びの一体化」の取り組みにおいて、中学校区の幼稚園・保育園・認定

こども園・小学校・中学校が指導方法や指導体制を共有することにより、なめらかな縦の

接続を実現した連携型一貫教育を推進します。 

◆ 取り組み指標とその評価  

取り組み指標 
現状値 

Ｈ27 
H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 目標値 

教 育 実 践 推 進 校 区 や 中 学
校 区 英 語 推 進 校 区 等 の 指 定
校区数（中学校区） 

－ ３ ２ ２ ２  
５年間で 

延べ 
1０中学校区 

１校区（中１、小２校）を教育実践研究推進校区として指定、また、１校区を中学

校区英語推進校区として指定し、それぞれ、学びの一体化の実践的な研究を進めまし

た。今後も指導方法や指導体制のさらなる一体化を図ります。 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

（１）指導体制の一体化による生徒指導と授業改善の充実 

校区の特色や子どもたちの実態の共有、共通のテーマに基づく公開授業や各部会の

実施、従来から継続して取り組んでいるルールの統一など生徒指導体制の共通理解、

指導体制の一体化を図る取り組みが全ての校区で行われています。 

また、全国学力・学習状況調査等の学力に関する調査、全国体力・運動能力、運動

習慣等調査の結果を校区で共有、分析する取り組みも校区の実情に応じて実施されて

います。 

日常の授業づくりについては、体力の向上 

に関する取り組みが広がってきています。 

家庭学習の取り組みについては、中学校の 

学習へスムーズにつながるよう、『学びの空白 

期間をなくす』取り組みとし 

て、新中学１年生に対し、春 

休みの学習課題冊子を配付し 

ました。また、各学校では、 

子どもたちの主体的な学習を 

促すよう、個別に応じた学習 

課題に取り組める工夫も実施 

されています。【図１】 

 

 

【図 1】 

% 
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○ 乗り入れ授業による連携 

 国 語 社会 算数 理科 音楽 図工 家庭 体育 外国語 総合 学活 

H30 年度 4 4 12 8 7 0 1 11 16 2 1 

R1 年度 3 4 11 11 11 3 0 10 16 6 2 

平成３０年度・令和元年度乗り入れ授業実施教科（中学校区単位） 

 

   全中学校区への非常勤講師の配置により、全ての中学校区で中学校教員による小学

校への計画的な乗り入れ授業が行われました。昨年度に比べ乗り入れ授業の日数※ １

はやや増加し、一定数の取り組みがなされています。また、中学校教員の専門性を生

かしたＴ２※ ２での乗り入れ授業の実施が進み、乗り入れ授業実施教科は昨年度を上

回りました。 

中学校教員がＴ２で乗り入れ授業を行うことは、小学校教員にとって、専門的な視

点から教科の本質や指導技術を学ぶ機会になっています。また、中学校教員の専門性

を生かせる単元等で中学校教員がＴ１で行うトピック的な乗り入れ授業も実施してお

り、子どもたちの技能や理解を深めるとともに、中学校教員が小学校の指導からの連

続性を考えることにもつながっています。 

※１ 乗り入れ授業総日数 Ｈ２９…３９６日、Ｈ３０…３３８日、Ｒ１…３５９日 

※２ ティーム・ティーチングにおいて、主たる指導者を T1、副となる指導者を T2 としている。 

 

○ 教育実践研究推進校区の取り組み 

   令和元年度は、本市総合計画に位置づく研究校区「教育実践研究推進校区」を羽津

中学校区に指定し、「問題解決能力向上」をテーマとした研修を進めてきました。 

   本実践研究推進校区では、学びの一体化の指導体制や研究体制を基盤とした実践的

な研究を行い、その成果と課題を市全体に普及するため、本年度は、羽津北小学校と

羽津中学校で公開授業研究会を実施し、全小・中学校の学びの一体化担当教員等が参

加しました。 

   他の中学校区の研修会においても「問題解決能力向上のための５つのプロセス（四

日市モデル）」に基づいた授業研究会が行われるなど、幼保こ小中の教員、保育士が

校区の子どもたちの具体的な様子や授業・保育について研修することは定着してきて

います。  

 

○ 小学校高学年における一部教科担任制※ ３ ・ ４の実施 

＜平成３０年度＞                         （単位：校） 

 国語 書写 社会 算数  理科  音楽  図工  家庭  体育 

小 5 4 25 7 7 22 38 24 38 2 

小 6 2 24 7 5 22 38 26 36 4 

＜令和元年度＞ 

 国語 書写 社会 算数  理科  音楽  図工  家庭  体育 

小 5 4 23 6 7 23 37 27 35 4 

小 6 2 25 9 4 26 37 30 36 6 

小学校における教科担任制の実施状況（学年内の交換授業等も含む）  

※３ 平成３０年度までは３８校、令和元年度より３７校  
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   令和元年度は、理科と体育でやや増加傾向にありましたが、全体を通して平成３０

年度と比較した場合に、大きな変化は見られませんでした。 

   また、音楽、図工、家庭はこれまでと同様に担任以外の専科教員が指導にあたるこ

とがほとんどである一方、国語・社会・算数・理科・体育での教科担任制（年間を通

した交換授業、単元単位の交換授業等を含む）を実施した小学校は２７校（平成３０

年度は２５校）でした。 
※４ 一部教科担任制…小学校では一部の教科について、教員の得意分野を生かし、年間又は期間を決め、

ある学年または一部の学級を対象に実施するものを表す。 

 

（２）発達段階に応じたキャリア教育の充実 

校区で作成したキャリア教育全体計画を研修テーマに位置づけ、キャリア教育のめ

ざす力で構成した部会で取り組むなど、発達段階に応じた活動が校区の取り組みに位

置づけられてきています。幼児・児童・生徒の交流も積極的に進められ（H29…280 日、

H30…303 日、R1…315 日）、中学校区の異校種・異学年の連携を生かしたキャリア教

育の取り組みの重要性への認識が高まっています。 

 

（３）幼保こ小連携の充実 

小学校での給食体験や、授業体験、生活科の交流等、

校区の共同的な教育活動を通して、着実に定着してい

ます。【図２】 

   連携の充実のために、各校・園の指導者がスタート

カリキュラム四日市版に基づき活動を工夫しています。 

新学習指導要領のスタートに伴い、子どもの生活の

流れの中で、幼児期に育まれた資質・能力が発揮でき

る工夫を行いながら、「幼児期の終わりまでに育って

ほしい１０の姿」を踏まえ、各教科等の特質に応じた

学びにつなげていくことが、より一層重要となります。 

 

◆ 今後の方向性  

○ これまでの取り組みを継承するとともに、さらに、「中学校と連携を生かした小学

校高学年における一部教科担任制の導入」に焦点をあて、取り組みの充実を推進し

ます。また、指導体制の接続において有効な方策となり得る小学校高学年における

一部教科担任制について、既に通年で実施している学校や教科担任制研究校におけ

る取り組みをもとに、効果的な取り組み体制や取り組みの質（指導面・内容）の向

上を検証し、市内にその成果を普及していきます。 

○ 学校は、全国学力・学習状況調査や全国体力・運動能力、運動習慣等調査等の調査

結果を活用し、校区の子どもの現状把握、指導の方向性の共有化を行い、学力・体力

の向上、キャリア形成や進路保障への取り組みの充実を図ります。 

○ 学校は、スタートカリキュラム四日市版やつながりシートの活用を通して、幼稚

園・保育園・認定こども園との小学校への接続期における指導を工夫していきます。 

○ 令和２年度からは、新教育プログラムにおいて発達段階に応じた取り組みを充実

させるとともに、幼稚園・保育園・認定こども園・小学校・中学校のより一層の連

携を図ります。 

【共 同 活 動 等 の実 施 状 況 】 

【図 2】 % 
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４ 安全・安心で、より良い教育環境づくり 

◆ ねらい  

教育環境の計画的な整備を図るとともに、多様な学習環境への適応性、地域ととも

にある学校づくり等に配慮した施設整備に努めます。 

また、子どもの交通事故防止と通学路の安全確保のため、交通安全施設整備を推進

します。 

◆ 取り組み指標とその評価 

・ 取り組み指標①・・・改築工事や大規模改修工事など、計画的な整備を進めること

ができました。 

・ 取り組み指標②・・・通学路安全点検の結果を踏まえ、小規模な交通安全施設の整

備を進めました。実現が難しい要望を除いて整備を実施することができました。 

 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

（１）校舎等の整備による学習環境の整備 

○校舎改築・大規模改修等 

・ 昭和３０年代（一部４０年代を含む）建設のベランダ形式校舎（５校）について

は、学習環境の改善のために改築による整備を行っています。令和元年度には海蔵

小学校の新校舎が完成しました。また、大矢知興譲小学校の特別教室棟の増築等に

係る設計業務に着手しました。 

 
・ 改築を行わない校舎については、良好な学習環境の確保と施設の長寿命化を図るた

め、大規模改修を計画的に実施しています。令和元年度は泊山小学校（Ⅱ期）、桜小

学校、楠中学校、朝明中学校（Ⅰ期）の工事を実施しました。また、笹川小学校、常

磐西小学校、内部小学校、三滝中学校の設計業務を行いました。 

 

総合計画内（平成23～令和元年度）における校舎改築計画

23 24 25 26 27 28 29 30 元

富田中学校

笹川中学校 設計

海蔵小学校 施工

高花平小学校

河原田小学校

学校名
年度

取り組み指標 
現状値 

H27 
H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 目標値 

① 学 校 施 設 整 備 計
画 に 基 づ く 施 設 整
備の実施率（％） 

小 50 
中 49 

小 70 
中 68 

小 71 
中 71 

小 73 
中 71 

小 98 
中 98 

 

100％ 

② 通 学 路 交 通 安 全
施 設 整 備 の 年 度 ご
との実施率（％） 

96 97 97 99 99 

 

98％  
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○空調設備整備 

・ 猛暑などの気候の変動等に対し、良好な学習環境を確保するため、令和２年度の

供用開始に向けて普通教室への空調設備の整備を行いました。 

 ○避難施設整備等 

 ・ 児童、生徒の安全の確保、および地域の防災拠点としての機能向上を図るため、校

舎や体育館の耐震化、体育館および武道場の天井材の落下防止対策の整備が完了し

ています。災害時の窓ガラス飛散防止対策では、小中学校の普通教室、体育館、特

別教室が完了し、令和元年度には小学校共用スペースに着手しました。また、津波

浸水から避難するため、新たに津波避難ビルに指定された羽津北小学校の避難階段

及び屋上転落防止柵、非常用発電装置等の整備を行いました。 

◆ 今後の方向性 

・ 良好な学習環境の確保と施設の長寿命化を図るため、四日市市学校施設長寿命化

計画に基づき、小中学校の校舎、体育館等における改築または改修を実施します。 

・ 小学校の給食室等への空調設備の新設、保健室等の既設空調設備の更新について、

整備に向けた検討を行います。 

・ 引き続き、小中学校の共有スペースの窓ガラス飛散防止対策を実施します。 

 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

（２）通学路における交通安全施設整備 

道路の安全対策については道路担当部局が取り組んでいますが、加えて教育委員

会においても学校での通学路の安全点検の結果、見つかった課題の報告を受け、カー

ブミラー、路面標示など小規模な交通安全施設の整備について、取り組みを行ってい

ます。 

  また、平成２６年からは、道路管理者や各警察署と協力して「四日市市通学路交通

安全推進会議」を設置し、通学路の安全対策について連携して取り組んでいます。  

 教育委員会で行う交通安全施設の整備状況 

 

  

◆ 今後の方向性 

「四日市市通学路交通安全推進会議」において、道路管理者や各警察署との連携を強

化し、継続的に通学路の交通安全対策に取り組んでいきます。 

また、小規模な案件については、学校や道路管理者と十分に協議を行い、交通安全施

設の整備を行います。 

年度　

　項目 要望 実施 実施率 要望 実施 実施率 要望 実施 実施率 要望 実施 実施率

8 6 75.0% 5 3 60.0% 10 8 80.0% 5 3 60.0%

4 2 50.0% 3 3 100.0% 0 0 ― 1 1 100.0%

4 2 50.0% 2 2 100.0% 5 5 100.0% 3 3 100.0%

5 1 20.0% 3 2 66.7% 12 12 100.0% 6 6 100.0%

18 11 61.1% 11 9 81.8% 7 7 100.0% 6 6 100.0%

22 21 95.5% 34 29 85.3% 15 14 93.3% 17 17 100.0%

193 187 96.9% 343 324 94.5% 120 118 98.3% 74 74 100.0%

112 112 100.0% 152 152 100.0% 133 133 100.0% 122 122 100.0%

路面ステッカー（枚数） 417 417 100.0% 567 567 100.0% 583 583 100.0% 473 473 100.0%

783 759 96.9% 1,120 1,091 97.4% 885 880 99.4% 707 705 99.7%合計

ガードパイプ整備（箇所数）

転落防止柵整備（箇所数）

保護用ポール整備（箇所数）

側溝蓋整備（箇所数）

路側帯整備（箇所数）

路面表示整備（箇所数）

30

カーブミラー整備（箇所数）

注意喚起看板（枚数）

2928 元
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５ 特別支援教育の充実 

◆ ねらい  

特別な教育的支援が必要な子どもたち一人一人の教育的ニーズを把握し、その持てる力

を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するため、適切な指導及び必要な支援を行い

ます。 

また、共生社会の形成に向け、障害のある子どもと障害のない子どもが同じ場で共に学

びつつ、個別の教育的ニーズに的確に応える指導及び支援を提供できるよう、特別支援教

育を推進します。 

◆ 取り組み指標とその評価 

取り組み指標 
現状値 

Ｈ27 
H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 目標値 

特別支援教育に関する校
内・外の研修を年 3 回以上
受講した教員の割合（％） 

— 34.6 55.9 75.4 93.5  100％ 

昨年度より１８．１ポイント上昇しました。目標達成に向け、校内特別支援教育コーデ

ィネーター※ １（以下校内 Co.）や特別支援教育指導者養成講座を修了した教員が中心とな

って校内特別支援教育研修会やＯＪＴ研修をさらに推し進める必要があります。 

 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

（１）就学相談体制の充実  

〇 就学相談の現状 

・ 令和元年度の５歳児就学相談の件数は、２３１件でした。平成２７年度以降毎年

２００件を超え、その約６割が通常学級に就学しています。また、４歳児の就学

相談を１件行いました。 

・ 医療的ケアを必要とする子どもや外国籍の子ども等、相談対象の子どもが多様化

しています。 

〇 小学校生活スタート支援事業の推進 

・ 通常の学級への就学が見込まれる特別な教育的支援が必要な子どもたちへの支援

について、小学校が、園と連携して、早期から計画的に準備を進めています。 

・ 対象児がいる全小学校で早期（第 1 回の相談が 8 月以降就学時健診まで）からの

保護者相談が実施されました。 

・ 指定校（２３校）では、校内 Co.の活動時間を保障し、小学校による対象児の観

察・相談を実施しました。 

・ 希望する学校には、就学予定児の子どもの見立てや支援について助言を受ける機

会を保障し、校内 Co.を中心とした早期からの支援体制作りを進めました。 

※１ 校内特別支援教育コーディネーター…保護者や関係機関に対する学校の窓口として、また、

学校内の関係者や福祉・医療等の関係機関との連絡調整の役割を担う者として、位置付けてい

る。校内の特別支援教育推進の中心となる役割を担う。 
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（２）連続性のある多様な学びの場の充実 

○ 特別支援学級の現状 

・ 特別支援学級の在籍児童・生徒数は、 

小学校で増加しており、中学校では、 

１７０人前後で推移しています。 

・ 学級種別で見ると、小学校では自閉 

 症・情緒障害学級の児童数が最も多く、 

 中学校では知的障害学級の生徒数が最 

も多い状況です。 

 

 

〇 通級指導教室での指導 

・ 小学校の言語通級指導教室は３校７教室、情緒等通級指導教室は４校６教室あり、

中学校の情緒等通級指導教室は今年度から１教室増設し、２校２教室設置してい

ます。 

・ 家庭、在籍学級、通級指導教室が個別の教育支援計画を共有し、連携をした指導

を進めることが求められています。 

・ 教職員研修会や授業公開、在籍校訪問等の機会を通して、通級指導教室での取り

組みを広めています。 

 

 

○ 小学校サポートルーム支援事業の推進 

・ 小学校の通常学級に在籍する、個別の教育的支援が必要な児童に、サポートルー

ムで週１時間程度の取り出し授業を実施して、学習や生活上の課題の改善・克服

をめざしています。（事業実施校１５校：海蔵小、四郷小、内部小、三重西小、羽

津北小、下野小、大矢知興譲小、河原田小、川島小、三重小、泊山小、八郷小、

大谷台小、桜台小、橋北小） 

校種 校種
学級 校数 学級数 校数 学級数 学級 1 2 3 4 5 6 計 1 2 3 計

難聴 1 1 1 1 難聴 1 0 3 2 1 1 8 0 0 1 1

知的障害 31 35 19 22 知的障害 31 29 32 34 32 26 184 32 33 33 98
自閉症・情緒障害 36 43 16 17 自・情 27 35 48 34 39 39 222 29 22 19 70

弱視 1 1 0 0 弱視 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0
肢体不自由 10 10 2 2 肢体不自由 4 3 1 3 1 0 12 0 0 2 2

計 90 42 計 63 67 84 73 74 66 427 61 55 55 171

小学校 中学校
特別支援学級の設置状況 特別支援学級在籍児童生徒数

小学校 中学校

109

127

131

132

135

89

88

88

91

85

37

26

31

22

13

R  1

H 30

H 29

H 28

H 27

通級による指導を受けた児童・生徒数

言語 情緒等（小） 情緒等（中）

351 345
369 388 408 427

133
175 168 173 165 171

0

100

200

300

400

500

H26 H27 H28 H29 H30 R1

小学校

中学校

（人 ） 

特別支援学級在籍児童生徒数の推移 

(人) 
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・ サポートルーム設置校では、実地研修等を通して、すべての教員が特別支援教育

の理解を深め、資質向上に努め、通常の学級におけるユニバーサルデザインの授

業づくりの取り組みを進めました。 

 

（３）特別支援教育にかかる教職員の専門性向上 

○ 特別支援教育を中心となって担う人材の育成 

・ 地域特別支援教育コーディネーター※ ２（以下地域 Co.）や通級指導教室担当者等、

市内で特別支援教育を中心となって進めていく人材を育成することをねらい、平

成２６年度から特別支援教育指導者養成講座を実施しています。２年間の連続講

座とし、１年目は講義・演習、２年目は実践研修（巡回相談への同行等）を６回

程度行いました。受講者の資質向上につなげるとともに、特別支援教育の分野で、

学校や行政機関で活躍する人材を育成することができました。 

○ 各種担当者研修会の実施 

・ 特別支援学級担任を対象とした、「進路指導研修会」（年２回）を実施し、個別の

教育的ニーズに応じた教育課程の編成や将来の自立と社会参加に向けた進路指導

について理解を進めました。 

・ 校・園内 Co.を対象とした、「特別支援教育 Co.担当者研修会」（年２回）、経験の

少ない校・園内 Co.を対象とした、「特別支援教育 Co.基礎講座」を実施し、校内特

別支援委員会の運営方法や、関係機関との連携方法、相談支援ファイルの活用、

合理的配慮の提供等の研修を通して、校・園内 Co.の専門性向上を図りました。 

○ 夏季教職員研修会の実施 

・ 特別支援教育講座を３講座開設し、子どもの発達上の課題やその背景及び具体的

な支援について理解を進めました。 

○ 校・園内の特別支援教育体制の充実 

・ 特別支援教育 Co.担当者研修会において、校・園内 Co.が中心となって学校全体

で支援を進めていくための研修を行いました。 

・ 各小・中学校の合理的配慮事例を集約した、「四日市版インクルＤＢ」を作成し、

各研修会等において活用しました。 

・ 各校からの要請を受けて、指導主事が校内研修会の講師を務めました。学校のニ

ーズに応じて対象人数、対象教員、テーマを絞った出前研修も行いました。 

・ 校内で特別支援教育に関するＯＪＴ研修が開催できるように、パワーポイント資

料を学校・園データベースに掲載しました。 

・ 特別支援教育用のＰＣの全校整備に伴い、読み書きに困難のある児童・生徒への

学習支援の一つとして、マルチメディアデイジー教科書の周知とダウンロード支

援を行いました。 

○ 指導主事等による巡回指導 

・ 指導主事、地域 Co.（小学校５名、中学校２名、協力員３名、計１０名を配置）、

教育支援課スーパーバイザー※ ３、特別支援学級指導力向上アドバイザー※ ４による

学校・園訪問を延べ１,２６７回（平成３０年度１,２３１回）実施しました。 

・ 全ての中学校に年２回ずつ教育支援課スーパーバイザーを派遣し、支援が必要な

子どもに対して、様々な観点からの実態把握や個に応じた支援のあり方について

指導・助言を行いました。 
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※２ 地域特別支援教育コーディネーター…特別支援教育の実践における資質や能力及び発達障害

に関する専門的知識を有する教員に四日市市教育委員会が委嘱する。担当校への巡回を行い、

特別支援教育について助言・相談を行う。 

※３ 教育支援課スーパーバイザー…特別支援教育並びに発達障害に関する専門的知識・経験を有

する者に、四日市市教育委員会が委嘱する。市内全中学校に対して、年間各２回の継続的な巡

回教育相談を行う。 

※４ 特別支援学級指導力向上アドバイザー…特別支援教育の実践における資質や能力及び発達障

害に関する専門的知識を有する教員が務める。特別支援学級大規模校や助言を必要とする学校

を訪問し、児童・生徒の見立てや支援の方法、特別支援学級の運営方法について助言・相談を

行う。 

 

（４）特別な教育的支援が必要な子どもへの支援の充実 

○ 介助員※ ５・支援員※ ６の配置 

・ 学校生活の中で、特別な教育的支 

援が必要な児童・生徒に対して適切 

な支援が行えるよう、介助員や特別 

支援教育支援員を配置しました。 

〇 医ケアサポーター※ ７の配置  

 ・ 医療的ケアを必要とする子どもが地

域の学校で安全に教育を受けられるよ

う、対象児が在籍する小学校４校に、

医ケアサポーターを配置しました。 

・  医療的ケア実施校連絡会を２回開催

し、各校における医療的ケアの実施状況の交流を行うとともに、関係教諭及び医ケ

アサポーターに対して、研修と相談の機会を設けました。 

○ 相談支援ファイルの活用 

・ 令和元年度末での小・中学校の相談支援ファイル作成数は１,６５３冊（平成３

０年度１,５３６冊）です。 

・ 保護者と学校や関係機関が相談支援ファイルを用いて行った面談は、１人あたり

年３.５回（平成３０年度３.６回）です。 

・ 家庭・教育・福祉の連携において相談支援ファイルが活用されるよう、活用の機

会を具体的に示すとともに、活用の記録の方法を改善しました。 

・ 高等学校への支援の引継ぎの際にも相談支援ファイルが活用されるよう、周知を

図りました。 

○ 相談事業の実施 

・ 平成３０年度と比較して、新規相談件数は２７２回と５件増え、来談回数は 

１,４１１回と平成３０年度から３４回減りました。 

・ 相談が長期化している場合は、児童精神科医師や小児科医師によるスーパーバイ

ズを受けたり他機関との連携を行ったりして、支援の方向性を検討しています。 

・ 新規相談は、不登校相談が１０３件、発達・障害に関する相談が１１０件、その

他が５９件でした。その他の内訳の主なものとして、友人・対教師関係１８件、

進路・就学の相談１３件、親子関係１２件等がありました。 
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0

H29

H30

R1

介助員・支援員の配置（年度当初）

小・介助員 中・介助員 小・支援員 中・支援員

(人 ) 
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・ 平成３０年度に比べ不登校の新規相談が減少し、発達に関する新規相談が増加し

ました。これは、不登校（欠席３０日）まではいかないものの、発達の課題によ

り何らかの不適応を起こしている状態で相談につながっていることが一因と考え

られます。 

〇 YESnet（四日市早期支援ネットワーク）※ ８の活動 

・ スタッフによる会議を年間１１回開催しました。会議では、情報交換、関係機関

紹介、事例検討会などを行いました。YESnet が受けた相談は延べ４１件でした。 

・ 学校からの依頼を受けた３件の事例について、学校関係者、病院のスタッフ、保

健所のスタッフ等が参加し、医療につなげる必要があるかなどについて、医療や

保健所の視点、教育の視点からケースの見立てや支援の検討を行いました。  

・ 教職員に向けた夏季研修会において、子どもの心が不安定になると、どんな状態

になり、どのような支援や関わりが必要か等についての研修を行いました。 

・ 小学校（１校）や中学校（３校）に出向き、ストレスの解消法やリラクゼーショ

ンの方法、相談することの大切さ等について出前授業を実施しました。 

※５ 介助員…小学校・中学校の特別支援学級において、児童・生徒が学校生活をする上で必要な

介助を行う。 

※６ 支援員（特別支援教育支援員）…小学校・中学校の通常学級に在籍し、発達障害等により、

生活や学習上の困難を有する児童・生徒に対し、必要な支援を行う。 

※７ 医ケアサポーター…看護師免許を所有する医療的ケアが行える支援員・介助員。 

※８ YESnet（四日市早期支援ネットワーク）…子どもの心の病気の早期支援やよりよい回復を目

的として、医療機関・四日市市保健所・こども未来部こども発達支援課・教育委員会が連携し

て取り組むためのネットワーク。 

 

◆ 今後の方向性 

○ 就学相談体制の充実 

・ 障害のある子どもや特別な教育的支援の必要な子どもの自立と社会参加に向けた

主体的な取り組みを支援するという視点に立ち、多様化している相談対象児の教

育的ニーズの把握と適切な支援の提供を進めます。 

・ 小学校が就学前の早い段階から対象児の相談を始められるよう、小学校生活スタ

ート支援事業実施校の拡大と事業の周知を進めます。  

89
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４ 

○ 連続性のある多様な学びの場の充実 

・ 通級による指導に関して、指導目標を焦点化し、児童・生徒の課題に合った適切

な指導の充実と保護者、在籍学校との連携に努めます。 

・ 通常学級においてはユニバーサルデザインの視点による授業改善の取り組みを進

め、学校全体で特別支援教育の推進を図ります。 

・ 小学校サポートルーム支援事業が有効に機能していることから、今後も、設置校

の拡充を進めていきます。 

○ 特別支援教育にかかる教職員の専門性向上 

・ 教職員一人一人の特別支援教育に関わる理解を深め、ユニバーサルデザインの授

業や、合理的配慮の提供をはじめとする個別のニーズに対応する指導力を向上さ

せていきます。 

・ 市内で特別支援教育を中心となって進めていく人材を育成するため、今後も特別

支援教育指導者養成講座を実施していきます。 

○ 特別な教育的支援が必要な子どもへの支援の充実 

・ 特別な支援を必要とする子どもがよりスムーズかつ安心・安全に学校生活をおく

るため介助員・特別支援教育支援員の適正配置を進めていきます。 

・ 医療的ケアを必要とする子どものために、在籍校に医療的ケアサポーターを配置

します。また、安全・安心な医療的ケアの実施のため、新たに医療的ケア運営協

議会を組織するとともに、医療的ケア指導医１名を委嘱します。 

・ 特別な教育的支援が必要な子どもに適切な支援が提供されるよう、相談支援ファ

イルを活用した教育・医療・福祉の連携を進めていきます。 

・ 相談事業については、相談員の専門性の向上に努め、不登校や問題行動等の背景

や要因をさぐり、児童生徒理解に努めます。学校・園、スクールカウンセラー、

スクールソーシャルワーカー、関係機関等と情報交換を密にし、学校での具体的

な支援につながるよう連携を図ります。 

・ 不登校相談では、プレイセラピー※ ９や登校サポートセンターの活用など、学校

や関係機関と連携しながら登校支援を進めていきます。 

※９ プレイセラピー…遊びを媒介とする心理療法。 
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６ 多文化共生教育の充実 

◆ ねらい  

外国人の児童生徒の学校生活への円滑な適応を図ります。 

また、すべての児童生徒に、国籍や価値観、文化的背景などの違いを尊重し、互いに

理解し共生していくための広い視野と態度を育てます。 

◆ 取り組み指標とその評価  

取り組み指標 
現状値 

Ｈ27 
H28 H29 H３０ Ｒ1 Ｒ2 目標値 

日 本 語 指 導 が 必 要 な 外 国
籍 の 子 ど も が 在 籍 す る 学
校 ・ 園 へ の 適 応 指 導 員 の
配置率（％） 

9０ ８９ ９１ ９１ ９１  95％ 

本市の外国人児童生徒等の数は、平成２６年度から増加を続けています。その中で
適応指導員の配置率は、維持することができています。今後も、編入・転入児童生徒
等の動きを見ながら、多言語化・分散化等に対応できるように努めます。 

◆ 具体的な施策の現状と課題 
（１） 日本語指導が必要な外国人児童生徒等への支援体制の充実 

○  就学支援の取り組み 

市 内 公 立 幼 稚 園 ・ こ ど も 園 ・ 小 中 学 校 に は 、

６ ５ ８ 人 の 外 国 人 幼 児 児 童 生 徒 が 在 籍 （ R1.5）

し て い ま す 。 各 学 校 ・ 園 の 状 況 に 応 じ て 、 適

応指導員を配置しています。適応指導員の数は、

ポルトガル語１３人、スペイン語７人、中国語６

人、タガログ語５人、タイ語１人、ベトナム語２

人、英語１人、日本語２人の合計３７人となって

います。日本語の指導員は、教科学習支援を行う

ため、外国人児童生徒教育の指導スキルを有した日本人指導員を中学校に派遣して

います。 

○  進路指導に関する支援の取り組み 

外国人児童生徒の進学支援を目的として「外国人児童生徒と保護者のための

進学ガイダンス（学校へ行こう）」を開催しています。本年度は、１１月２日

（土）に開催し、小学校６年生と中学生（２７人）及びその保護者等（２１人）

が参加しました。児童生徒にとっては、中学校卒業後の進路やそのための準備

等、具体的な情報を得る機会となっています。 

○  多文化共生推進室と共催する取り組み 

７月２９日（月）に「『多文化共生』を考えるキャリアデザイン講座」を開

催しました。午前は、働いている先輩との意見交換会を行い、午後からは職場

見学ツアーを実施しました。生徒が目標をもって学校生活を送り、社会でのキ

ャリア形成に役立てるための学びの場となりました。 

（２） 外国人の子どもへの適応指導及び日本語指導の充実 

○ 本市には、ポルトガル語、スペイン語、タガログ語、中国語、ベトナム語などを

母語とする日本語指導が必要な児童生徒が３３９人在籍しています。 

○ 笹川地区には、ポルトガル語やスペイン語を母語とする子どもたちが集住してい

ます。そのため、笹川中央幼稚園、笹川小学校、西笹川中学校を拠点校・園とし

て対応しています。また、中国語、タガログ語等については、中央小学校、中部

中学校を拠点校として対応しています。 
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い ず み 教 室 で の 指 導 の 様 子  

○ 外国人教育担当者研修会において、京都市教育委員会大菅佐妃子副主任指導

主事を講師に招聘し、教科指導の中で日本語力を向上させ、学習言語を習得さ

せていく「ＪＳＬカリキュラム ※ １に基づいた授業づくり」の研修を行いまし

た。 

 〇 拠点校に通学することができない児童生徒のために、中部中学校内に初期適応指 

導教室「いずみ」を設置しています。「いずみ」では、以下

のようなことを指導しています。 

・  ３～４ヶ月間を目安にした日本語の初期指導（日本

語による日常会話、ひらがな・カタカナ・小学校低学

年程度の漢字の読み書き、基礎的な算数の学習） 

・  学校生活への適応指導 

・ 小学校高学年児童及び中学生には、学年相当の補充学習                      

（３） 国籍・文化・言語等の違いを認め、互いを尊重する多文化共生教育の推進 

   本市では、海外から帰国した児童生徒や外国人児童生徒にきめ細かな指導を行うと

ともに、他の児童生徒が広い視野をもって異文化を理解し、共に生きていこうとする

姿勢を育むことを大切にしています。各学校・園において、違いを認め合い、互いに

尊重しながら高まり合おうとする取り組みを進め、実践交流を行っています。 

   令和元年度には、西笹川中学校多文化共生サークル※ ２が、２０１９年度国際交流

基金地球市民賞※ ３を受賞しました。受賞にあたっては、中学生が主体となって地域

の活動に参加し、多文化共生のまちづくりに貢献していることが評価されました。 

（４） 子どものための日本語教室への支援 

笹川中央幼稚園において、就学前指導員が就学前の幼児とその保護者を対象に初

歩日本語教室を開いています。園児には、文字に親しむ活動や語彙を増やすための

指導を行いました。保護者には、自己紹介の仕方、医療機関のかかり方、小学校の

準備についてなどを、ロールプレイ中心に会話をしながら日本語指導を行いました。     

◆ 今後の方向性      

○  平成２６年から、本市の外国人児童生徒数等は増加を続けています。今後も、

「いずみ」教室や拠点校への受け入れを推進するとともに、各学校における外国

人担当者を中心とした受け入れ体制を充実させていきます。 

○  担当者研修会において、外国人児童生徒教育に関する現状や課題、その対応と

しての指導資料を共有化し、全学校での推進を図ります。また、在籍学級での学

習活動に日本語で参加するための力を育成するために、今後も有識者からの助言

を受け、研究を進めます。 

〇  外国人児童生徒等教育検討委員会は、教育委員会を含めた関係各課が連携しな

がら諸課題の検討や対応をしていく大切な機関となっています。本検討委員会で

は、外国人の子どもたちの教育に関する諸問題について、その解決に向けた検討

を進めていきます。 

○  将来の展望を持たせ、主体的に進路を切り開こうとする生き方につなげるため、

関係機関や高等学校と連携して、「外国人児童生徒と保護者のための進学ガイダ

ンス（学校へ行こう）」や「『多文化共生』を考えるキャリアデザイン講座」の充

実を図ります。 
※１ ＪＳＬ「Japanese as a second lauguage：第二言語としての日本語」カリキュラム 

文部科学省が開発した、初期指導型の日本語指導と在籍学級での教科指導をつなぐ指導方

法である。日本語で学習活動に参加できる力の育成をめざしている。 

※２ 西笹川中学校多文化共生サークル：2014 年度に多文化共生や地域貢献について考える自由

加入の活動としてスタート。人口減少、少子高齢化、多国籍多言語化等、地域に顕在化する

課題に対して学校や学年だけでなく、地域の方とともに主体的に参加するための組織。 

※３ 国際交流基金地球市民賞：全国各地で国際文化交流活動を通じて、日本と海外の市民同士

の結びつきや連携を深め、互いの知恵やアイディアを交換し、ともに考える団体を応援する

という趣旨で１９８５年に創設。 
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基本目標５ 地域とともにある学校づくり 

学校・家庭・地域がそれぞれの教育的な役割と責任を自覚し、

家庭の教育力向上を支援するとともに、家庭や地域と連携・協働

した教育活動に取り組むことにより、「地域とともにある学校」の

実現を目指します。 

 

１ 家庭・地域の教育力の向上 

２ 四日市版コミュニティスクールの推進 

３ 学校規模等適正化の取組 
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１ 家庭・地域の教育力の向上 

◆ ねらい   

家庭・地域と連携して、子どもの生活リズムの向上を推進するとともに、家庭学習習慣

の定着、規範意識の向上のための取り組みを進めます。 

また、有害情報や登下校時の危険から子どもを守るため、安全・安心対策の取り組みを

進めます。 

◆ 取り組み指標とその評価 

  生活リズムや非行防止、ｅネット出前講座の開催及びＰＴＡを対象とした研修講座を

開催しました。また、３歳児健診を利用した啓発活動を、1 年を通じて実施しました。 

 

生活リズム向上事業 

◆具体的な施策の現状と課題 

○ モデル校・園の取り組み  

生活リズム向上事業を６校・園（中学校１

校、小学校１校、幼稚園２園、保育園・こども

園２園）に委託しました。講師を招いての講演

会やモデル校・園の実践発表を生活リズム向

上研修会で行い、保護者・教職員に啓発しまし

た。 

 ○「早ね・早おき・朝ごはん」の啓発 

全国学力・学習状況調査の結果から、規

則正しい生活ができている児童・生徒は学

力が高い傾向にあります（図１）。規則正

しい生活は昼間の活動を充実させるもの

であり、児童・生徒の健全な成長に欠かせ

ません。その重要性を、学校や園、地域に

出向き、出前講座等で啓発しました。また、

１年を通じて３歳児健診時にミニ啓発講座

を実施し、毎日の規則正しい生活が大切であることを伝えました。 

○ 子どもの生活状況調査（以下「生活状況調査」という。）の実施 

市内公私立保育園・幼稚園・こども園の３～５歳児を対象に生活状況調査の協力を

依頼し、その結果をグラフや表、クロス集計などで示し、市の現状を各園に報告しま

した。本市全体では、「朝食を毎日摂取する」割合、「朝の排便を毎日する」割合は増

加傾向にあります。また、テレビを見る時間と就寝時刻のクロス集計（図２）では、

視聴時間が短いほど早く寝る傾向が読み取れます。 

取り組み指標 
現状値 

Ｈ27 
H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 目標値 

生活リズムや規範意識、家庭
教育について、出前講座（生
活リズムや非行防止、ｅネッ
ト等）やＰＴＡ等各種会議、
啓発等を行った回数（回） 

56 58 92 102 101  ８０回  

令和元年度全国学力・学習状況調査より 

【図１】朝食と平均正答率の関係 

【図２】テレビ等を見る時間と就寝時刻のクロス集計 

令和元年度 子どもの生活状況調査より 

※肯定（毎日、どちらかというと食べる） 
 否定（あまり、全く食べない）  
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５ 

＜朝食について＞ 

朝食を毎日摂取するためには、朝の時間に余

裕を持たせることが大切です。生活状況調査に

おいて「朝ごはん（朝食）を食べますか」との

質問に「いつも食べない」「時々食べる」と回答

した５歳児の割合は、４．３％でした（表１）。

生活状況調査とともに集計結果を使った継続し

た啓発が保護者の意識向上につながると考え

ます。 

＜ゲームの利用時間について＞ 

ゲームやインターネットなど長時間利用す

ることが生活リズムの乱れにつながり、日常生

活に支障をきたすことがあることを啓発しました。

特に、生活状況調査から年齢が上がるにつれ２時間以上ゲームを利用している園児の

割合が増加しており（表２）、長時間の利用の弊害を保護者に強く啓発していくことが

必要です。 

◆ 今後の方向性 

○ 生活リズム向上事業に取り組んだモデル校・園の実践や先進的な事例の紹介、生活

状況調査と各園への結果報告を継続して行い、毎日の規則正しい生活の定着に向けた

啓発を引き続き行います。 

○ 生活リズムを整えて毎日を過ごすことは、青少年の健全な成長に欠かせないことを、

３歳児健診時や園での出前講座等で伝えるとともに継続した啓発を推進します。 

 

規範意識向上に向けた取り組み 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

○ 家庭教育講座事業 

規範意識は、家庭において、基本的な生活習慣、親子の信頼関係、家庭での手伝い

等を土台として育まれるものであるため、家庭教育のあり方を見つめ直したり、家庭

教育に関する理解を深めたりする機会を数多く提供できるように、家庭教育講座事業

を４７の学校や園のＰＴＡに委託しました。それぞれの学校や園に応じて様々な職種

の方を講師に招き、研修会や講演会が実施されました。 

○ 補導活動及び非行防止教室 

警察等の関係機関と連携しながら、補導活動では、市内４地区を中心に「愛のひと

声」を実施しました。また、希望する学校や園を対象に万引き防止等の非行防止教室

や地域に出向いて補導活動の心得等の出前講座を行いました。 

◆ 今後の方向性 

○ 家庭教育力向上に向けて、それぞれの学校や園の実態に応じた内容や保護者等のニ

ーズに合ったテーマに関する研修会や講演会、参加型教室や実技をともなう講座を実

施するための支援をしていきます。 

○ 補導活動における「愛のひと声」をより積極的に行うとともに、犯罪やトラブルに

つながる事案を未然に防止するために、家庭、学校や園、地域はもとより、警察等の

関係機関と連携し、現状の課題や対策等の情報を積極的に発信します。 

「いつも食べない」「時々食べる」と回答

した割合 

 H28  H29  H30 R01 

３歳児 6.3％ 5.3％ 6.1% 5.6% 

４歳児 6.7％ 6.2％ 5.3% 6.7% 

５歳児 6.2％ 5.3％ 5.2% 4.3% 

「2 時間以上」と回答した割合 

 H28 H29 H30 R01 

３歳児 1.3％ 1.2％ 0.8% 1.6% 

４歳児 2.0％ 1.6％ 1.6% 1.7% 

５歳児 2.4％ 2.5％ 2.1% 2.4% 

【表２】1 日あたりのゲーム利用時間 

令和元年度 生活状況調査より 

【表 1】朝ごはん（朝食）を食べますか  
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５ 

子どもの安全・安心対策の充実 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

○「こどもをまもるいえ」「こども１１０番みまもりたい」の設置 

 子どもたちの登下校や地域での安全・安心を守るために「こどもをまもるいえ」（33 団

体、計 10,043 軒）の協力と点検を各団体に依頼しました。また、「こども１１０番み

まもりたい」（22 事業所、計 839 台）のステッカーを車両に貼付する協力を事業所に

依頼しました。 

○インターネットの利用方法の啓発 

インターネットの使用状況に関するアンケ 

ート結果では本市の小学４年生から中学３ 

年生までのインターネット（スマートフォン、  

パソコン等）依存と判断される子どもの割合   

は年齢が上がるにつれて増加しています。 

（図３） 

また、全国的にインターネットに関する犯 

罪やトラブルは増加傾向にあることから啓発  

リーフレット「早ね・早おき・朝ごはん＋（プ  

ラス）メディアの使い方を考えよう！」の 

配付や出前講座を通じて、安心安全 

なインターネットの使い方の啓発 

を行いました。 

○出前講座・研修会の実施 

子どもが安全に安心してインタ 

ーネットを利用する上で欠かせな 

い家庭におけるルールづくりの大 

切さ等を周知する「e ネット出前 

講座」を学校や園、地域に向けて 

実施しました。また、保護者と教 

職員がインターネット等に関する 

理解を深めるために、「青少年ネッ 

ト被害・非行防止研修会」を開催 

しました。 

 

◆ 今後の方向性 

○ 地域における子どもの安全・安心のために、地域や事業所に「こどもをまもるいえ」

「こども１１０番みまもりたい」の協力を依頼し、地域の見守りを強化します。平成

２６年度から実施している携帯電話を販売する市内の店舗・事業所（４６か所）に、

啓発リーフレットの配付等を依頼することも継続して取り組みます。 

○ 出前講座では、インターネットの利用に関する諸問題に対して、関係機関と連携し、

継続した情報の更新を行いつつ啓発活動を推進します。また、学年が上がるにつれて

インターネットに依存する子どもの割合が増加傾向にあるので、メディアとの付き合

い方について家庭で見直すための「早ね・早おき・朝ごはん＋（プラス）メディアの

使い方チェックデー！」と改題したリーフレットを配付し、啓発します。 

インターネット依存と判断される子どもの割合

（図３） 

インターネット依存の定義  
平成 30 年度 インターネット使用状況調査から  

① ネットに夢 中 になっていると感 じる 

② 使 用 時 間 がだんだん長 くなる 

③ 制 限 しようとしてうまくいかなかったことがある 

④ 使 用 しないと落 ち着 かない、いらいらする 

⑤ 予 定 よりも長 時 間 使 用 する 

⑥ ネットのせいで人 間 関 係 などを台 無 しにした、しそうになった 

⑦ 熱 中 を隠 すため、家 族 らにうそをついたことがある 

⑧ トラブルや嫌 な気 持 ちから逃 げるために使 用 する 

  上 記 項 目 で５項 目 以 上 該 当 するとネット依 存 と判 定  
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５ 

２ 四日市版コミュニティスクールの推進 

◆ ねらい    

四日市版コミュニティスクールを核として、保護者・地域住民の学校運営への参画の

意識の醸成に努め、協働して教育活動に取り組む仕組みを構築することにより、地域とと

もにある学校づくりを推進します。 
 

◆ 取り組み指標とその評価 

取り組み指標 
現状値 

Ｈ27 
H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 目標値 

① 四 日 市 版 コ ミ ュ ニ テ ィ ス
クールの指定校数（校） 

２０ ２７ ３４ ４１ ４９  55 校  

② 四 日 市 版 コ ミ ュ ニ テ ィ ス
ク ー ル 委 員 長 会 議 ※ 及 び 委
員 研 修 会 ※ の 年 間 実 施 回 数
（回） 

各１ 各１ 各１ 各１ 各１  
各１回 
＊継続  

※委員長会議…各四日市版コミュニティスクールの取り組みの現状報告及び情報交換。 

※委員研修会…保護者・地域住民等の参画・協働による活動の充実に向けた研修及び情報交換を行

い、委員の資質向上を図るもの。 
 

〇取り組み指標①・・「地域とともにある学校づくり」の推進をより加速化するため、

Ｈ２８年度から指定校を増やしました。今後も指定校の拡充を進め、「地域とともに

ある学校づくり」を推進します。 

〇取り組み指標②・・毎年１回実施している委員長会議及び委員研修会は、各運営協

議会にとって、成果と課題を明らかにした有意義な意見交換の場となっています。

今後も内容を精選しながら、実施していきます。 
 

＜四日市版コミュニティスクールの取り組み状況＞ 
 

 平成 18 年度モデル校として、中部中学校、中部西小学校、八郷小学校で調査研究 

平成 22 年度指定校 中部中学校・中部西小学校・八郷小学校 

           水沢小学校・四郷小学校 

平成 23 年度指定校 山手中学校・神前小学校・内部小学校     

平成 24 年度指定校 港中学校・海蔵小学校・高花平小学校 

平成 25 年度指定校 三重小学校・三重北小学校・桜小学校     

平成 26 年指定校度 三重平中学校・大矢知興譲小学校・楠小学校      

平成 27 年度指定校 朝明中学校・三重西小学校・塩浜小学校 

平成 28 年度指定校 桜中学校・浜田小学校・富洲原小学校・河原田小学校 

下野小学校・保々小学校・中央小学校 

平成 29 年度指定校 富田中学校・富田小学校・日永小学校・泊山小学校 

桜台小学校・八郷西小学校・内部東小学校 

平成 30 年度指定校 富洲原中学校・笹川中学校・三滝中学校・大池中学校 

楠中学校・川島小学校・大谷台小学校 

令和元年度指定校  保々中学校・西朝明中学校・常磐小学校・小山田小学校 

県小学校・常磐西小学校・羽津北小学校・橋北小学校 
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５ 

◆ 具体的な施策の現状と課題  

（１）四日市版コミュニティスクールの推進 

○ 「家庭・地域との協働」を推進するために、学校づくり協力者会議を発展させた

四日市版コミュニティスクールを指定しています。平成１８年度に３校をモデル

校に指定し、平成２２年度からは、順次、指定の拡大を図り、令和元年度末現在、

市内小中学校４９校を指定しています。 

○ 家庭・地域が協働する四日市版コミュニティスクールの取り組みは、運営協議会

が核となり、「地域全体で子どもを育てよう」とする気運が年々高まっています。  

また、この取り組みは、学校運営や教育活動の充実だけでなく、子どもの地域

活動への参加や地域の方同士の交流の広がりなど、「地域コミュニティづくり」の

充実にもつながっています。 

※平成２２年度に指定され、１０年間取り組んできた水沢小学校コミュニティスク

ール（きらら委員会）が、令和元年度文部科学省表彰を受賞しました。 
 

（２）地域人材を活用した四日市版コミュニティスクールの活動の充実 

○ 地域の特徴や人材を生かした取り組みを通して、地域の方々の「学校運営や教育

活動についての理解」、「学校・家庭・地域それぞれが担う役割についての認識」、

「教職員とともに学校づくりを進める当事者としての意識」が高まっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  
人権講演会 環境整備活動 地域防災教室 

【地域の方々とともに創る教育活動例】 

小学校 

・地域資源を活用した体験活動（米作り、環境保全活動、町探検、仕事体験等） 

・伝統行事、平和学習の講師、交通安全の見守り、防災マップ作り  

・学習ボランティア（外国語活動、登山、図書、パソコン、毛筆、環境等） 

・高学年のクラブ活動（茶道、パソコン、太鼓、陶芸、絵画等）の講師 など 

・老人会との交流（福祉体験、昔遊び、しめ縄づくり等） 

  ・放課後や長期休業中の学習支援   など 
 

 中学校 

・キャリア教育の講師や職場体験学習における協力事業所の紹介 

・地域学習（自然、環境、産業、福祉、防災、伝統文化、国際等）の講師 

・福祉体験教室、地区防災教室、人権講演会、薬物乱用防止教室等の講師 

・地域人材を活用した教育活動（伝統工業、炊き出し訓練）の講師 

・放課後や長期休業中の学習支援                    など 
 

児童生徒が地域行事に積極的に参加できるよう、「土曜日等を活用した教育活

動」の活用や、生徒会役員や部活動単位で参加する等の工夫も見られた。中学生

は、地域行事に参加するだけでなく、スタッフとして参加する学校もある。 
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５ 

（３）学校づくりビジョン実現のための支援の充実 

○ 学校づくりビジョン実現のための支援状況 

・ １０人程度の委員で構成する学校運営協議会を設置し、校長の示す「学校づく

りビジョン」の実現に向けて、主体的に協議を進めています。また、学校は委員

の意見を積極的に取り入れ、教育活動の改善に取り組んでいます。 

＜運営協議会委員種別（令和元年度 449 人）＞ 

・ 学校運営協議会と学校関係者評価を一体的に推進することで、成果や課題の共有、

取り組みの改善に生かし、学校運営の評価・改善サイクルが充実しています。 

○ 委員研修会の開催状況 

・ 四日市版コミュニティスクール委員研修会において、保護者・地域住民等の参

画・協働による活動の充実に向けた研修及び情報交換を行い、委員の資質向上を

図っています。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 本年度は、その他にも「地域とともにある学校づくり」推進フォーラム、「地域

学校協働活動推進のためのコーディネーター養成講座」、次世代の学校・地域創生

フォーラム、地域の教育力向上ネットワーク構築事業「北ブロック交流会」等へ、

委員の積極的な参加希望が多く、委員の資質向上につなげることができました。 

 

（４）小中連携による四日市版コミュニティスクールの取り組み 

○ 中学校区合同運営協議会の開催 

・ １つの中学校区内において、小中合同で運営協議会を開催し、各学校の運営や

教育活動について交流や懇談を行うことにより、子どもの育ちについての理解が

深まり、地域全体で子どもを育てる取り組みとなるよう工夫している地域もあり

ます。 

・ これまでの「学びの一体化」の成果を活かしつつ、小中一体となって保育園、

幼稚園、こども園とも連携を図りながら、地域とともに子どもを育むことを目指

している地域もあります。 

 

種    別 人数 割合(%) 種    別 人数 割合(%) 

ＰＴＡ関係 118 26.3 保護司・人権関係 14 3.1 

自治会関係 74 16.5 教育関係 36 8.0 

民生委員・児童委員 

主任児童委員関係 
99 22.0 

まちづくり委員 

行政関係 
39 8.7 

社会福祉協議会関係 

青少年育成会関係 
51 11.4 

そ の 他 （ ボ ラ ン テ ィ ア 関

係等） 
18 4.0 

 
【令和元年度四日市版コミュニティスクール委員研修会】 

内  容：講演 「地域とともにある学校づくり」 

講師 太田 淳子 元 奈良市教育委員会 地域学校連携推進員  

     ：「四日市版コミュニティスクールの実践及び課題について」をテーマにグル

ープに分かれて意見交換 

 参加者数：８９名 
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５ 

◆ 今後の方向性  

○ 「学校づくり協力者会議」から「四日市版コミュニティスクール」へ 

・ 四日市版コミュニティスクールは、「学校づくり協力者会議」をより発展させた

組織として位置付け、単なる「地域に開かれた学校」から、保護者・地域が学校

づくりに主体的に参画する「地域とともにある学校」への発展を目指します。 

・ 四日市版コミュニティスクール指定校を年次的に拡大していきます。令和３年

度には市内全ての小中学校の指定を目指し、指定が完了した段階で、学校づくり

協力者会議は、解消となります。 

 

○ 四日市版コミュニティスクールの推進 

・ 学校や地域資源についての情報を収集し、学校と地域をつなぐコーディネーター

機能を高めるため、地域人材を活用し、活動の充実と発展を図ります。また学校

がコーディネーターとの連携を図りながら、コミュニティスクールの活動を通し

て、子どもたちにつけたい力をつけることができるように、支援します。 

・ 保護者・地域住民が学校運営の改善や教育活動の充実に努めることができるよう、

四日市版コミュニティスクール運営協議会の活動を支援します。 

・「特色ある学校づくり」の実現に向け、地域協力者等の活用を支援します。 
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５ 

３ 学校規模等適正化の取組 

◆ ねらい 

適正な学校規模や学校配置の在り方について、基本的な考え方を取りまとめるととも

に、学校規模等の適正化に向けた方針を示します。 

また、学校規模の評価及び適正状況について毎年判定を行い、それぞれの判定におけ

る対応策を検討するとともに、対応の必要な学校への取り組みを進めます。 

◆ 取り組み指標とその評価  

平成 30 年度適正化計画の検討対象校（D・E 判定校）を訪問し、現状と今後の見通

しを伝えるとともに、適正化を図るまでの取り組みとして、小規模のメリットを最大

化し、デメリットを緩和するための事業を実施しました。 

 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

○ 全国的な高齢化少子化の傾向により、児童生徒数は年々減少し続ける一方で、学

校数に大きな変化はなく、学校の小規模化は加速しています。 

今後、「地域とともにある学校」としての役割を考慮しながら、小規模化する学校

の適正化をどのように進めるのか、さらに、全市的な学校区の配置と規模の適正化

をどのように進めるのかについても、併せて検討することが求められています。 

○ 平成 30 年度の学校規模等適正化検討会議で作成した中学校区ブロック（案）につ

いて、地域関係者・保護者（ＰＴＡ）・学校に対し、周知するとともに広く意見の聴

取を行った。また、検討対象校を有する沿岸部ブロックについては、会議を立ち上

げ、将来的な中学校の配置や規模等のあり方についての方向性を検討した。 

○ 学校規模適正化計画におけるＤ・Ｅ判定校については、ＰＴＡ役員会やコミュニテ

ィスクール運営協議会等において、各学校の適正化のあり方などについて話し合い

を行いました。 

また、適正化を図るまでの取り組みとして、小規

模のメリットを最大化し、デメリットを緩和するた

め小規模校対策事業を実施しました。 

 

◆ 今後の方向性  

○ 検討対象校においては、それぞれの学校の状況に応じ

た取り組みや、今後の学校のあり方についての協議をすすめます。また、中学校区

ブロックにおける沿岸部ブロックについては、引き続き会議を開催し、将来的な中

学校の配置や規模等のあり方についての方向性を検討していきます。 

取り組み指標 
現状値 

Ｈ27 
H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 目標値 

四 日 市 市 学 校 規 模 等 適 正
化 計 画 に お け る Ｄ ・ Ｅ 判 定
校に対する取り組みの実施 

毎年度 
実施 

実施 実施 実施 実施  
毎年度実施 

＊継続 

ネット環境を通じた学校間交流 ▶ 
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５ 

通学区域制度の弾力的運用について  

◆ ねらい 

児童・生徒を取り巻く環境は多様化しています。四日市市はその多様化に対応した教育

を進めるために、地域の実情や児童・生徒、保護者の意向に配慮した通学区域の弾力的運

用を行っています。この制度について、「四日市市立小学校及び中学校の指定の変更に関

する取扱要綱」を設け、状況に応じて通学指定校の変更をしています。 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

現在、四日市市における弾力的運用基準は１２基準あります。下記の表に掲げる許可基

準のいずれかに該当し、かつ安全な通学が見込める場合に限り、指定校の変更を認めてい

ます。 

また、令和元年度は約２．４３％の児童生徒に学区外通学の許可を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

許可基準 事               由

地理的条件 地理的に学区外通学が適当であると認められ、通学に支障のないとき

留守家庭
住民登録地において児童生徒の下校時に自宅に不在である等の理由で、父母の勤務先、祖父母
の家又は学童保育所等のある校区の学校を希望する場合

住居建築中 住居の建て替えのために一時的な居所より通学せざるを得ない場合で、通学に支障のないとき

転居予定 転居予定で、事前に転居予定先の校区の学校を希望する場合で、通学に支障のないとき

途中転居 転居後、従来通学していた学校を希望する場合で、通学に支障のないとき

健康上の理由 児童生徒の健康上やむを得ないと認められるもの

住民票のみの異動 住民票が居所に無い場合

来日児童生徒 来日した児童生徒の日本語が不十分で、拠点校を指定した場合

不登校の理由により、児童生徒の教育上、学区外通学が適当であると教育委員会が認めた場合

園児・児童の交友関係で特に考慮する必要が認められる場合（いじめ、不登校の発生に配慮が必
要と認められる場合に限る）

入学時に兄弟姉妹が、通学希望校に既に在籍している場合

部活動への配慮
児童が中学校入学後、入部の意志を強く持っている部活動が通学区域の学校に存在せず、校区
に隣接する中学校に該当する部活動が存在し、かつ上記の希望する中学校に安全に通学するこ
とが可能な場合

特別な事情 上記のほか、教育委員会が特に学区外通学が適当であると認めた場合

選択可能地区
児童・生徒が、教育委員会が定めた「選択可能地区」に居住している場合
また上記の他、教育委員会が特に通学距離に配慮が必要であると認めた場合

教育上の配慮
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５ 

○学区外通学許可件数の推移（平成 2０年度～令和元年度） 

 

 

○令和元年度学区外通学許可件数（小・中）の内訳 

小学校                中学校 

   

       

○ 学区外通学許可件数は令和元年度には小学校で３１６件・中学校で２６０件に達し

ています。また、学区外通学許可総人数は、１，４９９人（小学校８５９人、中学校

６４０人）となっています。このような状況から、この制度の運用により、児童・生

徒、保護者の意向をある程度満たしているものと思われます。 

○ 通学区域制度の弾力的運用を進めていくことで、居住区の自治会・育成会等の地域

活動から離れる家庭や児童生徒が増えることが考えられます。 

◆ 今後の方向性 

○  小・中学校を通じて通学区域の弾力的運用基準の周知を行います。 

○  弾力的運用については、問題点を整理してより適正な運用を進めていきます。 

○ 通学区域の弾力的運用を発展させた学校選択制度については、他市の導入状況やそ

の評価を参考にしながら、引き続き検討していきます。 

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1
小学校 413 413 444 385 384 431 381 408 383 388 366 316
中学校 208 226 246 271 275 346 295 313 289 291 271 260
合計 621 639 690 656 659 777 676 721 672 679 637 576

0
100
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600
700
800
900

許
可
件
数 小学校

中学校

合計
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基本目標６ 四日市ならではの 

地域資源を生かした教育の推進 

四日市ならではの地域資源を教育に生かすことにより、ふるさ

と四日市に誇りと愛着を持ち、社会の一翼を担う人材を育成する

ための教育を推進します。 

 

１ 歴史・文化・自然を活用した教育の推進 

２ 高度なものづくり産業と連携した教育の推進 

３ 公害対策モデル都市としての環境教育の充実 
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６ 

１ 歴史・文化・自然を活用した教育の推進 

◆ ねらい  

四日市市は豊かな歴史と自然を背景に、様々な文化が育まれ、現在も数多くの文化財や

伝統芸能などが継承されています。本市のもつ地域資源を教育に活用することにより、ふる

さと四日市に対する誇りと愛着を育むとともに、地域とともにある特色ある学校づくりを推

進します。 

◆ 取り組み指標とその評価  

取り組み指標 基準値 H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 目標値 

博 物 館 ・ 久 留 倍 官 衙 遺 跡
及 び 地 域 の 歴 史 ・ 文 化 ・ 自
然 等 を 学 習 教 材 と し て 活 用
した学校数（校） 

小38 
中22 

小38 
中22 

小38 
中22 

小38 
中22 

小 37 

中 22 
 

全小中学校 
（５９校） 

・取り組み指標・・市内全ての小中学校が、地域の歴史・文化・自然等を学習教材として活

用しました。今後も、より効果的な学習教材となるよう展示の工夫や活動内容の充実等を

図ります。 

博物館の活用 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

常設展「時空街道」、学習支援展示「大昔の

四日市」「四日市空襲と戦時下のくらし」「昭

和のくらし昭和の面影」では体感的な展示を

通して学習支援を行っています。 

○ 学習支援展示・子ども博物館教室・むか

しのくらし読本・学習支援展示と子ども博

物館教室の体験的なワークショップの連携

により、歴史・文化に対する学習効果の向上を図りました。 

・四日市空襲体験者による空襲体験を語り継ぐ場を設け、博物館資 

料と地域の人的資源の活用を図りました。 

・図録「むかしのくらし読本」では、６０年の節目を迎えた伊勢湾 

台風を取り上げ、四日市における被害を振り返るとともに、防災 

について考えるきっかけとなるよう発行しました。全小中学校へ 

の図録配付による博物館資料の活用を図りました。 

○ 小中学校との授業連携 

・「昭和のくらし昭和の面影」展では授業の参考となる見学のしおり 

を作成し、受身的な見学ではなくハンズオンコーナーや再現展示 

を利用しての体験的な授業を行っていただくことができました。 

 

◆ 今後の方向性  

○ 児童生徒が、自ら学び考える体感的な社会教育施設として、学習

支援展示等を充実させ、より一層博学連携による教育効果を高めま

す。さらに、地域の教育資源に関する情報を積極的に発信します。 

教職員研修受入推移 

（内社会体験研修） 

R 1 15 人(8 人) 

H30 26 人(9 人) 

H29 17 人(5 人) 

H30 までは全 60 校、R1 からは全 59 校 

再現展示で学ぶ児童 

掛け軸の見方を学ぶ 

参加者【博物館教室】 

50%
60%
70%
80%
90%

1000
1500
2000
2500 市内小中学校見

学者数（人）

市内小学3年生の

見学校率（全38
校中）※私立含

「昭和のくらし昭和の面影」展活用状況の推移  
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６ 

プラネタリウムの活用 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

宇宙や星について、より理解を深めるために、プラネタリウムの機能を生かした特色ある

学習投映を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小学校の学習投映の様子 

○ 小学校を対象とした学習投映 

・各学校の校庭から見た星空を忠実に再現し、時

間とともに動く月や星座のスケッチなど、体験

的な活動を重視した学習投映を実施していま

す。 

・環境学習番組「アースメッセージ」では、小学

生には内容がやや難しいという学校からの意見

を受け、地球の美しさを感じることができる

番組「アースシンフォニー」を３学期から選

択できるようにしました。 

○ 中学校を対象とした学習投映 

・「四日市公害と環境未来館」と連携して、環境学習を取り入れたプラネタリウム 

を実施しています。 

・投映のプログラムを２種類から選択できるようにしています。天文学習プログラム 

では、学校の学習の進捗状況に合わせたプログラムにすることで、より理解を深め 

ることができました。 

◆ 今後の方向性 

○ 小学３年生の「昭和のくらし」

展にあわせたプラネタリウムの利

用校が減少しています。今後は、

展覧会の内容にあわせた新しい学

習投映プログラムを追加し、教員

研修の場を活用するなど、利用促

進とより深い学びの機会を提供し

ていきます。 

○ 今後も学校教育をより推進する

ために、各学校の要望を取り入れ

ながら、プラネタリウムの効果的

な活用と充実に努めていきます。 

○ 環境学習番組「アースメッセー

ジ」のシナリオを書き直し、子ど

もたちが理解しやすい番組にして

いきます。 

3,609 人  
3,388 人  

26 校  

市内小学校学習投映利用者数の推移 

28 校  

3,835 人  

28 校  

1７校  23 校  24 校  

市内中学校学習投映利用者数の推移 

22 校  22 校  
21 校  

人  
人  

人  
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６ 

くるべ古代歴史館の活用 

◆ 具体的な施策の現状と課題 
○「くるべ古代歴史館」の活用について 

久留倍官衙遺跡のガイダンス施設「くるべ古代歴史館」

は、昨年度に引き続き地域の小中学生の学習に活用されま

した。小学校では、久留倍遺跡で出土した土器を用いた学

習や勾玉作り体験を行い、さらに、くるべ古代歴史館の見

学をとおして、歴史学習の充実を図りました。中学校で

は、自分たちが暮らす土地の環境や歴史、文化を地域の人

から学ぶ地域学習の一環としてくるべ古代歴史館を見学

し、学んだことをクラスで発表することにより、深い学びにつなげる活動を行いまし

た。小中学校での久留倍官衙遺跡の活用方法をリーフレットにして、全小中学校に紹

介することで普及啓発を行いました。また、くるべ古代歴史館では、子ども向け企画

展や自由研究のための講座など、さまざまなイベントを開催してくるべ古代歴史館の

活用を図りました。 

 ○教職員研修について 

夏季教職員研修では、若手教職員を対象とした「久留

倍官衙遺跡講座」と、一般教職員を対象とした「久留倍官

衙遺跡とその活用」を行いました。「久留倍官衙遺跡講

座」では、久留倍官衙遺跡の変遷や壬申の乱、聖武天皇の

東国行幸など、中学生が学習する歴史上の事柄や人物との

関わりなど、学習の基礎となる内容を中心に講座を行いま

した。「久留倍官衙遺跡とその活用」では、基礎的な内容

に加えて久留倍と関わりのある万葉歌について解説を行い

ました。どちらの講座も平成２９年度に作成した「小中学

校における久留倍官衙遺跡の活用計画」をテキストに模擬授業を行い、また、復元し

た八脚門の見学を行う等、教職員自らが指導への具体的なイメージをつかむことがで

きるよう研修を行いました。参加者からは、「地元にある教材としてぜひ久留倍官衙

遺跡を活用したい」「四日市市の奈良時代について子どもたちに伝え、歴史の中に生

きていることを感じさせたい」という感想を得ることができ、地域資源を活かした 

歴史学習の授業づくりに寄与しました。 

○発掘展 ～夏休み！子どものための考古学～ 

夏休み中の子どもを対象に、地域の遺跡について知っても

らうために、市内で出土した土器などの遺物を市立図書館２

階で展示し、また、歴史に関連する図書コーナーを設置しま

した。“古墳時代の食べ物について知りたい”と学習課題をも

って自由研究に取り組む子どもの姿が見られました。 

◆ 今後の方向性 

  令和２年度は、八脚門の復元や遺構表示整備が完了し、

くるべ古代歴史公園がオープンする予定です。四日市市に対する誇りと愛着を育むき

っかけとなるよう、くるべ古代歴史館とあわせて久留倍官衙遺跡のさらなる活用をすす

めていきます。 

 

 
見学の様子  

 
夏季研修の様子  

 
発掘展の様子  
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６ 

 

自然体験の充実 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

〇 全小中学校が自然教室を実施し、キャンプファイヤー、野外炊事やオリエンテーリ

ング・ウォークラリー、カヤック等、豊かな自然の中で普段の学校生活では味わえな

い活動を実施しています。また、友だち同士助け合うことや協力することの大切さを

学べるような活動を取り入れています。中学校では３校が冬季にスキー実習を中心と

した活動を実施しました。 
 

 自然教室での実施プログラムと実施校数（鈴鹿青少年センター含む） 

カヤック      小 25 中  3 里山保全   小  6 中  6 創作活動  小 24 中 15 

アスレチック    小  3 中  2 星座観察   小 3 自然散策  小 2 中 3 

ウォークラリー   小 22 中 13 ナイトハイク 小  6 中  2 野外炊飯  小 37 中 19 

キャンプファイヤー 小 37 中 1４ 御在所スキー    中  3 ハイキング 小 6 中 5  

搾乳・バター作り   小  6 中  ２ 早朝ハイキング 小９ 御在所登山 小 4 

 

〇 実施後の教職員アンケートからは、「ウォークラリー

や早朝ハイキング等で山の中を歩いて自然に触れ、そ

の美しさを感じることができた」「仲間と助け合ったり

励まし合ったりして、一つのことをやり遂げる達成感

や充実感を味わうことができた」「実行委員会を中心に

班や部屋のメンバーで互いに声を掛け合い、行動する

など、仲間意識が高まり集団としての成長が感じられ

た」等、多くの成果が見られました。 

〇 一方で、「取り組み期間が短く、生徒が自主的に取り組めるような準備が不十分で

あった」「各活動の時間配分の見通しが甘かった。毎年異なる児童数、グループ数に

対して活動内容と児童の動きを見通し、計画を立てる必要があった」等、計画するう

えでの課題もありました。 

 

令和元年度の施設利用状況 

 

※ 四日市市少年自然の家での利用定員の制限を超えた中学校２校については、三重県立

鈴鹿青少年センターを利用しました。 
 
 

◆ 今後の方向性 

○  今後も活動内容が充実するよう、小中学校ともに、自然教室のねらいや子どもの

発達段階に応じてプログラムを見直し、新しいプログラムを積極的に紹介するなど、

日常では体験できないような自然体験活動をより充実させていきます。 

○  夏季休業中に若手教員を中心として、野外活動「（内容）カヤック体験・飯盒炊

さん」に関する研修会を実施するなど、教員の指導力の向上に努めます。  

 

利用施設名 小学校（小５） 中学校（中１） 

四日市市少年自然の家 ３7 校 ２，６２７名 ２０校 ２，２３０名 

三重県立鈴鹿青少年センター  ２校   ４２３名 

沢登りの様子 
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６ 

体験活動の充実 
◆ 具体的な施策の現状と課題 

○ 文化・芸術体験の充実 

令和元年度各学校・園での「芸術鑑賞教室及び文化芸術体験」実施状況 

・ 音楽鑑賞や演劇、美術鑑賞など質の高い文化芸術に触れたり体験したりしています。 

・ 我が国や郷土の伝統音楽・文化を体験する活動として、音楽科で筝や三味線の演奏

体験、能狂言体験などが実施されています。 

○ 地域の歴史・文化を体験する活動の推進 

総合的な学習の時間等における地域の歴史や文化に関わる学習の実施状況  

主な活動内容 

小学校 
萬古焼体験、船祭りや地域の祭り調べ、茶摘み体験、昔の暮らしや遊びの体験、戦争

体験の聞き取り、地域めぐり、地域マップ作り、史跡めぐり等 

中学校 
地域の歴史・史跡・名所等の調べ学習や見学、福祉施設等の見学や体験活動、萬古焼

体験等の体験学習、和太鼓・獅子舞体験等 

・ 社会科や総合的な学習の時間において、昔の暮らしについての聞き取りや遊び体験、

自分の住む町の歴史・史跡の調査や文化体験等の学習が進められています。今後も地

域教材を活用した体験的な活動を、年間計画に位置付けていきます。 
 

○ ものづくり・生産体験の推進 

ものづくり・生産体験活動実施学校園実施状況 

主な活動内容 

幼稚園・こども園 野菜・米栽培、きなこ作り、梨狩り、花壇作り、萬古焼体験、竹馬作り等 

小学校 
野菜・米作り、花栽培、収穫物の調理体験、とうふ・きなこ作り、 

餅つき、わら細工・竹細工、萬古焼・ランプシェイド作り体験、伊勢型紙  

中学校 ＰTＡとの花壇作り、伊勢型紙・萬古焼体験、野菜・バターづくり体験等 
 

・ 幼稚園・こども園から中学校まで、発達段階や地域や学校の特色に応じた、ものづ

くりや生産体験を組み込んだ体験活動が進められています。 

 

◆ 今後の方向性 

○ 文化・芸術体験の充実については、関係機関との協力のもと、学校・園に対し「芸術

鑑賞教室」等の実施に役立つ情報を提供していきます。 

○ 萬古焼や四日市港等、「四日市ならではの地域資源」に触れる機会を教育計画の中に

位置付け、体験したことを保護者や地域・社会へ発信するような活動を推進します。 

項目 
幼稚園・こども園 

（2２園中） 

小学校 

（3７校中） 

中学校 

（22校中） 
達成率（％） 

全ての学年で、芸術鑑賞の機会を年

1回以上もつ 
２２園 ３５校 １１校 ８４．１% 

わが国や郷土の伝統音楽・文化体験

の機会をもつ 
２２園 ２９校 ２１校 ８９．０% 

項目 小学校 中学校 達成率（％） 

総合的な学習 の時間・生 活科や社会科 をはじめと する教科の

指導において 、地域の歴 史や文化に触 れる活動や 体験学習を

実施した学校 

３７校 ２０校 9８.３％ 

項目 
幼稚園・こども園 

（2２園中） 
小学校 

（37校中） 
中学校 

（22校中） 
達成率（％） 

地域の地場産業や農業に触れる活動

を実施した学校園数 
２２園 ３７校 ２０校 9６.２％ 
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６ 

２ 高度なものづくり産業と連携した教育の推進 

◆ ねらい  

四日市市の大きな特長である多様なものづくり産業や、四日市市が協定を締結している

ＪＡＸＡ（宇宙航空研究開発機構）と連携した教育を推進することにより、科学への興

味・関心を高めるともに、社会とのつながりの中での学びを、生活の中で出合う課題の解

決に主体的に生かしていこうとする態度の育成を図ります。   

 

◆ 取り組み指標とその評価  

取り組み指標 Ｈ27 H28 H29 H30 R1 R2 目標値 

企業や JAXA の出前授業
を 受 け た こ と が あ る 学 校 数
（校） 

小中 
16 

小中 
24 

小中 
28 

小中 
36 

小中 
42 

 
小中 

50 校 

 ・ 出前授業を受けたことがある学校は７校増え４２校となりました。（学校統合により、

校数としては６校の増）今後も、より多くの学校で連携授業が実施されるよう、さま

ざまな機会で本事業の意義や連携授業の魅力について紹介し、特に新規校での活用を

働きかけます。 

 

◆ 具体的な施策の現状と課題 
 企業とＪＡＸＡの協力により、連携授業等を実施し

ました（協力のために提携している企業は１８社。内

訳は、出前授業の提携が１５社、社会見学の提携が１

３社、教職員研修の提携が１３社、四日市こども科学

セミナーの提携が１２社・２団体。）また、四日市なら

ではの地域資源として、１８の連携企業と１２の協力

企業を四日市調べ学習お役立ちリンク集に掲載しまし

た。 

○ 連携授業 

令和元年度は、企業、ＪＡＸＡ、合わせてのべ 36 回

の連携授業を行いました。 

・ 企業との連携授業 

実験や講義を通して科学の仕組みがどのように

製品に生かされているかを紹介するなど、学校で学習する内容と実生活や実社会との関

連を実感できる授業内容にしています。環境に関する連携授業では、企業の環境対策を

知るとともに、環境問題に対して自分たちに何ができるかについて考え合うなど、主体

的に取り組む子どもの姿が見られました。 

 

  

 

 

 

 

←（左）中学１年生  

「身のまわりの物質 」  

（右）小学５年生→  

「もののとけ方」  

協 力 の た め に 提 携 し て い る 企 業 （ ５ ０ 音 順 ）  

・味の素株式会社東海事業所
・味の素食品株式会社三重工場
・株式会社東産業
・株式会社三重興農社
・キオクシア株式会社四日市工場
・コスモ石油株式会社四日市製油所
・昭和四日市石油株式会社
・JSR株式会社四日市工場
・住友電装株式会社
・第一工業製薬株式会社
・大洋塩ビ株式会社
・太陽化学株式会社
・中部電力パワーグリッド株式会社
・東邦ガス株式会社ガスエネルギー館
・東ソー株式会社四日市事業所
・日本アエロジル株式会社
・富士電機株式会社三重工場

・三菱ケミカル株式会社三重事業所
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６ 

・ ＪＡＸＡとの連携授業（１０校１７回 １２学年で実施） 

宇宙に関わる豊富な映像と最新の科学技術や情報をも

とに、宇宙への夢が広がり、知的好奇心を喚起する授業

となっています。また、プログラミング教育の一つとし

て、コンピュータに指示・命令をして、模擬的な人工衛

星に意図した動きをさせるＪＡＸＡプログラミングの授

業も実施されました。 

 

○  教職員研修 

令和元年度は、企業による１講座、ＪＡＸＡによる１講座を実施しました。 

・ 企業連携による研修 

工場見学を通して、企業が持つ科学技術や働く人や市民の安全を守るシステム等に

ついて学び、教科で学習する科学技術と実社会とのつながりについて理解を深めまし

た。さらに、研修会で企業による出前授業を実際に見た後に、教科のどの学習場面で、

連携した授業ができるか考え合う研修を行いました。 

・ ＪＡＸＡ連携による研修 

理科だけでなく、さまざまな授業に生かせる宇宙教材とその活用例を学びました。

また、実際に子どもの立場に立ってグループワークを体験することにより、宇宙を教

材として効果的に活用する授業づくりのあり方について話し合うことができました。 

 

○  四日市こども科学セミナー 

毎年夏季休業中に開催し、「ものづくり」「環境」「宇宙」

をテーマに、子どもたちが科学にふれ、科学への興味・関心

を高める機会としています。 

令和元年度は、「①環境のまち四日市～STOP！地球温暖化 

二酸化炭素を調べてみよう～」「②環境のまち四日市～食品

工場の見学を通した環境学習～」｢③ＪＡＸＡコズミックカ

レッジ in 四日市『かさぶくろロケットを作って飛ばそう』｣

「④実感サイエンス『ものづくりのまち四日市』」「⑤宇宙に

関する講演会『イプシロンロケットが拓く宇宙開発の未来』」

を開催し、全体で約６９０人が参加しました。 

参加者からは、「今日学んだことをこれからの生活に活かしたい」「いつも食べている

ものや製品が、自分の住んでいる町の会社とつながっていることが分かった」といった

声が寄せられました。 

◆ 今後の方向性  

○ 企業・ＪＡＸＡとの連携授業では、企業等の専門的な知識を生かしながら、実社

会とのつながりを意識できる内容にするとともに、これらの連携授業がより多くの

学校で実施されるよう働きかけます。 

○ 「四日市こども科学セミナー」においては、四日市市の産業都市としての特長や、

産業の発展と環境保全の両面の取り組みをアピールするとともに、子どもたちの科

学への興味・関心を高める取り組みを継続して、各パートの内容の見直し・拡充に

取り組んでいきます。 

 企業等による実験・体験 

小学６年生  「人工 衛星とプロ グラミング」  
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６ 

「四日市公害裁判シアター」

視聴のようす 

３ 公害対策モデル都市としての環境教育の充実

◆ ねらい 

地域住民・企業・行政が一体となり、産業の発展と環境保全を両立するまちづくりを

進めてきた本市は、現在、公害対策モデル都市として歩み続けています。その環境改善の

取り組みについて学ぶことでよりよい未来の環境を考え、家庭や地域とともに継続的に環

境保全に取り組む子どもを育てます。 

すべての教育活動において、将来にわたり豊かな環境を持続する「持続可能な社会づ

くり」につながる環境教育を推進します。 

◆ 取り組み指標とその評価  

取り組み指標 
現状値 

Ｈ27 
H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 目標値 

「 四 日 市 公 害 と 環 境 未 来
館」「四日市市立博物館」と
連 携 し た 環 境 教 育 を 推 進 し
た学校数（校） 

小学校
38 

60 60 60 59  
全小中学校 
（５９校） 

市内小学校５年生と中学校３年生を対象に「四日市公害と環境未来館」の見学を実施し、

市内全小中学校において取り組みを進めることができました。今後も引き続き見学機会の

確保に努め、「持続可能な社会づくり」につながる環境教育の充実を図ります。 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

（１）持続可能な社会づくりにつながる環境教育の推進 

〇 四日市公害と環境未来館・プラネタリウムと連携した取り組み 

令和元年度は、市内全小中学校（５９校）が、「四日市公害と環境未来館」を見学

しました。小中学校ともに、主に社会科や総合的な学習の時間と関連させて、学びを

深めました。 

具体的には、展示解説スタッフの話や展示から四日市公害の歴史を知るとともに、

市民、行政、企業など様々な視点から四日市公害について考えました。小学校では語

り部による講演を実施しました。中学校においては、「四日市公害裁判シアター」の

視聴をするなど、公民分野で学習する司法の役割の理解を深めたり、人権教育につな

げて学習を深めたりしました。 

見学後は、学んだことを新聞などにまとめて発

表するなど、保護者や地域に発信する活動を行っ

ている学校もあります。 

また、プラネタリウムと連携し、環境番組が視

聴できる見学プランを設け、環境問題や自然科学

への関心を高めています。 

 

 

 

 

H30 までは全 60 校、R1 からは全 59 校 
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６ 

○ 四日市版ＥＳＤ※ １カレンダー（環境教育年間指導計画）の活用 

各教科や特別活動、総合的な学習の時間など、関

連する学習内容を年間指導計画上に配列し、教科等

横断的な学習の構造を明確にしたＥＳＤカレンダー

を全小中学校で作成し、活用を進めています。 

また、ＥＳＤ実践推進校※ ２を指定し、学習内容

と実生活・実社会の問題をつなげて考える授業や、

地域・家庭と連携した授業など、ＥＳＤ推進を図る

取り組みを進めています。 

 

 

 

（２）地域とともに進めるよりよい環境づくり 

多くの小中学校で家庭・地域及び企業等と

連携し、体験を重視した環境教育を展開して

います。幼稚園では、栽培活動や生き物の飼

育活動、ごみの分別や資源回収などを通して、

生活に根差した環境教育を行っています。 

また、国際連合の「世界環境デー」（６月５ 

日）を受け、この日を「学校環境デー」とし、 

市内全ての学校・園で、学校の実情や地域性を生かした取り組みを実施しています。 

   ＜具体的な取り組み例＞ 

   ・ 地域の方やＪＡと連携した米作りや野菜作り体験 

・ ＰＴＡやＮＰＯ法人とともに行う里山保全活動 

   ・ 地域の川の清掃と水生生物調査 

◆ 今後の方向性 

○ 各学校による「四日市公害と環境未来館」「プラネタリウム」見学アンケートをも

とに、さらに効果的な学習が実施できるよう、「そらんぽ四日市活用検討委員会」を

年１回開催し、見学プラン等の検討・改善を行っていきます。 

○ 各学校で作成した四日市版ＥＳＤカレンダーに基づき、学年間や教科間の学習の

関連を図ることで、これからの社会や環境をよりよくしていこうとする主体的な態

度や実践力の基礎を養うための教育を推進します。 

〇 体験を重視した環境学習を展開するために、企業との連携授業、地域の人材・環

境資源等を活用した学習を支援し、持続可能な社会づくりにつながる環境教育を推

進していきます。 

○ 環境保全課等と連携し、「グリーンカーテン事業」や「こどもよっかいちＣＯ２ダ

イエット作戦」などの環境教育の取り組みを進めていきます。 

 

※１ ＥＳＤ…将来にわたって持続可能な社会の創り手を育む教育（Education for Sustainable 

Development） 

※２ 令和元年度ＥＳＤ実践推進校…楠小学校・大池中学校 

小学校 

（ 37 校 中 ）  

中学校 

（ 22 校 中 ）  

達成率

（ ％ ）  

36 21 ９６.６％ 

 環 境 教 育 ・ 環 境 保 全 活 動 を 進 め る に あ た

り 、 家 庭 ・ 地 域 ・ 企 業 と 連 携 し た 取 り 組 み

を 実 施 し た 学 校 の 割 合  

ＥＳＤカレンダー（例）  
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令和元年度 使用教科用図書一覧 
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令和元年度 指導資料及び副読本  ＜四日市市教育委員会発行分＞   

基本目標１ 確かな学力の定着 に関連して 

＊ 全国学力･学習状況調査結果の分析 ―｢授業の改善｣と｢学力と学習状況の相関｣等―  

＊ 授業づくり ヒント&ポイント２０１８、２０１９ 

 ＊ 四日市市小学校外国語活動カリキュラム 1・２年生・別冊 

＊ 問題解決能力向上のための授業づくりガイドブック２ 

＊ 電子黒板活用マニュアル プロジェクタ活用マニュアル  

＊ 中学生スピーチコンテスト“ＴＨＥ ＢＥＮＲＯＮ”発表原稿集 

＊ 保護者向けリーフレット「四日市市の子どもたちの学力・学習状況や生活状況は？」 

基本目標２ 豊かな人間性とコミュニケ―ション能力の育成 に関連して 

＊ 子どもの心を見つめて－不登校の子どもへの指導の手引き－  

＊ 登校を促す早期アプローチ ―不登校児童生徒への支援―  

＊ 虐待対応マニュアル（「子ども虐待対応の手引き」「児童虐待防止と学校」）  

 ＊ スクールカウンセラーの活用の手引き  

 ＊ 緊急支援手引き  

 ＊ 四日市市立学校における生徒指導の対応Ｑ＆Ａ    

 ＊ 学校人権教育のてびき  

＊ 四日市市人権作文集  

＊ 「いじめ」に関する指導の手引  

 ＊ いっしょに考えよう～いじめ問題～（保護者編）かけがえのない子どもたちのために 

 ＊ 部落史学習地域資料ⅠⅡ 四日市の部落史  

基本目標３ 健康・体力の向上 に関連して 

＊ ５分間運動（小学校・中学校）  

 ＊ 保健体育科 柔道の指導手引き 剣道の指導手引き 水泳指導の手引き  

 ＊ 体育好きの子どもを育てる 小学校体育科実践事例集  

＊ 「学校安全」充実のための手引  

 ＊ 四日市市学校防災対策ガイドライン  

基本目標４ 学校教育力の向上 に関連して 

＊ 教師力向上のために  

＊ 自己相互研鑽のために  

＊ スタートカリキュラム四日市市版  

＊ 学びの一体化（令和元年度の取り組み） 

＊ 子どもとともに―就学相談の手引き―  

＊ 早期からの途切れない支援のためにガイドブック 

＊ 小学校生活スタート支援事業 実施の手引き 

＊ 聞こえにくい子どもの理解のために  

＊ 四日市市校園内特別支援教育体制作りサポートブック  

＊ 相談支援ファイル 

＊ 四日市版インクルＤＢ＜小・中学校における合理的配慮事例集＞ 

＊ 令和元年度版四日市市部活動ガイドライン 

基本目標５ 地域とともにある学校づくり に関連して 

 ＊ 令和元年度 四日市版コミュニティスクール 

＊ 信頼ある学校を創る―学校に対する苦情への対応―          

基本目標６ 四日市ならではの地域資源を生かした教育の推進 に関連して 

＊ 環境教育（四日市公害・生物多様性）事例・教材集  

＊ 社会科副読本「のびゆく四日市」（小学校３・４年生） 

＊ 小中学校における久留倍官衙遺跡の活用計画 
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